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表紙「世界人権宣言啓発書画・第23条」 提供：公益財団法人人権擁護協力会

こ ぎ たいほう

世界人権宣言啓発書画は、日本の書道家小木太法氏とブラジルの画家オタビ
オ・ロス氏が、世界人権宣言に示された人類の英知に感動し、生き生きと、は
つらつと生きている人をたたえる人間賛歌として受け止め、その感動を芸術的
に表現しようとしたものです。

人権教育・啓発白書の刊行に当たって

法務大臣

文部科学大臣

我が国では、いじめや児童虐待等のこどもの人権問題、障害のある人や外
国人、アイヌの人々、性的マイノリティ等に対する不当な差別や偏見、部落
差別（同和問題）、ハンセン病問題といった多様な人権問題が依然として存
在しています。
とりわけ、近年においては、インターネットを介した人権侵害が深刻化し
ているほか、令和６年度には、旧優生保護法をめぐる問題を含めた障害のあ
る人の人権問題等が関心を集めるなど、人権教育及び人権啓発に関する施策
が果たすべき役割は、ますます大きくなっていると言えます。
政府は、「人権教育・啓発に関する基本計画」に基づき、学校、地域、家
庭、職場その他の様々な場を通じて、国民の一人一人が人権に関する正しい
知識と日常生活の中で生かされるような人権感覚を身に付けることができる
よう、各種人権教育及び人権啓発に関する施策に取り組んでまいりました。
今後も、関係府省庁が横断的に連携しながら、全ての方々がお互いの人権と
尊厳を大切にし、生き生きとした人生を享受できる共生社会を実現すること
ができるよう、効果的な人権教育及び人権啓発に関する施策を推進してまい
ります。
本白書は、「人権教育及び人権啓発の推進に関する法律」に基づく年次報
告であり、政府が令和６年度に講じた人権教育及び人権啓発に関する施策に

ついて取りまとめたものです。前記基本計画に明示的に掲げられている人権
課題はもとより、令和６年度啓発活動強調事項に掲げた人権課題に対する取
組についても掲載しています。また、現代的課題として「『人権教育アーカ
イブ』の開設」を始めとする７つのトピックスのほか、特集として「障害の
ある人に対する偏見や差別のない共生社会の実現に向けた取組」を掲載して
います。
本白書により、人権教育及び人権啓発に関する施策の状況について多くの

方々に御理解いただくとともに、人権について一層理解を深め、様々な人権
問題を、自分以外の「誰か」のことではなく、自分自身のこととして考え、
人権を尊重した行動をとるきっかけにしていただければ幸いです。

令和７年６月
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はじめに
我が国においては、基本的人権の尊重を基本理念の一つとする「日本国憲法」（以下「憲

法」という。）の下で、国政の全般にわたり、人権に関する諸制度の整備や諸施策の推進
が図られてきた。それは、憲法のみならず、戦後、国際連合（以下「国連」という。）に
おいて作成され、現在、我が国が締結している人権諸条約等の国際準則にものっとって行
われている。また、我が国では、長年にわたり、国、地方公共団体と人権擁護委員を始め
とする民間のボランティアとが一体となって、地域に密着した地道な人権擁護活動を積み
重ねてきた。その成果もあって、人権尊重の理念が広く国民に浸透し、基本的には人権を
尊重する社会が築かれているということができる。

一方で、人権課題の生起がやむことはなく、令和６年度においては、インターネット上
の人権侵害やこどもの人権問題のほか、旧優生保護法に関する取組を含めた障害のある人
の人権問題等が関心を集めることとなった。

法務省の人権擁護機関では、「人権侵犯事件調査処理規程」（平成16年法務省訓令第２号）
に基づき、人権侵害を受けた者からの申告等を端緒に人権侵害による被害者の救済に努め
ているところ、令和６年に法務省の人権擁護機関が新規に救済手続を開始した人権侵犯事
件数は8,947件である。これを類型別に見ると、労働権関係事案が1,663件（18.6％）と最も
多く、次いで、プライバシー関係事案が1,437件（16.1％）、学校におけるいじめ事案が1,202
件（13.4％）、暴行・虐待事案が1,025件（11.5％）、差別待遇事案が907件（10.1％）などとなっ
ている（資-28頁参照）。

特に、こどもの人権に関しては、文部科学省が行った令和５年度「児童生徒の問題行動・
不登校等生徒指導上の諸課題に関する調査」によれば、小・中・高等学校における、暴力
行為の発生件数は10万8,987件と依然として憂慮すべき状況が見られ、また、「いじめ防止
対策推進法」（平成25年法律第71号）第28条第１項に規定する「重大事態」の件数は1,306
件と、いじめによる重大な被害が生じた事案も引き続き発生しているなど、教育上の大き
な課題となっている。さらに、全国の児童相談所における児童虐待に関する相談対応件数
は令和５年度には22万5,509件と、依然として高い水準にある。

このような状況を踏まえ、政府では、関係府省庁間の連携を図りながら、国民に対する
人権教育・啓発活動を更に推進している。

本書は、令和６年度に各府省庁が取り組んだ人権教育・啓発の施策を「人権教育及び人
権啓発施策」として取りまとめ、国会に報告するものである。





1

第１章
人権一般の普遍的な
視点からの取組



22

第１章　人権一般の普遍的な視点からの取組

１　人権教育

人権教育とは、「人権尊重の精神の涵
かん

養を目的とする教育活動」（「人権教育及び人権啓
発の推進に関する法律」（平成12年法律第147号。以下「人権教育・啓発推進法」という。）
第２条）であり、生涯学習の視点に立って、幼児期からの発達段階を踏まえ、地域の実情
等に応じて、学校教育と社会教育とが相互に連携を図りつつ実施している。

⑴　学校教育
ア　人権教育の推進

文部科学省では、人権教育・啓発推進法及び「人権教育・啓発に関する基本計画」
（平成14年閣議決定、平成23年一部変更）を踏まえ、学校教育における人権教育に関
する指導方法等について検討を行い、平成20年３月に「人権教育の指導方法等の在り
方について［第３次とりまとめ］」を公表した。令和３年３月以降、同［第３次とり
まとめ］策定後の社会情勢の変化を踏まえ、これを補足する参考資料を作成し、全国
の教育委員会や学校等に配布するなど、人権教育の指導方法等の在り方についての調
査研究の成果普及に努めている。

また、平成22年度から毎年、各都道府県教育委員会等の人権教育担当者を対象とし
た「人権教育担当指導主事連絡協議会」を開催し、人権教育の推進に関する情報交換
や協議を行うとともに、独立行政法人教職員支援機構が実施する「人権教育推進研修」
において、人権教育に関し、各地域において研修の講師等としての活動や各学校の指
導・助言等を行うことのできる指導者の養成を図っている。

このほか、学校、家庭、地域社会が一体となった総合的な取組や、学校における人
権教育の指導方法の改善充実について実践的な研究を委嘱するとともに、当該研究の
成果を始めとする人権教育に関する事例や資料を集約・発信するサイト「人権教育アー
カイブ」の整備を行う「人権教育研究推進事業」、学校における人権教育の在り方等
について調査研究を行う「学校における人権教育の在り方等に関する調査研究」等を
実施し、人権教育の推進に努めている。

イ　道徳教育の推進
文部科学省では、「特別の教科 道徳」を要とする道徳教育の充実を図っており、例

えば、誰に対しても差別や偏見を持たず、公正、公平にすることや、法やきまりを守
り、自他の権利を大切にすること等、人権教育にも資する指導を行うこととしている。

また、学校・地域の実情等に応じた多様な道徳教育を支援するため、全国的な事例
収集と情報提供、特色ある道徳教育や教材活用等、地方公共団体への支援を行っている。

さらに、幼児期における教育は、生涯にわたる人格形成の基礎を培う重要な役割を
果たすことから、各幼稚園において、道徳性の芽生えを培う指導の充実が図られるよ
うに努めている。
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ウ　地域や学校における奉仕活動・体験活動の推進
こどもの社会性や豊かな人間性を育む観点から、机上の知育だけではなく、具体的

な体験や事物との関わりを通じた様々な体験活動を積極的に推進することは極めて重
要なことである。文部科学省では、豊かな人間性や社会性を育むために、児童生徒の
健全育成を目的とした様々な創意工夫のある長期宿泊体験の取組として「健全育成の
ための体験活動推進事業」を実施している。

エ　教師の資質向上等
教師の資質能力については、養成・採用・研修の各段階を通じてその向上を図って

おり、各都道府県教育委員会等が実施している教諭等に対する初任者研修や中堅教諭
等資質向上研修等では、人権教育に関する内容が扱われるなど、人権尊重意識を高め
るための取組を行っている。

トピックス

「人権教育アーカイブ」の開設 
～あらゆる学校、教員等が人権教育に取り組みやすい 

環境の整備に向けて～

国連「人権教育のための世界計画」などの国際的潮流、到来しつつあるSociety 5.0 
時代、相次ぐ個別的な人権課題に関する立法措置など、学校における人権教育の重要
性はますます高まっています。

これまで、関係者の多大なる御尽力により、学校における人権教育は着実に進展し
ている一方で、個別の人権課題の指導に当たっては、関連法規等に表れた考え方の正
しい理解や、新たな偏見や差別を生み出すことのないような十分な配慮等が求められ
る中、教員が指導に難しさや不安を感じるなど、人権教育の推進に課題を抱える学校
も存在します。

こうした状況を踏まえ、文部科学省では、あらゆる学校、教員等が人権教育に取り
組みやすい環境の整備を図るべく、人権教育に関する事例や資料を集約･発信するサ
イト「人権教育アーカイブ」を令和７年３月に開設しました。

学校の教職員や教育委員会の職員の方々を始めとする関係者の皆様におかれまして
は、各学校における人権教育の充実に向けた取組を進めるため、ぜひ、本アーカイブ
を積極的に御活用ください。	
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人権教育アーカイブ

⑵　社会教育
社会教育においては、生涯にわたる学習活動を通じて、人権尊重の精神を基本に置い

た事業を展開している。
文部科学省では、社会教育において中核的な役割を担う社会教育主事の資格付与のた

めの講習や現職の社会教育主事を対象にした研修において、人権問題等の現代的課題を
取り上げ、指導者の育成及び資質の向上を図っている。また、公民館等の社会教育施設
を中心に学級・講座が開設され、世代の異なる人たちや障害のある人、外国人等との交
流活動等、人権に関する多様な学習機会が提供されている。

さらに、地方公共団体の社会教育担当者等を集めた各種会議等の機会を通じ、「本邦
外出身者に対する不当な差別的言動の解消に向けた取組の推進に関する法律」（平成28
年法律第68号。以下「ヘイトスピーチ解消法」という。）、「部落差別の解消の推進に関
する法律」（平成28年法律第109号。以下「部落差別解消推進法」という。）等に関する
法の趣旨や性的マイノリティ、ハンセン病患者・元患者やその家族に対する偏見や差別
の解消のための適切な教育の実施に関する周知等を図り、各地域の実情に即した人権教
育が推進されるよう促している。
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２　人権啓発

人権啓発とは、「国民の間に人権尊重の理念を普及させ、及びそれに対する国民の理解を
深めることを目的とする広報その他の啓発活動（人権教育を除く。）」を意味し、「国民が、
その発達段階に応じ、人権尊重の理念に対する理解を深め、これを体得することができる
よう」にすることを旨としている（人権教育・啓発推進法第２条、第３条）。

人権啓発は、広く国民の間に、人権尊重思想の普及高揚を図ることを目的に行われる研修、
情報提供、広報活動等のうち人権教育を除くものであるが、その目的とするところは、国
民の一人一人が人権を尊重することの重要性を正しく認識し、これを前提として他人の人
権にも十分に配慮した行動をとることができるようにすることにある。すなわち、「人権と
は何か」、「人権の尊重とはどういうことか」、「人権を侵害された場合に、これを排除し、
救済するための制度がどのようになっているか」等について国民が正しい認識を持ち、そ
れらの認識が日常生活の中で、その態度面、行動面等において確実に根付くことによって、
人権侵害の生じない社会の実現を図ることが人権啓発の目的である。

⑴　人権啓発の実施主体
法務省には、人権啓発を担当する国の機関として人権擁護局が、その下部機関として

法務局に人権擁護部、地方法務局に人権擁護課がそれぞれ設けられており、また、法務
局・地方法務局の下部機関である支局でも人権啓発活動を行っている。加えて、「人権
擁護委員法」（昭和24年法律第139号）に基づき、法務大臣が委嘱する人権擁護委員及び
その組織体があり、これら全体を「法務省の人権擁護機関」という。

人権擁護委員は、法務大臣が委嘱した民間のボランティアの方々であり、現在、約
１万4,000人が全国の各市町村（特別区を含む。）に配置され、法務局・地方法務局等と
連携しながら、人権啓発を含む人権擁護活動を行っている。人権擁護委員制度は、様々
な分野の人たちが、地域の中で人権尊重思想を広め、住民の人権が侵害されないよう配
慮し、人権を擁護していくことが望ましいという考えから創設されたものであり、諸外
国にも例を見ないものである。

また、法務省以外の関係各府省庁においても、その所掌事務との関連で、人権に関わ
る各種の啓発活動を行っているほか、地方公共団体や公益法人、民間団体、企業等にお
いても、人権に関わる様々な活動を展開している。
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人権擁護委員
全国市町村に約14,000人

人権擁護委員の組織体
（委員相互の連絡・調整、研究、意見交換など）

法務局所在地以外の
府県庁所在地
（ほか北海道の函館・
旭川・釧路）42か所

支局 支局

法務省（人権擁護局）

地方法務局
（人権擁護課）

法務局
（人権擁護部）
東京・大阪・名古屋・
広島・福岡・仙台・
札幌・高松の8か所

全国人権擁護委員連合会

ブロック人権擁護委員
連合会（8か所）

都道府県人権擁護委員
連合会（50か所）

人権擁護委員協議会（314か所）

261か所

法務省の人権擁護機関の構成図（令和６年６月１日）
※括弧書きは令和６年度の定員

（275人）

（30人）

⑵　法務省の人権擁護機関が行う啓発活動
ア　令和６年度啓発活動重点目標及び強調事項	

ポスター
「啓発活動重点目標」

法務省の人権擁護機関においては、その時々の社会情勢や人権侵犯事件の動向を勘
案して、年度を通じて特に重点的に啓発するテーマを定め、共通の目標の下に組織を
挙げて人権啓発活動を展開している。

令和６年度は、「『誰か』のこと　じゃない。」を啓発活動重点目標とし、多様な主
体が互いに連携し、支え合う共生社会の実現を目指して各種人権啓発活動を展開した。

また、次の17の項目を啓発活動の強調事項として掲げ、全国各地において、講演会、
シンポジウム等を開催したほか、テレビ・ラジオ等のマスメディアやSNS等のインター
ネットを活用した人権啓発活動を行った。
①　女性の人権を守ろう
②　こどもの人権を守ろう
③　高齢者の人権を守ろう
④　障害を理由とする偏見や差別をなくそう
⑤　部落差別（同和問題）を解消しよう
⑥　アイヌの人々に対する偏見や差別をなくそう
⑦　外国人の人権を尊重しよう
⑧　感染症に関連する偏見や差別をなくそう
⑨　�ハンセン病患者・元患者やその家族に対する偏見や

差別をなくそう
⑩　�刑を終えて出所した人やその家族に対する偏見や差

別をなくそう
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⑪　犯罪被害者やその家族の人権に配慮しよう
⑫　インターネット上の人権侵害をなくそう
⑬　北朝鮮当局による人権侵害問題に対する認識を深めよう
⑭　ホームレスに対する偏見や差別をなくそう
⑮　性的マイノリティに関する偏見や差別をなくそう
⑯　人身取引をなくそう
⑰　震災等の災害に起因する偏見や差別をなくそう

イ　第76回人権週間	

ポスター「第76回人権週間」

令和６年12月４日から同月10日（世界人権宣言が採択
された人権デー）までの１週間を「第76回人権週間」と
定め、関係諸機関及び諸団体の協力の下に、世界人権宣
言の意義を訴えるとともに、人権尊重思想の普及高揚を
呼び掛ける集中的な人権啓発活動を展開した。

令和６年度は、YouTube法務省チャンネルで「『人権
週間』と『こどものけんり』」をテーマとした法務省人
権擁護局長インタビュー動画の配信や、インターネット
上の誹謗中傷に関する問題をテーマとしたショート動画
の配信、全国各地での人権啓発イベント等を実施するな
どした。

ウ　人権擁護委員の日	

ポスター「人権擁護委員制度」

人権擁護委員法が施行された６月１日を「人権擁護委
員の日」と定め、国民に人権擁護委員制度の周知を図る
とともに、人権尊重思想の普及高揚に努めている。

令和６年度においても、新聞、広報誌、テレビ番組や
ラジオ番組において人権擁護委員の活動について紹介す
るなど、マスメディアを活用して人権擁護委員制度等の
広報に積極的に努めたほか、６月１日を中心に、全国2,478
か所において、全国一斉に人権擁護委員の日特設人権相
談所を開設した。

エ　全国中学生人権作文コンテスト
次代を担う中学生を対象に、人権問題についての作文を書くことによって人権尊重

の重要性や必要性についての理解を深めるとともに豊かな人権感覚を身に付けるこ
と、入賞作文を国民に周知広報することによって広く一般に人権尊重意識を根付かせ
ることなどを目的として、例年、「全国中学生人権作文コンテスト」を実施している。

多くの中学生が、日常の中で見聞きした出来事や体験などを踏まえながら人権につ
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いて考察を深めることのできる良い機会となっており、43回目を迎えた令和６年度は、
6,450校から73万6,513編の応募があった。優秀作品については、法務省において令和
７年２月に中央大会表彰式を行ったほか、法務局・地方法務局においても、人権週間
を中心として地方大会表彰式を開催し、作文を周知した。中央大会における主な入賞
作文は次のとおりである。

内閣総理大臣賞	 京都府・亀岡市立育親学園８年　寺竹　瑠音さん
	 「悪口」
法務大臣賞	 広島県・学校法人盈進学園盈進中学校３年　山本　花奈さん
	 「託されたいのちのバトン」
文部科学大臣賞	 東京都・中野区立第二中学校２年　（氏名非公表）
	 「偏見にとらわれない事を大切に」
これらの作品を含む主な入賞作文については、「第43回全国中学生人権作文コンテ

スト入賞作文集」として冊子に編集し、中学校、市区町村、図書館等に配布するとと
もに、法務省ホームページに掲載して、人権啓発の資料として幅広く活用している。

また、上記の３作品については、世界にも発信することを目的として、英語に翻訳
の上、法務省ホームページ（英語版）に掲載した。

第43回全国中学生人権作文コンテスト
中央大会表彰式の様子（寺竹瑠音さん）

第43回全国中学生人権作文コンテスト
入賞作文集

オ　人権教室
「人権教室」は、いじめ等について考える機会を作ることによって、相手への思い

やりの心や生命の尊さをこどもたちに体得してもらうこと等を目的とし、全国の人権
擁護委員が中心となって実施している人権啓発活動である。

小・中学生等を対象に、「人権の花運動」（10頁参照）における学校訪問や道徳科の
授業等を利用して、啓発アニメーション動画や紙芝居・絵本といった、こどもたちが
興味を持ちやすいように工夫した教材を活用することにより、人権尊重思想について
こどもたちが理解することができるように努めている。また、近年は、「ビジネスと
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人権」に関する国内外の関心の高まり（100～103頁参照）を背景に、企業研修等にお
いて「大人の人権教室」を実施している。

令和６年度は、98万5,983人を対象に行われた。
カ　人権擁護功労賞

人権擁護委員の活動等を通じて関わりのある企業・法人等の団体及び個人の中から、
人権擁護上顕著な功績があったと認められた者に対し、法務大臣又は全国人権擁護委
員連合会会長が表彰を行うもので、平成19年度に開始され、令和６年度は18回目の開
催となった。

令和６年度の受賞者は、次のとおりである。
法務大臣感謝状	 株式会社NTTドコモ（東京都）
	 日本放送協会福岡放送局（福岡県）
全国人権擁護委員連合会会長感謝状
	 日本放送協会福井放送局（福井県）

人権擁護功労賞表彰状伝達式の様子

⑶　法務省が公益法人、地方公共団体へ委託して行う啓発活動
ア　公益財団法人人権教育啓発推進センターが行う啓発活動（人権啓発活動中央委託事業）

ア　公益財団法人人権教育啓発推進センター
公益財団法人人権教育啓発推進センター（以下「人権教育啓発推進センター」と

いう。）は、人権教育・啓発活動の中核となるナショナルセンターとしての役割を
果たすべく、人権に関する総合的な教育・啓発及び広報を行うとともに、人権教育・
啓発についての調査、研究等を行っている。

イ　令和６年度の啓発活動
①　人権啓発教材の作成
　・啓発動画「～ハンセン病と家族の物語～夢でしか帰れなかった故郷」
　・啓発動画「あなたは大丈夫？考えよう！インターネットと人権」
　・啓発動画「知っていますか？障害者差別解消法」
　・啓発冊子「『ビジネスと人権』ファーストステップ～中小企業向け取組事例集～」
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②　人権シンポジウム等の開催
　・�次世代とともに考えるハンセン病問題人権シンポジウム～ハンセン病問題から

学ぶべきこと～（75頁参照）
　・�共生社会と人権に関するシンポジウム～今、企業に求められること～（45頁参

照）
③　「人権に関する国家公務員等研修会」の開催（109頁参照）
④　�地方公共団体等の人権啓発行政に携わる職員を対象とした「人権啓発指導者養

成研修会」の実施（109頁参照）
⑤　�人権週間を中心とした人権尊重思想の普及高揚を目的とする全国規模での広報

の実施
⑥　�「人権ライブラリー」のホームページ（https://www.jinken-library.jp/）の運

営等

イ　地方公共団体が行う啓発活動（人権啓発活動地方委託事業）
ア　人権啓発活動地方委託事業

人権啓発活動地方委託事業（以下「地方委託事業」という。）は、都道府県及び
政令指定都市等を委託先とし、あらゆる人権課題を対象とした幅広い人権啓発活動
を委託する事業であり、講演会、研修会、資料作成、スポットCM、新聞広告、地
域総合情報誌広告等を実施している。

イ　地域人権啓発活動活性化事業
法務省の人権擁護機関、都道府県、市区町村等の人権啓発活動を実施する主体間

の横断的なネットワークである「人権啓発活動ネットワーク協議会」（113頁参照）
との連携の下に実施される地方委託事業を、「地域人権啓発活動活性化事業」と称
している。令和６年度は、同事業として、人権の花運動（注）、スポーツ組織と連携・
協力した啓発活動（113～114頁参照）、地域の民間団体と連携した人権ユニバーサ
ル事業等、地域に密着した多種多様な人権啓発活動を実施した。

（注）�　人権の花運動は、児童が協力して花の種子や球根等を育てることによって、生命の尊さ
を実感し、その中で、豊かな心を育み、優しさと思いやりの心を体得することを目的に、
全国の人権擁護委員が中心となって実施している、主に小学生を対象とした人権啓発活動
である。この活動では、児童が育てた花を保護者や社会福祉施設に届けるなどすることで、
一層の人権尊重思想の普及高揚を図っている。�  
　令和６年度は、3,786校の学校等において、39万3,526人を対象に行われた。

⑷　中小企業・小規模事業者等に対する啓発活動	
経済産業省では、令和６年度は、企業活動における様々な人権問題等に関するセミナー

やシンポジウムを全国で開催し、中小企業・小規模事業者等に対して人権意識の涵
かん

養を
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図った（開催回数：80回、参加・視聴数：１万5,808人）。
また、併せて、企業の社会的責任に係る啓発活動の参考となるべきパンフレットを企

業等に配布した。	

1

パンフレット
「令和６年度CSR（企業の

社会的責任）と人権」

⑸　国際的な人権課題に関する啓発活動
例年、外務省では、国際場裡においてフォーラム等への登壇や国際機関への拠出等を

通じて、国際的な人権課題の啓発を行っている。
令和６年度においては、シンガポール、タイにおいて現地に進出する日本企業に対し、

「責任あるサプライチェーン等における人権尊重のためのガイドライン」を含む「ビジネ
スと人権」に関する我が国の取組の紹介・啓発を行った。また、国際機関への拠出を通
じた人権デュー・ディリジェンス導入促進支援事業や各種フォーラムへの登壇等を通じ、
国際機関とも連携して、企業活動における人権尊重の考え方の普及・啓発に努めている。
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３　人権教育・啓発に関する基本計画の見直し

人権教育・啓発に関する基本計画は、人権教育・啓発推進法第７条に基づき、人権教育
及び人権啓発に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図ることを目的として策定された。

政府は、同基本計画に基づき、人権教育・啓発施策を実施しているが、昨今の我が国の
人権状況は大きく様変わりしており、人権教育・啓発施策については、各人権課題の解決
に向け、これまでの取組状況を踏まえた上で、社会経済情勢の変化や国際的潮流の動向を
捉えた効果的な取組の推進や新たな人権課題に対する適切な対応が求められている。

そこで、政府は、国内の社会経済情勢の変化や国際的潮流の動向等に適切に対応した人
権教育及び人権啓発に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るとともに、人権に関わ
る教育・啓発活動を行っている関係府省庁間で情報を共有し、その密接な連携・協力を図
ることを目的として、令和６年６月３日、「人権教育・啓発関係府省庁連絡会議」を設置し、
同基本計画の見直しに向けた検討を行うこととした。

令和６年度は、同会議の下に設置した幹事会において、有識者や関係団体等からのヒア
リングを実施したほか、関係府省庁間で同基本計画の見直しに向けた協議を実施し、令和
７年１月20日に中間試案を取りまとめた。また、この中間試案について、同月28日から同
年２月26日までの間、パブリックコメントを実施し、その結果を踏まえ、関係府省庁間で
更なる協議を行うなど、引き続き、見直しに向けて必要な作業を進めているところである。
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１　女性

男女平等の理念は、憲法に明記されており、法制上も「雇用の分野における男女の均等
な機会及び待遇の確保等に関する法律」（昭和47年法律第113号。以下「男女雇用機会均等
法」という。）等において、男女平等の原則が確立されている。しかし、現実には今なお、
男女の役割を固定的に捉える意識が社会に根強く残っており、家庭や職場において様々な
男女差別が生じている。

また、性犯罪・性暴力、配偶者等からの暴力、職場等におけるセクシュアルハラスメン
トや妊娠・出産等を理由とする不利益取扱い等の問題も依然として多く発生している。

我が国が締約国となっている「女子に対するあらゆる形態の差別の撤廃に関する条約」
（昭和60年条約第７号。以下「女子差別撤廃条約」という。）は、男女の完全な平等の達成
に貢献することを目的として、女子に対するあらゆる差別を撤廃することを基本理念とし、
締約国に対し、政治的及び公的活動並びに経済的及び社会的活動における差別の撤廃のた
めに適切な措置をとることを求めている。

国内においては、「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律」（平成27年法律第
64号。以下「女性活躍推進法」という。）に基づき、国、地方公共団体及び常時雇用する
労働者の数が101人以上の民間企業等の事業主は、女性の活躍状況の把握・課題分析を行っ
た上で、数値目標を掲げた行動計画を策定し、策定した行動計画及び女性の活躍状況に関
する情報の公表等を行うこととされている。また、国、地方公共団体及び常時雇用する労
働者の数が301人以上の民間企業等の事業主は、男女の賃金（給与）の差異を必須で公表
することとされている。

さらに、「男女共同参画社会基本法」（平成11年法律第78号）に基づき、令和２年12月に
「第５次男女共同参画基本計画」を閣議決定し、同計画に基づき、あらゆる分野における
女性の参画拡大、安全・安心な暮らしの実現、男女共同参画社会の実現に向けた基盤の整
備等に取り組んでいる。

女性に対する暴力等への取組については、同計画等に基づき、性犯罪・性暴力への対策
等を推進している。また、配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等については、平成
13年に「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律」（平成13年法律第31号）
が施行されて以降、同法に基づき施策を推進している。

加えて、「困難な問題を抱える女性への支援に関する法律」（令和４年法律第52号。以下
「女性支援新法」という。）が令和６年４月に施行された。同法においては、困難な問題を
抱える女性の福祉が増進されるよう、その発見、相談、心身の健康の回復のための援助等
多様な支援を包括的に提供する体制を整備するとともに、関係機関と民間の団体の協働に
より、早期から切れ目なく支援を行うこととされている。

法務省の人権擁護機関では、全国の法務局・地方法務局又はその支局や特設の人権相談
所において人権相談に応じている。人権相談等を通じて、配偶者やパートナーからの暴力



1515

第
２
章

人
権
課
題
に
対
す
る
取
組

や職場等におけるセクシュアルハラスメント等の女性に対する人権侵害の疑いのある事案
を認知した場合は、人権侵犯事件として調査を行い、事案に応じた適切な措置を講じてい
る。法務省の人権擁護機関が女性に対する暴行・虐待事案に関して、新規に救済手続を開
始した人権侵犯事件の数は、次のとおりである。

人権侵犯事件数（開始件数） 令和２年 令和３年 令和４年 令和５年 令和６年

女性に対する暴行・虐待 629 435 430 383 331
（法務省人権擁護局の資料による）

⑴　男女共同参画の視点に立った様々な社会制度の見直し、広報・啓発活動の推進
ア　内閣府では、行政相談委員及び人権擁護委員並びに都道府県及び政令指定都市担当

者を対象に、男女共同参画に関する諸課題について理解を深め、苦情の処理に係る知
識・技能の向上を図ることを目的とする苦情処理研修を実施している。

また、我が国の男女共同参画に関する取組を広く知らせるため、男女共同参画の総
合情報誌「共同参画」を発行しているほか、ホームページ、メールマガジン、SNSを
活用して、充実した情報を迅速に提供する体制の整備を図るなど、多様な媒体を通じ
た広報・啓発活動を推進している。さらに、配偶者からの暴力の被害者支援に役立つ
法令、制度及び関係機関についての情報等を収集し、内閣府のホームページを通じ、
提供している。

加えて、女性活躍推進法に基づき、国・都道府県・市区町村においては、より実効
性の高い行動計画の策定や女性活躍情報の公表等の取組を進めている。内閣府では、
策定された行動計画や女性活躍情報を一覧化して掲載した「女性活躍推進法『見える
化』サイト」の活用の促進を図っている。また、女性デジタル人材や管理職・役員の
育成など女性の参画拡大の推進、様々な課題・困難を抱える女性への寄り添い、意欲
と希望に応じて就労までつなげていく支援や相談支援、孤独・孤立で困難や不安を抱
える女性が社会との絆・つながりを回復することができるようなNPO等の知見を活用
した相談支援やその一環として行う生理用品の提供等のきめ細かい支援等、地方公共
団体が多様な主体による連携体制の構築の下で地域の実情に応じて行う取組につい
て、地域女性活躍推進交付金により支援を行っている。

イ　男女共同参画推進本部決定により、毎年６月23日から29日までの１週間を「男女共
同参画週間」としている。令和６年度も例年と同じく、「男女共同参画社会づくりに
向けての全国会議」を開催するとともに、「男女共同参画社会づくり功労者内閣総理
大臣表彰」及び「女性のチャレンジ賞」等の表彰を実施した。

ウ　厚生労働省では、女性活躍推進法の実効性確保のため、企業等が女性活躍に向けた
取組を積極的に実施するよう支援している。また、女性活躍推進法に基づく行動計画
及び女性の活躍状況に関する情報の公表先として「女性の活躍推進企業データベース」
を運用するとともに、企業や求職者を始めとした利用者の活用を促進するため、本デー
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タベースについて利便性の向上を図った。加えて、令和７年３月に、女性活躍推進法
に基づく男女間賃金差異の情報公表義務の対象を常時雇用する労働者の数が101人以
上の一般事業主に拡大すること等を含む改正法案を第217回通常国会に提出した。

エ　経済産業省では、「なでしこ銘柄」を通じて女性活躍推進企業の先進事例を発信す
るとともに、企業におけるダイバーシティ経営の推進のため、好事例を掲載した中小
企業向けリーフレットや、自社の取組を振り返る「ダイバーシティ経営診断ツール」
等の各種支援ツールの普及を図っている。

⑵　法令・条約等の周知
ア　内閣府では、国内における男女共同参画社会の実現に向けた取組を行うに当たって、

報告会、刊行物や内閣府ホームページ（https://www.gender.go.jp/）を通じ、男女
共同参画に関連の深い各種の条約、国際会議における議論等、男女共同参画・女性活
躍のための国際的規範、基準、取組の指針等の広報に努めている。

令和６年度は、G20女性活躍担当大臣会合、APEC女性と経済フォーラム、G ７男
女共同参画・女性活躍担当大臣会合等の国際会議の概要について、内閣府ホームペー
ジへの掲載を行い、その成果等の周知に努めた。

イ　外務省では、女子差別撤廃条約関連文書や女性の地位向上に関する会議等の関連文
書を、外務省ホームページ（https://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/women/index.
html）に掲載し、広くその内容の周知に努めている。

⑶　女性に対する偏見・差別意識解消を目指した啓発活動
法務省の人権擁護機関では、「女性の人権を守ろう」を強

調事項の一つとして掲げ、講演会等の開催、啓発冊子の配
布等、各種人権啓発活動を実施している。

また、ドメスティックバイオレンス防止をテーマとした
啓発動画「あなたは大丈夫？考えよう！デートDV」や各種
ハラスメントなどの職場における各種人権問題について解
説した啓発冊子及び啓発動画「企業と人権～職場からつく
る人権尊重社会～」のそれぞれについて、法務局・地方法
務局での配布や貸出し、YouTube法務省チャンネルでの配信等を行っている。

さらに、様々な人権問題を自分の問題として考えることを呼び掛ける啓発動画「『誰か』
のこと　じゃない。（ドメスティックバイオレンス編・セクシュアルハラスメント編）」
等をYouTube法務省チャンネルで配信している。	

検索インターネット人権相談

https://www.jinken.go.jp
パソコン、携帯電話、スマートフォン共通

法務省委託 令和５年度人権啓発教材 法務省人権擁護局/公益財団法人人権教育啓発推進センター

良
い
恋
愛
関
係
っ
て
、

　ど
ん
な
関
係
だ
ろ
う
？

あなたは大丈夫？
 考えよう！デートDV

法務省の
人権擁護機関の
相談窓口

●電話での人権相談窓口
みんなの人権110番  　0570-003-110
こどもの人権110番  　0120-007-110

啓発動画「あなたは大丈夫？
考えよう！デートDV」
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啓発動画「『誰か』のこと　じゃない。」

⑷　男女共同参画を推進する教育・学習、女性の生涯学習機会の充実
文部科学省では、男女共同参画社会の形成のため、学校教育において、男女共同参画

の重要性についての指導が充実するよう、学習指導要領の趣旨の周知を図っている。ま
た、学校現場において、男女の尊重や自分を大事にすることへの理解を深めるための教
育を行うとともに、固定的な性別役割分担意識や無意識の思い込みの解消を推進するた
め、小・中学生を対象にした教材、指導の手引及び保護者向けの啓発資料の活用を促し
た。さらに、教育委員会や学校等に対し、初任者研修や校内研修等における、固定的な
性別役割分担意識や無意識の思い込みを払拭するための教員研修プログラムの活用を促
した。

加えて、学びを通じた女性の社会参画を促進するため、令和２年度から実施している
「女性の多様なチャレンジに寄り添う学びと社会参画支援事業」において、多様な年代
の女性の社会参画を支援するため、女性教育関係団体、大学、研究者、企業等が連携し、
女性が指導的立場に就くに際して必要となる体系的な学習の提供等、女性の多様なチャ
レンジを総合的に支援するモデルの構築を行った。

独立行政法人国立女性教育会館は、女性教育の振興を図り、もって男女共同参画社会
の形成を目指し、地方公共団体、男女共同参画センター、女性団体等における男女共同
参画を推進する研修や専門的な調査研究、情報の収集・提供を行っている。

⑸　職場におけるハラスメント防止対策の推進
厚生労働省では、女性を含め多様な労働者が活躍できる就業環境を整備するため、職

場におけるハラスメント防止対策に取り組んでいる（詳細は103～104頁参照）。また、
令和７年３月に、カスタマーハラスメント対策及び求職者等に対するセクシュアルハラ
スメント対策を事業主の雇用管理上の措置義務とすること等を含む改正法案を第217回
通常国会に提出した。

⑹　農山漁村の女性の地位向上のための啓発等
女性は、基幹的農業従事者の約４割を占め、農山漁村・農林水産業の担い手として重

要な役割を果たしているが、経営への参画や地域の方針決定の場における参画は十分進
んでいない状況にある。このため、地域をリードできる女性農林水産業者の育成を支援
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するとともに、女性の役割を適正に評価し、その能力が発揮されるよう、農山漁村にお
いて女性活躍推進のために優れた活動を行っている個人や団体の表彰への支援、「農山
漁村女性の日」（毎年３月10日）を中心とした男女共同参画社会の形成に向けた意識啓
発を行った。

また、第５次男女共同参画基本計画に基づき、農業委員や農協役員及び土地改良区の
理事への女性参画を推進し、農業委員会において、女性農業委員の割合が令和５年度に
14.0％（前年度12.6％）（農林水産省調べ）、農業協同組合において、女性役員の割合が令
和５年度に10.7％（前年度9.6％）（農林水産省調べ）、土地改良区の理事に占める女性の
割合は、令和５年度に1.4％（前年度0.8%）（農林水産省調べ）に上昇した。さらに、「水
産業協同組合法」（昭和23年法律第242号）及び「森林組合法」（昭和53年法律第36号）に
おいて、漁業協同組合及び森林組合の理事について年齢や性別に著しい偏りが生じない
よう配慮しなければならない旨が規定されたことを踏まえ、関係者に改正の趣旨を説明・
周知するなどして女性の参画を促進した。加えて、「土地改良法」（昭和24年法律第195号）
においても、令和７年３月31日に成立した「土地改良法等の一部を改正する法律」（令和
７年法律第14号）による改正において、土地改良区の理事について同様の配慮規定が設
けられたところである。

⑺　女性の人権問題に関する適切な対応及び啓発の推進
ア　男女共同参画推進本部決定により、毎年11月12日から同月25日（女性に対する暴力

撤廃国際日）までの２週間を「女性に対する暴力をなくす運動」期間とし、同期間中、
地方公共団体その他の関係団体との連携・協力の下、社会の意識啓発等、女性に対す
る暴力に関する取組を一層強化している。

内閣府では、令和６年度の運動においては、「DVや性暴力の悩み、受け止めてくれ
る人がきっといる。」を主なメッセージとしたポスターを作成し、全国の都道府県、
市区町村、関係団体等に協力を呼び掛けるとともに、ポスターやリーフレットの作成・
配布、全国各地のランドマーク等におけるパープル・ライトアップの実施、女性に対
する暴力根絶のシンボルであるパープルリボンの着用の推進等により、広報活動を実
施した。

また、配偶者等からの暴力の被害者を支援するため、最寄りの配偶者暴力相談支援
センター等につながるDV相談ナビに全国共通番号「#8008（はれれば）」を導入して、
相談窓口の更なる周知を図っている。令和２年４月から、「DV相談プラス」により配
偶者等からの暴力の被害者の多様なニーズに対応できるよう、毎日24時間の電話相談、
SNS相談等及び外国語での相談の対応を行うとともに、各地域の民間支援団体とも連
携し、相談員が必要と判断した場合には、関係機関等への同行支援等も行っている。
さらに、相談支援業務に携わる官民の相談員等の関係者を対象としてオンライン研修
教材を提供している。
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性犯罪・性暴力の被害者支援としては、性犯罪・性暴力被害者のためのワンストッ
プ支援センター（以下「ワンストップ支援センター」という。）について、性犯罪・
性暴力被害者支援のための交付金により、24時間365日対応化や拠点となる病院にお
ける環境整備等の促進、コーディネーターの配置・常勤化などの地域連携体制の確立、
専門性を高めるなどの人材の育成や運営体制の確保、支援員の適切な処遇などの運営
の安定化及び質の向上を図っている。また、性犯罪・性暴力被害者が相談しやすい環
境を整備するため、ワンストップ支援センターの全国共通番号「#8891（はやくワン
ストップ）」を周知するとともに、夜間休日には対応していないワンストップ支援セ
ンターの運営時間外に、被害者からの相談を受け付け、ワンストップ支援センターと
連携して支援する「性暴力被害者のための夜間休日コールセンター」の運営や、若年
層等の性暴力被害者が相談しやすいよう、SNS相談「Cure time（キュアタイム）」の
実施をしている。さらに、性犯罪・性暴力被害者等が、安心して必要な相談・支援を
受けられる環境を整備するために、ワンストップ支援センターの相談員等を対象とし
たオンライン研修教材を作成・提供するとともに、研修を実施した。

このほか、毎年４月を「若年層の性暴力被害予防月間」と定め、SNS等の若年層に
届きやすい広報媒体を活用した啓発活動を実施している。

また、AV出演被害について、「性をめぐる個人の尊厳が重んぜられる社会の形成に
資するために性行為映像制作物への出演に係る被害の防止を図り及び出演者の救済に
資するための出演契約等に関する特則等に関する法律」（令和４年法律第78号。以下

「AV出演被害防止・救済法」という。）による出演被害の防止及び被害者の救済が適
切に図られるよう、ワンストップ支援センター等における被害者への相談支援の充実、
SNSの活用等による広報啓発を継続的に実施した。

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

配偶者暴力相談支援センター
における相談件数 119,276 129,491 122,478 122,211 126,743

DV相談プラスにおける相談件数 －   52,697   54,489   47,971 44,972

（内閣府の資料による。DV相談プラスは令和２年４月開設のため、令和２年度から記載）

11月12日～25日は「女性に対する暴力をなくす運動」期間です。

電話で相談

＃８８９１
Cure time

（キュアタイム）

性犯罪・性暴力被害者の
ためのワンストップ支援センター

はやくワンストップ

＃８１０３
性犯罪被害相談電話（警察）
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SNSで相談 電話で相談

DV相談ナビ

SNSで相談

DV相談
プラス ＃8008

は れ れ ば

年齢・性別を問わず相談できます。
性犯罪・性暴力 配偶者・交際相手からの暴力

パープルリボンは
女性に対する暴力根絶の
ためのシンボルマークです。

ポスター
「女性に対する暴力をなくす運動」

ポスター
「若年層の性暴力被害予防月間」

DV相談ナビカード（裏面）

DV相談ナビカード（表面）
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イ　法務省の人権擁護機関では、専用相談電話「女性の人権ホットライン」（ナビダイ
ヤル0570-070-810（全国共通））を全国の法務局・地方法務局に設置して相談体制の一
層の強化を図っている。	

ポスター
「女性の人権ホットライン」

令和６年度は、女性に対する暴力をなくす運動期間中の令和６年11月13日から同月
19日までの１週間を、「全国一斉『女性の人権ホットライン』強化週間」とし、平日
の相談受付時間を延長するとともに、土曜日・日曜日も開設し、
様々な人権問題に悩む女性からの電話相談に応じた。

また、配偶者暴力相談支援センター等関係機関との連携を一
層強化し、被害の救済及び予防に努めている。

このほか、令和４年４月の成年年齢引下げに伴い、未成年者
取消権の対象ではなくなった者から、AV出演被害を始めとする
各種消費者トラブルに巻き込まれたなどの人権相談を受けた場
合には、被害者保護に係る各種法制度を踏まえた助言を行うな
ど、適切に対応している。

令和２年 令和３年 令和４年 令和５年 令和６年

女性の人権ホットライン相談件数 14,324 13,847 12,720 15,142 13,371
（法務省人権擁護局の資料による）

ウ　「令和５年におけるストーカー事案及び配偶者からの暴力事案等への対応状況につ
いて」（警察庁）によれば、令和５年中のストーカー事案の被害者は女性が87.0％を
占めている。

警察では、ストーカー被害を防止するため、高校生、大学生等を対象に、イラスト
等を用いてストーカー被害の態様を説明した教材（パンフレット・DVD等）を活用
した防犯教室等を開催しているほか、警察庁においてポータルサイトにより、ストー
カー事案に関する情報を発信している。

また、危険性・切迫性が高い事案の被害者等の安全を確保するため、緊急・一時的
に被害者等を避難させる必要がある場合に、ホテル等の宿泊施設を利用するための費
用について、公費で負担することとしている。

トピックス

困難な問題を抱える女性への支援

女性が抱える困難な問題は、性暴力や性的虐待、性的搾取等の性的な被害や家庭関
係の破綻、生活困窮など、多様化するとともに複合化し、そのために複雑化していま
す。このような状況は、コロナ禍でより顕在化し、「孤独・孤立対策」といった視点
を含め新たな女性支援強化が喫緊の課題となりました。こうした中、困難な問題を抱
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える女性を支援する施策を、従前の根拠法であった「売春防止法」（昭和31年法律第
118号）から脱却させ、支援対象者の意思の尊重と福祉の増進、人権の擁護等を理念
とする新たな支援の仕組みを構築する女性支援新法が令和６年４月から施行されま 
した。	

女性支援新法においては、女性相談支
援員の市町村への配置の努力義務化、地
方公共団体における支援調整会議の設置
の努力義務化、民間団体との協働支援が
明記されていること等、地域における支
援体制の強化が盛り込まれたことを踏ま
え、様々な状況に置かれている女性への
実効性ある支援の充実・強化に取り組ん
でいます。	

また、厚生労働省では、各地域
の支援窓口やお悩み・相談先リス
ト、コラム・インタビュー記事な
どを掲載した女性支援ポータルサ
イト「あなたのミカタ」を開設し、
困難な問題を抱える女性及び自治
体等支援機関が必要な情報にアク
セスしやすい環境整備を行ってい
ます。

法務省の人権擁護機関では、女性支援新法第14条において、人権擁護委員は、「こ
の法律の施行に関し、女性相談支援センター及び女性相談支援員に協力するものとす
る。」とされていることから、人権相談において女性相談支援センターや女性相談支
援員、女性自立支援施設等の支援に関わる関係機関による支援が適当と考えられる者
を把握した場合には、相談者に対して、支援の内容を示した上で、相談者の意向に応
じて、当該支援の内容に関わる適切な支援機関を紹介することとしています。

困難な問題を抱える女性への
支援に関する法律（議員立法）のポイント

女性支援特設サイト「あなたのミカタ」について
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男女平等の２　こども

我が国が締約国となっている「児童の権利に関する条約」（平成６年条約第２号。以下「児
童の権利条約」という。）は、締約国が、適当かつ積極的な方法で同条約の原則及び規定
を成人及び児童のいずれにも広く知らせることを約束する旨を規定している（第42条）。

文部科学省が各都道府県教育委員会等を通じて行った令和５年度「児童生徒の問題行動・
不登校等生徒指導上の諸課題に関する調査」の結果では、暴力行為の発生件数は10万8,987
件（対前年度比14.2%増）と依然として憂慮すべき状況が見られ、また、いじめの認知件
数は73万2,568件（同7.4%増）となっている。「いじめを初期段階のものも含めて積極的に
認知し、その解消に向けた取組のスタートラインに立っている」と肯定的に評価できるが、
その一方で、いじめの重大事態の件数は1,306件（同42.1％増）となっており、教育上の大
きな課題となっている。

また、令和６年に警察がいじめに起因する事件で検挙・補導した人員は、457人（対前
年比13.1％増）であった。内訳としては、小学生140人（同12.0％増）、中学生239人（同
26.5％増）、高校生78人（同13.3％減）となっている。

さらに、法務省の人権擁護機関が調査・処理を行う人権侵犯事件においても、令和６年
には、学校におけるいじめ事案が1,202件、教育職員による体罰に関する事案が79件、児
童に対する暴行・虐待事案が219件と高水準で推移しており、こうした人権侵害による被
害の予防・救済のための取組等が課題となっている。

人権侵犯事件数（開始件数） 令和２年 令和３年 令和４年 令和５年 令和６年

学校におけるいじめ 1,126 1,169 1,047 1,185 1,202

教育職員による体罰 83 51 75 74 79

児童に対する暴行・虐待 341 253 216 268 219
（法務省人権擁護局の資料による）

いじめの問題や後述する児童虐待の相談対応件数の高止まりなど、こどもを取り巻く
様々な状況を背景に、憲法及び児童の権利条約の精神にのっとり、次代の社会を担う全て
のこどもが、生涯にわたる人格形成の基礎を築き、自立した個人としてひとしく健やかに
成長することができ、こどもの心身の状況、置かれている環境等にかかわらず、その権利
の擁護が図られ、将来にわたって幸福な生活を送ることができる社会の実現を目指して、
こども施策を総合的に推進することを目的として、令和４年６月に「こども基本法」（令
和４年法律第77号）が成立し、翌年の令和５年４月に施行された。

また、令和５年12月には、こども基本法に基づき「こども大綱」が閣議決定された。同
大綱では、全てのこども・若者が身体的・精神的・社会的に幸福な生活を送ることができ
る社会「こどもまんなか社会」を目指し、政府全体のこども施策の基本的な方針等が定め
られている。
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⑴　こどもが人権享有主体として最大限尊重されるような社会の実現を目指した啓発活動
ア　法務省の人権擁護機関では、「こどもの人権を守ろう」を強調事項の一つとして掲げ、

講演会等の開催、啓発冊子の配布等に加え、全国中学生人権作文コンテスト（7～8頁
参照）を実施している。また、人権擁護委員が中心となって、人権教室（8～9頁参照）、
人権の花運動（10頁参照）、スポーツ組織と連携・協力した啓発活動（113～114頁参照）
等、各種人権啓発活動を実施している。

さらに、文部科学省との連携により、人権教室の活用を始めとして、学校等と法務
省の人権擁護機関の更なる連携強化を図り、いじめ等のこどもの人権問題の防止に取
り組んでいる。

加えて、日常生活における人権問題や人権尊重の重要性について解説した啓発冊子
「みんなともだち　マンガで考える『人権』」や「『いじめ』　させない　見逃さない」、
児童の権利条約の内容を平易に解説した小学生向けの啓発冊子「よくわかる！こども
の権利条約」を全国の法務局・地方法務局に配布の上、各種人権啓発活動で活用した。

このほか、こどもの人権問題に関する意識を啓発するインターネット広告の実施や
啓発動画「あなたは大丈夫？考えよう！いじめ」及び「あなたは大丈夫？考えよう！
児童虐待」のほか、様々な人権問題を自分の問題として考えることを呼び掛ける啓発
動画「『誰か』のこと　じゃない。（いじめ編・児童虐待編）」や「全国中学生人権作
文コンテスト」の入賞作品等を題材にした啓発動画等をYouTube法務省チャンネル
で配信するなど、人権啓発活動の充実に努めている。

イ　こども家庭庁では、こども基本法の規定や同法附帯決議、こども大綱に基づき、児
童の権利条約の考え方を含めこども基本法の趣旨や内容を説明したパンフレットや動
画を、こども家庭庁ホームページに掲載し、各種シンポジウム、イベント等で配布・
紹介すること等を通じて、こども・若者が権利の主体であることについて、広く発信
している。令和６年度には、公益財団法人日本ユニセフ協会との共催により、こども
の権利の普及啓発のための「こどものけんりプロジェクト」を開始した。

また、こども家庭庁を始めとする関係省庁では、多くの青少年が初めてスマートフォ
ン等を手にする春の卒業・進学・進級の時期に特に重点を置き、地方公共団体、関係
団体、関係事業者等と連携し、毎年、２月から５月までにかけて、スマートフォンや
SNS等の安全・安心な利用のための啓発活動を集中的に実施する、「春のあんしんネッ
ト・新学期一斉行動」を展開しており、期間中、インターネット等の様々な広報媒体
を通じた啓発活動等の取組を集中的に展開した。
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啓発冊子
「みんなともだち　

マンガで考える『人権』」

啓発冊子「よくわかる！こどもの権利条約」

こどもの
権利条約

けん　　　　 り　　　 　じょう　　 やく

児童の権利に関する条約
じ　どう　　　けん　り　　　かん　　　　 じょうやく

き かく　　ほう む しょうじんけんよう ご きょく　　ぜんこくじんけんよう　ご　い　いんれんごうかい

せいさく　　こうえきざいだんほうじんじんけんきょういくけいはつすいしん

企画：法務省人権擁護局／全国人権擁護委員連合会

制作：公益財団法人人権教育啓発推進センター
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利
り
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じょう

約
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例
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かれているようなことが

決
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大
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切
せつ

なことばかりです。

人
じん
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しゅ

や性
せい

別
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う言
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葉
ば
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しん
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しゅう

教
きょう

、
親
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か、障
しょう
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う

無
む

… 
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さ

別
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されません。
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さ

別
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くる
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助
たす
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めてください。
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おとな
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もっと
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何
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か」をいつも考
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えなければなりません。
あなたの人

じん

生
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合
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き
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れてよいものではありません。

全
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きる権
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利
り

があります。
あなたは、すこやかな成

せい

長
ちょう

のために、 
十
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な教
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援
えん
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い

見
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さ
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守
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られる命
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意
い

見
けん

は大
たい

切
せつ

人権イメージキャラクター

人ＫＥＮまもる君
じん くん

じんけん

人ＫＥＮあゆみちゃん
じん

3

　全
ぜん
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せ

界
かい
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てのこどもたちが幸
しあわ

せに毎
まい

日
にち

を暮
く

らすことがで
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かい
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害
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、紛
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争
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でふるさと
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か

族
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れ、学
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校
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にも通
かよ
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んいます。日
に

本
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おとな

人にひどい目
め
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とをされたりするこどもたちがいます。
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きび
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じょう

況
きょう
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せ

界
かい
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々
ぐに

の責
せき

任
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として、こどもの権
けん

利
り

をしっかりと

守
まも

っていくために、1989年
ねん

につくられたのが「こどもの権
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利
り
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じょう
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にしたらよいか、多
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際
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機
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関
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等
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？
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2

啓発冊子
「『いじめ』　させない　

見逃さない」

啓発動画「あなたは大丈夫？考えよう！いじめ」 啓発動画「あなたは大丈夫？考えよう！児童虐待」

こどもパート

大人パート

啓発動画「『誰か』のこと　じゃない。」

啓発動画「『誰か』のこと　じゃない。」

保護者向け普及啓発リーフレット
「みんなで考えよう！賢く・便利に・
安全に！今どきのネットの使い方」
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⑵　学校教育及び社会教育における人権教育の推進	

ポスター
「こどもまんなか 児童福祉週間」

ア　文部科学省では、学習指導要領において、「確かな学力」、「豊かな心」、「健やかな体」
（知・徳・体）のバランスのとれた「生きる力」を育むことを目指している。

「豊かな心」の育成に関しては、道徳において、善悪の判断等の内容を扱うとともに、
体験活動等を生かすなどの充実を図っている。

また、豊かな人間性や社会性を育む観点から、健全育成のための体験活動推進事業
や、学校教育における人権教育を推進するための人権教育研究推進事業を実施した（2
頁参照）。

社会教育においては、その中核的な役割を担う社会教育主事の資格付与のための講
習や現職を対象にした研修において、人権問題等の現代的課題を取り上げ、指導者の
育成及び資質の向上を図っている。

イ　こども家庭庁では、学校等での出張講座を実施し、こども基本法や児童の権利条約
の趣旨や内容について、周知啓発に努めている。

また、毎年５月５日の「こどもの日」から同月11日
までの１週間を「こどもまんなか 児童福祉週間」と
定め、こどもの健やかな成長、こどもや家庭を取り巻
く環境について国民全体で考えることを目的に、国、
地方公共団体、関係団体、企業、地域社会等が連携し
て、全国で様々な行事、取組を行っている。

令和６年度は、「こどもまんなか 児童福祉週間」の
標語を全国公募し、最優秀作品として選定された「す
きなこと　どんどんふやして　おおきくなあれ」を

「こどもまんなか 児童福祉週間」の象徴として、児童
福祉の理念の普及・啓発を図った。

⑶　家庭教育に対する支援の充実
文部科学省では、保護者が安心して家庭教育を行うことができるよう、家庭教育に関

する支援が届きにくい家庭に配慮しつつ、地域の多様な人材を活用した家庭教育支援
チーム等が地域の実情に応じて行う家庭教育支援に関する取組（保護者に対する学習機
会や情報の提供、相談対応等）を推進するため、補助事業（地域における家庭教育支援
基盤構築事業）等を実施している。

⑷　「人権を大切にする心を育てる」保育の推進
こども家庭庁では、保育所等において、保育所保育指針に基づき、児童の最善の利益

を考慮するよう啓発を行うとともに、「人権を大切にする心を育てる」保育の推進を図り、
児童の心身の発達、家庭や地域の実情等に応じた適切な保育の実施を推進している。
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⑸　いじめ・暴力行為等に対する取組の推進
ア　いじめの問題は依然として大きな社会問題となっている。こうした状況の中、平成

25年６月のいじめ防止対策推進法の成立を受け、文部科学省では、同年10月11日、「い
じめの防止等のための基本的な方針」（以下「国のいじめ防止基本方針」という。）を
策定した。また、国のいじめ防止基本方針に基づき、文部科学省の「いじめ防止対策
協議会」において法の施行状況の検証を行い、平成28年11月に示された「いじめ防止
対策推進法の施行状況に関する議論のとりまとめ」の提言を踏まえ、平成29年３月に
国のいじめ防止基本方針を改定した。当該基本方針においては、学校や学校の設置者
が法務省の人権擁護機関との連携を図ることや、平素から、関係機関の担当者の窓口
交換や連絡会議の開催等の体制整備を図るなどの情報共有体制を構築していくことを
記載している。当該基本方針の中では、障害のある児童生徒や外国人の児童生徒、性
的マイノリティに係る配慮が必要な児童生徒など、学校として特に配慮を要する児童
生徒に関わるいじめについて、教職員がそれぞれの児童生徒の特性への理解を深め、
当該児童生徒のニーズや特性等を踏まえた適切な指導を行うことが必要であることも
示している。令和６年８月には、「いじめの重大事態の調査に関するガイドライン」
を改訂し、いじめの重大事態の発生を未然に防止するため、学校いじめ対策組織が平
時から実効的な役割を果たし、学校設置者とも連携した対応を行うために必要な取組
等を示した。さらに、「いじめの防止等に関する普及啓発協議会」を開催するなど、
いじめ防止対策推進法及び国のいじめ防止基本方針の周知徹底を図ることに取り組ん
でいる。

このほか、教育再生実行会議の第一次提言及びいじめ防止対策推進法を踏まえ、い
じめの未然防止、早期発見・早期対応や教育相談体制の整備及びインターネットを通
じて行われるいじめへの対応を充実するため、平成25年度から「いじめ対策等総合推
進事業」（平成29年度から「いじめ対策・不登校支援等総合推進事業」と名称変更）
を実施している。

さらに、令和７年１月、こども自身の主体的な活動の中核となるリーダーを育成す
るとともに、全国各地での多様な取組の実施を一層推進するため、「全国いじめ問題
子供サミット」を開催した。

加えて、いじめを政府全体の問題として捉え直し、関係省庁の知見を結集し、対応
すべき検討課題を整理し、結論を得たものから随時速やかに対応していく政府の体制
を構築するため、文部科学省及びこども家庭庁を共同議長とする「いじめ防止対策に
関する関係省庁連絡会議」を開催しており、令和６年11月に開催した会議においては、
各省庁の取組の共有を図るとともに、いじめ防止対策の更なる強化策の取りまとめを
行った。

暴力行為については、未然防止と早期発見・早期対応に教職員が一体となって取り
組むことや家庭・地域社会等の理解を得て地域ぐるみでの取組を推進すること、暴力
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行為等の問題行動を繰り返す児童生徒に対して、警察等の関係機関と連携した取組を
推進し、き然とした指導を粘り強く行うなどの的確な対応をとることを学校、教育委
員会等に要請した。

また、いじめや暴力行為等、問題を抱える児童生徒が適切な相談等を受けることが
できるよう、児童生徒の心理に関して専門的な知識及び経験を有するスクールカウン
セラーを配置するとともに、福祉の専門的な知識や技術を有するスクールソーシャル
ワーカーを配置するなど、学校内の教育相談体制の整備を支援している。さらに、「い
じめ対策・不登校支援等総合推進事業」において、児童生徒の問題行動等の未然防止
や早期発見・早期対応につながる効果的な取組の実践等について調査研究を行ってい
る。

加えて、夜間・休日を含め24時間いつでもこどものSOSを受け止めることができる
よう、「24時間子供SOSダイヤル（0120-0-78310）」を整備している。

また、近年、若年層の多くが、SNSを主なコミュニケーション手段として用いてい
るとともに、SNS上のいじめへの対応も大きな課題となっている状況を受け、地方公
共団体に対し、SNS等を活用した児童生徒向けの相談体制の整備に向けた支援を行っ
ている。

このほか、見守り活動などにより、学校におけるこどもの安全・安心を守るため、
スクールガード・リーダーの配置の支援を行っている。

イ　こども家庭庁では、社会全体でのいじめ防止対策を推進するため、令和５年度から、
地方公共団体の首長部局において、「学校外からのアプローチによるいじめ解消の仕
組みづくりに向けた手法の開発・実証」事業を実施するとともに、学識経験者等の専
門家を「いじめ調査アドバイザー」として活用し、いじめの重大事態調査等を行う地
方公共団体に対し、第三者性の確保等の観点から助言を行っている。

ウ　文部科学省及びこども家庭庁では、令和５年度から、各学校設置者等が作成したい
じめの重大事態の調査報告書について、収集した調査報告書の分析を通じて、重大事
態の実態把握や課題点等を洗い出し、国全体でのいじめの重大事態調査の適切な運用
やいじめ防止対策の改善・強化につなげることとし、令和７年１月に開催した「いじ
めの重大化要因等の分析・検討会議」において、重大事態に至るケースに共通する要
素（いじめの端緒・予兆や重大化・長期化の要因等）を分析・整理し、各学校の設置
者及び学校における未然防止等につなげていくこととしている。

エ　警察では、少年相談活動やスクールサポーターの学校への訪問活動、学校警察連絡
協議会の開催等を通じて、いじめ事案の早期把握に努めるとともに、いじめ事案を把
握した場合には、事案の悪質性、重大性及び緊急性、被害児童生徒及びその保護者の
意向、学校等の対応状況等を踏まえ、いじめ防止対策推進法の趣旨等を認識しつつ、
学校等との緊密な関係を構築するなどして、的確な対応を推進している。

また、校内暴力についても、学校等との情報交換により早期把握に努め、悪質な事
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案に対し厳正に対処するなど、内容に応じた適切な措置と再発の防止に努めている。
オ　厚生労働省では、ひきこもり等の児童について、ひきこもり地域支援センターや自

立相談支援機関を相談窓口として、教育分野との連携を図りつつ、児童相談所や児童
養護施設等の機能を十分活用するとともに、家庭環境・養護問題の調整、解決に取り
組んでいる。

⑹　児童虐待防止のための取組
児童虐待への対応については、これまで「児童虐待の防止等に関する法律」（平成12

年法律第82号。以下「児童虐待防止法」という。）及び「児童福祉法」（昭和22年法律第
164号）の累次の改正や、「民法」（明治29年法律第89号）などの改正により、制度的な
充実が図られてきた。一方で、全国の児童相談所における児童虐待の相談対応件数は依
然として高い水準にあり、令和５年度には22万5,509件となっている。こどもの生命が
奪われるなど重大な児童虐待事件も後を絶たず、児童虐待の防止は社会全体で取り組む
べき喫緊の課題である。

児童相談所における児童虐待の相談対応件数が依然として増加傾向にあり、また、育
児に対して困難や不安を抱える子育て世帯がこれまで以上に顕在化してきているなど、
子育て世帯への支援の充実やそのための体制強化に取り組む必要があることから、令和
４年６月、こどもや家庭への包括的な相談支援等を行う「こども家庭センター」の設置
や、訪問による家事支援等こどもや家庭を支える事業の創設を行うこと等を内容とする

「児童福祉法等の一部を改正する法律」（令和４年法律第66号。以下「令和４年改正児童
福祉法」という。）が成立した。なお、同法においては、上記のほか、一時保護開始時
の司法審査の導入や、こども家庭福祉の現場において相談援助業務等を担う者の専門性
向上のための実務経験者向けの認定資格の導入等の改正も盛り込まれ、一部の規定を除
き令和６年４月１日から施行されている。

また、児童虐待の予防等を目的とした令和４年改正児童福祉法の円滑な施行を行うと
ともに、こども家庭庁を司令塔として関係省庁が連携して取組を強化する必要があるこ
とから、「児童虐待防止対策の更なる推進について」（令和４年９月２日児童虐待防止対
策に関する関係閣僚会議決定）において特に重点的に実施する取組を決定するとともに、
令和４年12月、児童相談所の体制強化について「新たな児童虐待防止対策体制総合強化
プラン」（令和４年12月15日児童虐待防止対策に関する関係府省庁連絡会議決定）を策
定した。同プランでは、これまで「児童虐待防止対策体制総合強化プラン」（平成30年
12月18日児童虐待防止対策に関する関係府省庁連絡会議決定）に沿って行われてきた児
童福祉司の増員等による体制強化の取組を更に進め、令和８年度末までに児童福祉司を
7,390人体制とする目標を設定し、体制強化に取り組むこととしている。

さらに、民法における懲戒権に関する規定（民法第822条）が児童虐待を正当化する
口実になっているという指摘がなされてきたことを踏まえ、令和４年12月に「民法等の



2929

第
２
章

人
権
課
題
に
対
す
る
取
組

一部を改正する法律」（令和４年法律第102号）が成立し、民法について親権者による懲
戒権の規定を削除するとともに、体罰等のこどもの心身の健全な発達に有害な影響を及
ぼす言動を禁じる改正がされた。児童福祉法及び児童虐待防止法についても、民法の新
たな規定に合わせる改正が行われ、体罰等によらない子育ての一層の推進が図られてい
る。
ア　こども家庭庁では、毎年11月に「オレンジリボン・児童虐待防止推進キャンペーン」

を実施し、同期間中、関係府省庁や地方公共団体、関係団体等と連携した集中的な広
報啓発活動を実施し、児童虐待は社会全体で解決すべき問題であることを周知・啓発
している。また、児童虐待防止の啓発を図ることを目的に民間団体（認定NPO法人児
童虐待防止全国ネットワーク）が中心となって実施している「オレンジリボン運動」
を後援している。

令和６年度は、「189（いちはやく）　気づいてあげて　そのサイン」を期間中の標
語として決定し、各種広報媒体に掲載したほか、「こどもの虐待防止推進全国フォー
ラムwithとちぎ」やポスター・リーフレット・啓発動画等により、児童虐待防止に向
けた広報啓発に取り組んだ。

また、児童虐待を受けたと思われるこどもを見付けたときなどに、ためらわずに児
童相談所に通告・相談ができるよう、児童相談所虐待対応ダイヤル「189（いちはやく）」
及び児童相談所相談専用ダイヤルを運用しており、それぞれ通話料の無料化を行い、
利便性の向上を図っている。さらに、虐待防止のためのSNSを活用した全国一元的な
相談の受付体制の構築に向け、令和３年度に相談システムの設計・開発を行い、令和
５年２月から本格的な運用を開始している。	

ポスター「オレンジリボン･児童虐待
防止推進キャンペーン（児童相談所

虐待対応ダイヤル189）」

このほか、「こども家庭審議会児童虐待防止対策部
会」の下に設置されている「児童虐待等要保護事例の
検証に関する専門委員会」においては、児童虐待によ
る死亡事例等について分析・検証し、事例から明らか
となった問題点・課題から具体的な対応策の提言を
行ってきた。令和６年９月12日には、「こども虐待に
よる死亡事例等の検証結果等について（第20次報告）」
を取りまとめた。

第20次報告においては、心中以外の虐待死（54例・
56人）では、０歳児死亡が最も多く（44.6％）、うち
月齢０か月が60.0％を占めた。また、心中以外の虐待
死で実母が妊娠期・周産期に抱えていた問題として、

「妊婦健康診査未受診」、「予期しない妊娠／計画して
いない妊娠」が高い割合を占めること等が特徴として挙げられた。

イ　文部科学省では、児童虐待防止法の規定による早期発見努力義務及び通告義務等に
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ついて機会を捉えて周知徹底を図っているほか、関係機関との連携強化のための情報
共有や児童虐待防止に係る研修の実施等の積極的な対応等についても周知している。

また、平成31年２月の関係閣僚会議決定を受け、令和元年５月に学校・教育委員会
等が児童虐待の対応に留意すべき事項をまとめた「学校・教育委員会等向け虐待対応
の手引き」（令和２年６月一部改訂）を作成し、公表するとともに、同年８月には、
地域における児童虐待の未然防止・早期発見の取組に資するよう、地域で活動する家
庭教育支援や地域学校協働活動等の関係者に向けて、「児童虐待への対応のポイント」

（令和６年10月一部改訂）を作成し、児童虐待への対応に関して留意すべき事項等を
周知した。令和２年１月には、児童虐待対応に関する具体的な事例を想定した「学校
現場における虐待防止に関する研修教材」を作成し、積極的な活用について周知した。

このほか、児童生徒が適切な相談を受けることができるよう、スクールソーシャル
ワーカーやスクールカウンセラーの活用等、教育相談体制の整備を支援している。ま
た、児童虐待の未然防止や早期対応のため、家庭教育支援チーム等による保護者への
相談対応や保護者と地域とのつながりづくりの推進にも取り組んでいる。

ウ　警察では、児童虐待が疑われる事案を認知した際には、早期に現場臨場等を行い、
警察職員が児童の安全を直接確認することを徹底するとともに、事件化すべき事案に
ついては厳正な捜査を行っている。また、児童虐待を受けたと思われる児童については、
児童相談所に対して確実に通告等を実施し、児童相談所等との情報共有を図るなど、
関係機関と緊密に連携しながら、児童の安全確保を最優先とした対応を徹底している。

エ　法務省では、「児童虐待とたたかう法務省プロジェクトチーム」を設置して検討を進
め、令和２年２月に取りまとめた「法務省児童虐待防止対策強化プラン」に基づき、
各地の法務省関係機関が有する資源・ノウハウを児童相談所等の求めに応じて提供す
るなど、関係機関と連携して児童虐待防止対策に取り組んでおり、法務省の人権擁護
機関においては、職員や人権擁護委員による人権教室や「こどもの人権SOSミニレター」
等による人権相談を実施している。

⑺　体罰等の問題に対する取組の推進
体罰は、「学校教育法」（昭和22年法律第26号）第11条で禁止されており、児童生徒の

心身に深刻な悪影響を与え、力による解決の志向を助長し、いじめや暴力行為等の土壌
を生むおそれがあり、いかなる場合でも決して許されない。文部科学省では、平成25年
３月に、懲戒と体罰の区別について現場の教員が理解しやすい丁寧な説明を行うことを
目的として、体罰と判断される行為や認められる懲戒等の具体例や、部活動指導に当たっ
ての留意事項を示した通知を発出したり、同年５月に運動部活動での体罰等の根絶及び
効果的な指導に向けた「運動部活動での指導のガイドライン」を公表したりするなど、
体罰の防止に関する取組を実施してきた。また、令和４年12月に策定・公表した「学校
部活動及び新たな地域クラブ活動の在り方等に関する総合的なガイドライン」には、「体
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罰（暴力）やハラスメント（生徒の人格を傷つける言動）は、いかなる場合も許されな
い」と示すとともに、校長及び部活動の指導者並びに地域クラブ活動運営主体・実施主
体に対し、生徒の心身の健康管理、事故防止及び体罰・ハラスメントの根絶を徹底する
旨について示した。さらに、不適切な指導の防止については、令和４年12月に改訂した
生徒指導提要において、不適切な指導と考えられる具体例を挙げながら、体罰や不適切
な言動等がいかなる児童生徒に対しても決して許されないことを示した。

体罰等の根絶のためには実態把握に努めることが重要と考えており、令和６年12月に
は、国公私立学校における体罰等の実態についてまとめた調査結果を公表した。この結
果では、体罰により懲戒処分等を受けた者は472人、不適切な言動又は指導により懲戒
処分等を受けた者は696人となっている。

⑻　こどもの性被害に係る対策
こどもの性被害に係る対策については、令和４年５月に犯罪対策閣僚会議において策

定された「子供の性被害防止プラン（児童の性的搾取等に係る対策の基本計画）2022」
に基づき、政府全体で取組を推進している。また、弱い立場に置かれたこども・若者が、
性犯罪・性暴力被害に遭う事案が後を絶たず、被害に遭ってもそれを性被害であると認
識できなかったり、声を上げにくく適切な支援を受けることが難しいこども・若者がい
ることなどの課題を踏まえ、性犯罪の成立要件をより明確化することなどを目的として
令和５年６月に成立した「刑法及び刑事訴訟法の一部を改正する法律」（令和５年法律
第66号）及び「性的な姿態を撮影する行為等の処罰及び押収物に記録された性的な姿態
の影像に係る電磁的記録の消去等に関する法律」（令和５年法律第67号）の趣旨・内容
の周知及びこれらの法律も踏まえた厳正な対処・取締りの強化、こどもたちが性暴力の
加害者・被害者・傍観者にならないようにするための「生命（いのち）の安全教育」の
全国展開、被害の申告をしやすくし、その支援を強化するための各種相談窓口の充実等、
様々な取組を着実に実施し、対策の強化を図っている。

さらに、令和６年４月、「こども・若者の性被害防止のための総合的対策」が取りま
とめられた。同年６月には、「学校設置者等及び民間教育保育等事業者による児童対象
性暴力等の防止等のための措置に関する法律」（令和６年法律第69号）が成立し、令和
８年12月までに施行されることとなっている。施行後は、学校や保育所を始め、一定の
教育・保育を提供する事業者は、従事者によるこどもへの性暴力等を防止するため、面
談や相談、研修といった日頃からの安全確保措置や、従事者の性犯罪前科の確認が義務
付けられる。

いわゆる児童ポルノ等については、平成26年６月、「児童買春、児童ポルノに係る行
為等の処罰及び児童の保護等に関する法律」（平成11年法律第52号）が一部改正され、
法律名が「児童買春、児童ポルノに係る行為等の規制及び処罰並びに児童の保護等に関
する法律」に改められ、自己の性的好奇心を満たす目的で児童ポルノ又はその電磁的記
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録を所持、保管する行為や、ひそかに児童の姿態を描写することにより児童ポルノを製
造する行為を処罰する罰則が新設された。同改正法は同年７月に施行され、自己の性的
好奇心を満たす目的での児童ポルノの所持等を処罰する規定については、平成27年７月
から適用されている。

警察では、低年齢児童を狙ったグループ等に対する取締りを強化するとともに、児童
の被害の継続・拡大を防ぐため、流通・閲覧防止対策や被害児童の早期発見及び支援に
向けた取組等を推進している。また、警察庁ホームページにおいて、「なくそう、子供
の性被害。」と題して、児童ポルノ事犯の検挙・被害状況、被害防止対策、児童ポルノ
被害の深刻さ等について掲載し、国民意識の向上を図っている。

さらに、文部科学省では、「性犯罪・性暴力対策の強化の方針」（令和２年６月11日性
犯罪・性暴力対策強化のための関係府省会議決定）を踏まえ、こどもたちを性犯罪・性
暴力の加害者、被害者、傍観者にさせないため、内閣府と共同で「生命（いのち）の安
全教育」の教材・指導の手引等を作成し、令和３年４月に公表した。以降、文部科学省
では、幼児期・小学校・中学校・高校の各段階における授業等での活用を促すとともに、
令和６年度は、全国の学校等において「生命（いのち）の安全教育」の実施が更に推進
されるよう、全校実施を目指す教育委員会等の取組を支援するほか、学校等における幼
児児童生徒の発達段階に応じた指導・啓発の参考となるような動画コンテンツを作成し
た。また、「生命（いのち）の安全教育」の理解促進を図り、取組の普及を図るためのウェ
ブセミナーを開催するなど、性被害の防止に資する啓発を進めている。

児童生徒等に対する性暴力等の防止等については、本来こどもを守り育てる立場にあ
る教員がこどもに性暴力等を行うということは断じてあってはならないという基本理念
の下、令和３年５月には、第204回国会において議員立法である「教育職員等による児
童生徒性暴力等の防止等に関する法律」（令和３年法律第57号）が衆参全会一致で成立し、
令和４年４月１日から施行された（データベースに関する規定については、令和５年４
月１日から施行）。

同法では、教育職員等による児童生徒等への性暴力等（以下「児童生徒性暴力等」と
いう。）は、児童生徒等の同意や暴行・脅迫等の有無を問わず全て法律違反であること
とされたほか、教育職員・児童生徒等に対する啓発、児童生徒性暴力等の早期発見及び
対処、国による特定免許状失効者等（児童生徒性暴力等を行ったことにより教員免許状
が失効又は取上げとなった者）に関するデータベースの整備などが規定された。また、
特定免許状失効者等に対しては、免許状の失効又は取上げの原因となった児童生徒性暴
力等の内容等を踏まえ、当該特定免許状失効者等の改善更生の状況その他その後の事情
により再び免許状を授与するのが適当であると認められる場合に限り、再び免許状を授
与することができることが規定された。特定免許状失効者等に関するデータベースにつ
いては、令和５年４月１日から稼動しており、教育職員等を任命又は雇用するときには、
国公私立の別や常勤・非常勤等の採用形態を問わず、必ずデータベースを活用すること
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が義務付けられている。
同法に基づき、文部科学省では、本法に定められた施策を総合的かつ効果的に推進す

るため、「教育職員等による児童生徒性暴力等の防止等に関する基本的な指針」を令和
４年３月に策定したほか、令和５年３月には、データベースに関する規定の施行に合わ
せて通知を発出し、データベースの運用等に係る注意事項とともに、児童生徒性暴力等
の防止等に関する施策全体について、学校及びその設置者が行うべき主な対応をまとめ
たチェックリストを添付し、改めて趣旨や留意事項を周知した。また、教育委員会や学
校における教員に対する研修や意識啓発の取組がより効果的なものとなるよう、令和４
年度には、啓発動画や研修用動画、好事例集等を作成・公表した。

こどもをわいせつ行為から守る環境整備については、こどもに対してわいせつ行為を
行った保育士の再登録手続の厳格化等に関する必要な改正を盛り込んだ令和４年改正児
童福祉法が令和５年４月に施行された。こども家庭庁では、こどもに対してわいせつ行
為を行ったことにより保育士登録を取り消した者（特定登録取消者）の情報が記録され
たデータベースの運用を令和６年４月１日から開始した。

AV出演被害については、令和４年６月、AV出演被害の防止及び被害者の救済を図る
ため、AV出演被害防止・救済法が制定された（19頁参照）。

法務省の人権擁護機関では、性的な暴力の事例を含めたデートDVに関する啓発動画
「あなたは大丈夫？考えよう！デートDV」（16頁参照）や性的虐待の事例を含めた児童
虐待に関する啓発動画「あなたは大丈夫？考えよう！児童虐待」（23頁参照）を作成す
るなどの各種人権啓発活動を実施するとともに、人権相談窓口の周知等を行っている。
取り分け、令和４年４月の成年年齢引下げに伴い、未成年者取消権の対象ではなくなっ
た者から、AV出演被害を始めとする各種消費者トラブルに巻き込まれたなどの人権相
談を受けた場合には、被害者保護に係る各種法制度を踏まえた助言を行うなど、適切に
対応している。

また、文部科学省では、卒業直前の高校生等に向けた「生命（いのち）の安全教育」
啓発資料に、AV出演強要等の性産業への望まない従事等は性暴力であること等を記載
するとともに、身近な被害実態、性暴力が起きないようにするためのポイント、性暴力
被害に遭った場合の対策・相談先等を記載している。
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「生命（いのち）の安全教育」教材、啓発資料

⑼　無戸籍対策
女性が夫との婚姻中や元夫との離婚後300日以内に子を出産した場合、民法の嫡出推

定制度により、夫又は元夫が子の父と推定されることとなるが、他に血縁上の父が存在
すること等を理由として、子を出産した女性が出生の届出をしないため、子が戸籍に記
載されることなく、無戸籍のままとなることがある。このような無戸籍の発生は、国民
としての社会的な基盤が与えられず、社会生活上の不利益を受けるといった人間の尊厳
に関わる重大な社会問題である。

法務省では、無戸籍の解消のため、①市区町村の窓口等から得られた情報により、各
法務局において無戸籍者の情報を把握し、②把握した情報に基づき、法務局や市区町村
の職員が、無戸籍者の母親等に定期的に連絡、個別に訪問するなど、一人一人に寄り添
い、戸籍の記載に必要な届出や裁判上の手続がとられるよう支援し、③裁判費用等の相
談があった場合には、「日本司法支援センター」（以下「法テラス」という。）での民事
法律扶助制度について案内し、④法務省に無戸籍者ゼロタスクフォースを設置するとと
もに、各法務局において市区町村、弁護士会等の関係機関と協議会を設置するなどの「寄
り添い型」の取組を進めている。また、無戸籍者やその母親等の関係者に相談を促すた
め、ポスター及びリーフレットの配布や、法務省ホームページ及び無戸籍解消の流れに
関する動画等のウェブコンテンツを充実させるなどして、周知を図るとともに、各法務
局においても相談窓口を設けている。
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平成26年９月から行っている無戸籍者に関する情報集約により、累計5,133人の無戸
籍者を把握し、そのうち合計4,433人の方が戸籍に記載されたところであり（令和７年
３月10日現在）、引き続き無戸籍の解消のための取組を進めていくこととしている。

さらに、無戸籍が発生する原因の一つと指摘されてきた嫡出推定制度の見直し等につ
いて、母の婚姻の解消等の日から300日以内に生まれた子であっても、母の再婚後に生
まれた場合には、再婚後の夫の子と推定すること等が盛り込まれた民法等の一部を改正
する法律が、令和４年12月10日、第210回国会（臨時会）において可決成立し、同月16
日に公布、嫡出推定制度の見直し等に関する規定については令和６年４月１日に施行さ
れている。本改正によって、嫡出否認の訴えを提起することができる者の範囲及び出訴
期間が見直されるとともに、施行前に生まれた子や母についても、施行日である令和６
年４月１日から１年間に限り、嫡出否認の訴えを提起することが可能となったことから、
施行前において、無戸籍と把握している方に対して、個別に改正法の内容を通知するな
どした。また、改正後においても、改正法の概要を記載したパンフレット等を関係機関・
関係団体に配布するとともに、政府広報とも連携し、嫡出否認の訴えを提起する機会を
逃すことのないように幅広く周知広報を行った。

無戸籍でお困りの方へ
（法務省ホームページ）

パンフレット
「無戸籍者問題の解消と
児童虐待の防止のために」

リーフレット
「あなたの戸籍をつくるために」

リーフレット
「子どもの戸籍をつくるために」
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⑽　条約の周知
外務省では、平成６年に締結した児童の権利条約と併せ、「武力紛争における児童の

関与に関する児童の権利に関する条約の選択議定書」及び「児童の売買、児童買春及び
児童ポルノに関する児童の権利に関する条約の選択議定書」の適確な実施に、内閣府を
始めとする関係府省庁と協力して努めており、条文その他の情報を外務省ホームページ

（https://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/jido/index.html）に掲載し、その内容の周知に
努めている。

文部科学省では、平成22年度から毎年開催する人権教育担当指導主事連絡協議会等に
おいて、同条約等の周知を図っている。

こども家庭庁では、こども基本法の規定や同法附帯決議、こども大綱を踏まえ、令和
６年度は、児童の権利条約の認知度調査（簡易版）を実施するとともに、令和５年度に
実施した認知度調査及び普及啓発方法検討のための調査研究の結果も踏まえ、条約の趣
旨や内容についての周知啓発の取組を実施した。また、児童の権利条約に関する情報を
こども家庭庁ホームページ（https://www.cfa.go.jp/policies/international/convention）
に掲載し、その内容等の周知に努めている。

⑾　保護者の信仰に起因した被害者等に対する支援の取組
「旧統一教会」問題に端を発して、社会的に問題となっている宗教２世・３世と呼ばれ

るこどもや若者が抱える様々な悩みについては、とりわけ被害が潜在化しやすく、法的
トラブルに加え、精神的な困難や貧困など複合的であることから、これらの被害を救済
するため、関係各機関が緊密な連携を図りつつ、適切な対策を講ずることが必要となる。

令和６年１月16日に設置された「『旧統一教会』問題に係る被害者等への支援に関す
る関係閣僚会議」の第１回会議（同月19日）において、「旧統一教会」問題の被害者等
支援の充実・強化策が取りまとめられており、関係府省庁では、本取りまとめの内容を
踏まえ各種取組を推進している。

⑿　こどもの人権をめぐる人権侵害事案に対する適切な対応
法務省の人権擁護機関では、専用相談電話「こどもの人権110番」（フリーダイヤル

0120-007-110（全国共通））を全国の法務局・地方法務局に設置しているほか、若年層で
も利用しやすい「LINEじんけん相談」を全国で受け付けるなど、こどもが相談しやす
い体制を取っている。取り分け、令和６年８月21日から27日までの１週間を「全国一斉

『こどもの人権相談』強化週間」とし、これらの相談窓口の平日の相談受付時間を延長
するとともに、土曜日・日曜日も開設した。

また、法務省ホームページ上の「インターネット人権相談受付窓口（SOS-eメール）」
（https://www.jinken.go.jp/）のほか、GIGAスクール構想による１人１台端末等からイ
ンターネットブラウザを介して相談可能な「こどもの人権SOSチャット」を開設すると
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ともに、「こどもの人権SOSミニレター」（料金受取人払いの便箋兼封筒）を全国の小・
中学校の全児童生徒に配布しており、こどもたちがより相談しやすいよう様々な手段を
用意し、こどもの人権侵害事案の早期発見に努めている。

これらの人権相談等を通じて、いじめや体罰、児童虐待、児童買春、児童ポルノによ
る被害など、人権侵害の疑いのある事案を認知した場合は、人権侵犯事件として調査を
行い、事案に応じた適切な措置を講じている。

特に、児童虐待については、「こどもの人権SOSミニレター」を始めとする人権相談
等を、対象者本人のみならず、その兄弟姉妹等の近親者に対する児童虐待等を発見する
ための手段として活用し、虐待の疑われる事案を認知した場合は、児童相談所等への情
報提供や被害者との面談を早期に行うことにより、被害者の速やかな保護、被害者の家
庭環境の改善、見守り体制の構築を図るなどして、虐待を受けたこどもの人権救済を図っ
ている。

なお、「こどもの人権SOSミニレター」等を端緒に人権侵犯事件として立件し、令和
６年中に救済措置を講じた具体例については、資-34頁のとおりである。

令和２年 令和３年 令和４年 令和５年 令和６年

こどもの人権110番相談件数 15,603 15,419 16,824 19,251 13,971

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

こどもの人権SOSミニレター
相談件数 10,704 11,194   8,710   7,511   7,677

（法務省人権擁護局の資料による）

ポスター「こどもの人権110番」
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こどもの人権SOSミニレター（小学生向け）

トピックス

父母の離婚等に直面する子の利益を確保する観点からの
親権・監護権に関する規律の見直し等について

父母の離婚後の子の養育の在り方は、子の生活の安定や心身の成長に直結する問題
であり、父母の離婚に直面する子の利益を確保するためには、父母が離婚後も適切な
形で子の養育に関わり、その責任を果たすことが重要である。

そこで、父母の離婚後の子の養育に関する民法等の規定を見直し、令和６年５月、
「民法等の一部を改正する法律」（令和６年法律第33号）（以下「民法等改正法」という。）
が成立した。

民法等改正法では、親の責務等に関する規定を新設し、父母が、子の心身の健全な
発達を図るために子の人格を尊重しなければならないこと等を明確化した。

また、民法等改正法では、離婚後の親権者に関する規律を見直し、離婚後の父母双
方を親権者とすることができることを定めた上で、親権行使に関する規律を整備し、
父母双方が親権者であるときは親権を共同行使するものとしつつ、親権の単独行使が
可能な場合を明確化し、父母の意見対立を調整するための裁判手続を新設した。

このほか、民法等改正法では、養育費の履行確保に向けた見直しや、安全・安心な
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親子交流の実現に向けた見直しなどをしている。
民法等改正法は、令和８年５月までに施行される予定であるところ、法務省では、

本改正の趣旨が正しく理解されるよう、関係府省庁等連絡会議を開催し、適切かつ十
分な周知・広報や、改正法を円滑に施行するための環境整備につき、関係府省庁等と
も連携しつつ取り組んでいる。連絡会議において民法等改正法の内容を説明したパン
フレットを作成し、自治体や関係機関を通じてパンフレットを配布したり、法務省ホー
ムページにおいて動画等を掲載したりするなどして、周知活動を積極的に行っている。

民法等の一部を改正する法律（父母の
離婚後等の子の養育に関する見直し）

について
（法務省ホームページ）

パンフレット
「父母の離婚後の子の養育に関する

ルールが改正されました」

動画
「離婚後の子の養育に関する民法等の改正
について〜親権・養育費・親子交流などに

ついてのルールが変わります！〜」
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３　高齢者

我が国は、平均寿命の大幅な伸びや少子化等を背景として、人口の４人に１人が65歳以
上の者となっている。

このような中、介護者等による身体的・心理的虐待や、高齢者の家族等による本人の財
産の無断処分等の経済的虐待等といった高齢者の人権問題が大きな社会問題となっている。

⑴　�高齢者についての理解を深め、高齢者が生き生きと暮らせる社会の実現を目指した啓
発活動	

啓発動画
「『誰か』のこと　じゃない。

－支え合う共生社会の実現に向けて－」

法務省の人権擁護機関では、「高齢者の人権を守ろう」を強調事項の一つとして掲げ、
講演会等の開催、啓発冊子の配布等、各種人権啓発活動を実施しており、高齢者虐待防
止等をテーマとした啓発動画「虐待防止シリー
ズ　高齢者虐待」を全国の法務局・地方法務
局において貸し出しているほか、YouTube法
務省チャンネルで配信している。また、高齢
者を含む全ての人の人権が尊重される社会の
実現を訴える啓発動画についても、YouTube
法務省チャンネルで配信している。

⑵　高齢者福祉に関する普及啓発	
厚生労働省では、令和６年９月15日の「老人の日」から同月21日までの１週間を「老

人週間」と定め、「国民の間に広く老人の福祉についての関心と理解を深めるとともに、
老人に対し自らの生活の向上に努める意欲を促す」という趣旨にふさわしい行事が実施
されるよう、関係団体等に対する支援、協力、奨励等を都道府県等に依頼した。また、
内閣府、消防庁、全国社会福祉協議会等の主唱12団体は、「みんなで築こう　健康長寿
と共生社会」を標語とする「令和６年『老人の日・老人週間』キャンペーン要綱」を定
め、その取組を支援した。

また、急速な高齢化の進展に伴い、我が国の認知症の人の数は増加しており、令和５
年度に行われた調査研究（注）によると、令和４年時点の認知症の高齢者数は約443万人、
軽度認知障害（MCI：Mild Cognitive Impairment）の高齢者数は約559万人と推計され、
その合計は1,000万人を超えている。高齢者の約3.6人に１人が認知症又はその予備群と
いえる状況の中、認知症は誰もがなり得るものであり、国民一人一人が認知症を自分ご
ととして理解する必要がある。

このため、令和６年１月には「共生社会の実現を推進するための認知症基本法」（令
和５年法律第65号。以下「認知症基本法」という。）が施行され、これに基づき、政府
は全閣僚を本部員とする「認知症施策推進本部」や、認知症の人やその家族、保健・医
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療・福祉関係者等で構成される「認知症施策推進関係者会議」での議論を踏まえ、同年
12月に「認知症施策推進基本計画」を閣議決定した。

（注）�「認知症及び軽度認知障害の有病率調査並びに将来推計に関する研究」（令和５年度老人保健

事業推進費等補助金 九州大学 二宮利治教授）

⑶　学校教育における高齢者・福祉に関する教育の推進
学校教育においては、学習指導要領に基づき、児童生徒が高齢社会の課題や高齢者に

対する理解を深めるため、ボランティア活動や高齢者との交流等の体験活動の充実が図
られている。

⑷　高齢者の学習機会の充実
令和６年に策定された「高齢社会対策大綱」（令和６年９月13日閣議決定）においては、

オンラインの活用も含めた多様な学習機会の提供を図ることとしており、公民館等の社
会教育施設等において、高齢者等を対象とした学習機会の提供が行われている。

また、文部科学省では、高齢者が生涯学習を通じて地域づくりに主体的に参画するこ
とを促進するため、行政や各種団体等で社会教育に携わる者を対象に、学びを通じた社
会参画の実践による社会的孤立の予防・解消を図る方策を共有した。

⑸　ボランティア活動等、高齢者の社会参加の促進と世代間交流の機会の充実
内閣府では、高齢者の社会参加や世代間交流を促進するため、「エイジレス社会の構

築に向けて」をテーマに、令和６年11月に「高齢社会フォーラム」を愛媛県松山市で開
催した。

また、年齢に捉われず、自らの責任と能力において自由で生き生きとした生活を送る
高齢者（エイジレス・ライフ実践者）や社会参加活動を積極的に行っている高齢者の団
体等を毎年広く紹介しており、令和６年度は、個人49人及び29団体を選考し、内閣府ホー
ムページ等を通じて、社会参加活動等の事例を広く国民に紹介する事業を実施した。

⑹　高齢者の雇用・多様な就業機会確保のための啓発活動
厚生労働省では、求人の募集・採用に当たっては、年齢ではなく求職者一人一人の経

験や適性、能力等を判断するべきであるとの趣旨から、「労働施策の総合的な推進並び
に労働者の雇用の安定及び職業生活の充実等に関する法律」（昭和41年法律第132号。以
下「労働施策総合推進法」という。）により、ハローワークを始め、求人広告、民間の
職業紹介会社、インターネット等、全ての求人募集において、厚生労働省令が定める例
外事由に該当する場合を除いては、求人の年齢制限を原則禁止し、年齢に関わりなく応
募の機会が開かれるよう努めている。
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また、60歳以上の高齢者に限定して募集採用する場合には、厚生労働省令が定める例
外事由として、年齢制限をすることを許容し、高齢者の雇用を促進することとしている。

⑺　高齢者の人権をめぐる人権侵害事案に対する適切な対応
法務省の人権擁護機関では、全国の法務局・地方法務局又はその支局において人権相

談に応じており、全国共通人権相談ダイヤル「みんなの人権110番」（ナビダイヤル
0570-003-110（全国共通））を設置している。また、高齢者に接する機会が多い社会福祉
事業従事者等に対し、人権相談を広報するためのリーフレットを配布したほか、老人福
祉施設等の社会福祉施設において、入所者及びその家族が気軽に相談することができる
よう、特設の人権相談所を開設するなどして、相談体制の一層の強化を図っている。こ
れらの人権相談等を通じて、高齢者に対する虐待等の人権侵害の疑いのある事案を認知
した場合は、人権侵犯事件として調査を行い、事案に応じた適切な措置を講じている。

人権侵犯事件数（開始件数） 令和２年 令和３年 令和４年 令和５年 令和６年

高齢者に対する暴行・虐待 185 131 81 107 95

高齢者福祉施設における人権侵犯   23   16 23   19 14
（法務省人権擁護局の資料による）

トピックス

新しい認知症観と地域での様々な取組

（１）認知症基本法に基づく取組
認知症基本法に基づき、令和６年12月に閣議決定された認知症施策推進基本計画

には、認知症になっても個人としてできること、やりたいことがあり、希望を持っ
て暮らし続けることができるという「新しい認知症観」が示されるとともに、こう
した「新しい認知症観」に立ち、認知症の人や家族の参画を得ながら、地域の多様
な関係者が協働し、認知症施策に取り組むことが重要であるとされています。

今後は、国の同基本計画を踏まえ、各地方公共団体において、認知症の人と家族
等との対話を通じて、地域の実情に即した計画の策定に努めることとされており、
今後、各自治体での計画策定が進められていく予定です。
（２）地域での取組
◯認知症本人大使「希望大使」

認知症本人大使「希望大使」（以下「認知症希望大使」という。）は、認知症の人
が自らの言葉で語り、認知症になっても希望を持って前を向いて暮らしている姿を
積極的に発信しています。

厚生労働省では、認知症の人の発信の機会が増えるよう、７人の認知症本人の方
を認知症希望大使として任命し、国が行う認知症の普及啓発活動への参加・協力、
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国際的な会合への参加、認知症とともに生きる希望宣言の実施等に取り組んでいた
だいています。

また、全国で、それぞれの地域で暮らす認知症の人と共に普及啓発を進められる
よう、都道府県ごとに「地域版希望大使」の取組を推進しています。地域版希望大
使は、認知症サポーター養成講座の講師であるキャラバン・メイトへの協力、都道
府県が行う認知症の普及啓発活動への参加・協力等に取り組んでいます。令和７年
３月現在、26都道府県において90人の地域版希望大使が任命され、活動しています。

◯本人ミーティング
本人ミーティングは、認知症の本人が集い、本人同士が、自らの体験や希望、必

要としていることを語り合い、自分たちのこれからのよりよい暮らし、暮らしやす
い地域の在り方を一緒に話し合う場です。また、行政職員や関係者も参画し、本人
の声を聞くことで本人の体験や思いの理解を深めています。

本人だからこその気づきや意見を本人同士で語り合い共有するとともに、地域に
伝えていくための集まりとなっており、令和５年度は432市町村で実施されています。

本人ミーティングのねらい
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４　障害のある人

障害のある人を含む全ての人々にとって住みよい平等な社会づくりを進めていくために
は、国や地方公共団体が障害のある人に対する各種施策を実施していくだけでなく、社会
の全ての人々が障害のある人について十分に理解し、必要な配慮をしていくことが求めら
れている。

障害者施策については、全ての国民が障害の有無によって分け隔てられることなく相互
に人格と個性を尊重し合いながら共生する社会を実現することが重要である。我が国では、
令和５年３月に閣議決定した「障害者基本計画（第５次）」に基づき、同年４月から障害
のある人の自立及び社会参加の支援等のための施策の総合的かつ計画的な推進を図るた
め、関係府省庁が連携し、同計画に基づく施策を着実に実施しているところである。

平成28年４月に施行された「障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律」（平成
25年法律第65号。以下「障害者差別解消法」という。）に基づき、各行政機関等や事業者
において、不当な差別的取扱いの禁止や合理的配慮の提供を始めとする障害を理由とする
差別の解消に向けた取組が行われている。また、令和６年４月には、事業者に対し合理的
配慮の提供を義務付けるとともに、行政機関相互間の連携の強化を図るほか、障害を理由
とする差別を解消するための支援措置を強化する措置を講ずることを内容とする同法の改
正法（障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律の一部を改正する法律（令和３年
法律第56号）。以下「改正障害者差別解消法」という。）が施行されている。

平成29年２月には、2020年東京オリンピック競技大会・東京パラリンピック競技大会を
契機として全国のユニバーサルデザインの取組を推進していくため、様々な障害者団体等
の参画を得ながら「ユニバーサルデザイン2020行動計画」を決定し、この行動計画を基に、
関係省庁等が共生社会の実現に向けた諸施策を推進してきた。また、障害のある人の視点
を施策に反映させる枠組みとして、構成員の過半を障害のある人又はその支援団体が占め
る「ユニバーサルデザイン2020評価会議」を設置し、令和３年11月に開催された同会議に
おいては、大会のレガシーとして各主体が連携を図りつつ取組を継続していくことが期待
されるとの総括が行われた。

さらに、平成30年12月には、ユニバーサル社会の実現に向けた諸施策を総合的かつ一体
的に推進することを目的とした「ユニバーサル社会の実現に向けた諸施策の総合的かつ一
体的な推進に関する法律」（平成30年法律第100号）が公布・施行され、同法に基づき、毎
年１回、政府が講じたユニバーサル社会の実現に向けた諸施策の実施状況を取りまとめて
公表している。

加えて、令和６年７月３日の旧優生保護法の規定を憲法違反とした上で国の損害賠償責
任を認める最高裁判決を受け、政府は、内閣総理大臣を本部長とし、全ての府省庁の閣僚
を構成員とする「障害者に対する偏見や差別のない共生社会の実現に向けた対策推進本部」
を設置した。この本部の下、障害者に対する偏見や差別の根絶に向け、これまでの取組を
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点検し、教育・啓発等を含めた取組を強化するため、障害当事者からの意見聴取を重ねつ
つ検討を進め、同年12月27日に「障害者に対する偏見や差別のない共生社会の実現に向け
た行動計画」を策定した（本件については、120～122頁も参照）。

⑴　共生社会を実現するための啓発・広報等	

ポスター「障害者週間」

障害の有無にかかわらず、誰もが相互に人格と個性を尊重
し、支え合う「共生社会」の理念の普及を図るため、「障害
者基本法」（昭和45年法律第84号）では、毎年12月３日から
同月９日までの期間を「障害者週間」と定めており、この期
間を中心に、国、地方公共団体が民間団体等と連携し、全国
各地で様々な行事や取組を集中的に開催している。

内閣府では、多様な媒体による広報・周知を行ったほか、
全国から募集した「心の輪を広げる体験作文」及び「障害者
週間のポスター」の最優秀賞受賞者に対する内閣総理大臣表
彰のほか、障害者関係団体等による障害及び障害のある人を
テーマとするオンラインセミナーや体験をテーマにした障害の特性を知っていただくた
めのワークショップの開催等、国民意識の向上に向けた取組を行った（詳細は「障害者
白書」に記載）。

⑵　障害を理由とする偏見・差別の解消を目指した啓発活動
ア　法務省の人権擁護機関では、「障害を理由とする偏見や差別をなくそう」を強調事

項の一つとして掲げ、講演会等の開催、啓発冊子の配布等、各種人権啓発活動を実施
している。

令和６年度には、啓発動画「知っていますか？障害者差別解消法」を作成した。ま
た、啓発冊子及び啓発動画「障害のある人と人権～誰もが住みよい社会をつくるため
に～〈改訂版〉」、障害のある人の人権問題を含めた職場における各種人権問題につい
て解説した啓発冊子及び啓発動画「企業と人権～職場からつくる人権尊重社会～」、
様々な人権問題を自分の問題として考えることを呼び掛ける啓発動画「『誰か』のこ
と　じゃない。（障害のある人編）」等の様々な啓発資料について、全国の法務局・地
方法務局での配布や貸出し、YouTube法務省チャンネルでの配信等を行っている。

なお、啓発冊子「人権の擁護」を始めとする各種啓発資料には、音声コードを導入
し、視覚障害のある人が利用することができるよう工夫を施している。

令和７年２月６日には、「共生社会と人権に関するシンポジウム～今、企業に求め
られること～」をオンライン開催し、共生社会の実現をテーマとして、障害者雇用に
積極的な企業の取組を紹介した。

さらに、全国の法務局・地方法務局においては、社会福祉協議会などと連携し、車
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椅子体験、パラリンピアンによる講話、障害者スポーツ体験（ボッチャ、車椅子バス
ケットボール等）等と、障害のある人の人権や「心のバリアフリー」に関する人権擁
護委員による人権教室とを組み合わせた人権啓発活動を全国各地で実施した。

啓発動画「『誰か』のこと　じゃない。」

法務省委託 人権啓発教材

障害のある人と人権障害のある人と人権
誰もが住みよい社会をつくるために

公益財団法人
人権教育啓発推進センター

<改訂版>

こ の 冊 子 に は、音 声 コ ー ド
（Uni-Voice）が 各 ペ ー ジ（奇 数
ページ左下、偶数ページ右下）
に印刷されています。
Uni-Voice アプリを使用して読み
取ると、記録されている情報を
音声で聞くことができます。

こ の 冊 子 に は、音 声 コ ー ド
（Uni-Voice）が 各 ペ ー ジ（奇 数
ページ左下、偶数ページ右下）
に印刷されています。
Uni-Voice アプリを使用して読み
取ると、記録されている情報を
音声で聞くことができます。

啓発冊子
「障害のある人と人権～誰もが住みよい

社会をつくるために～〈改訂版〉」

「共生社会と人権に関する
シンポジウム」

啓発動画
「知っていますか？障害者差別解消法」

イ　厚生労働省では、「身体障害者補助犬法」（平成14年法律第49号）の趣旨及び補助犬
の役割等についての一層の周知を目的として、ポスター、パンフレット、ステッカー
等の作成・配布や、ホームページの開設を行っている（https://www.mhlw.go.jp/
stf/seisakunitsuite/bunya/hukushi_kaigo/shougaishahukushi/hojoken/index.html）。

⑶　行政機関等及び事業者における障害を理由とする差別を解消するための措置等
内閣府では、改正障害者差別解消法が令和６年４月に施行され、事業者による合理的

配慮の提供が義務化されたことを踏まえ、相談体制の充実、事例の収集・共有の強化、
周知啓発の強化等に取り組んでいる。

（相談体制の充実）
地方公共団体における障害者差別に関する相談窓口の設置促進に取り組んでおり、約

５割の自治体でワンストップ相談窓口が設置されている（令和６年４月現在）。また、
障害のある人や事業者、都道府県・市区町村等からの障害者差別に関する相談に対して
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法令の説明や適切な相談窓口等につなぐ役割を担う国の相談窓口として「つなぐ窓口」
を運営しており、令和６年度は3,439件の相談を受け付けた。

（事例収集・共有の強化）
行政機関等や事業者における障害者差別解消の取組に資するよう、「不当な差別的取

扱いの禁止」、「合理的配慮の提供」、「環境の整備」の具体的事例195件を、検索機能を
持つ「障害者差別解消に関する事例データベース」に掲載している（令和７年３月末現
在）。

（周知啓発）
地方公共団体職員等を対象とした研修会や、事業者を対象とした説明会を開催し、障

害者差別解消法の説明を行った。また、政府広報とも連携し、周知啓発を行った。

障害者の差別解消に向けた
理解促進ポータルサイト

障害者差別解消に関する
事例データベース

⑷　精神障害者に対する偏見・差別の是正のための啓発活動	
厚生労働省では、地域住民等に対して精神保健福祉に関する知識の普及等を行う「精

神保健福祉普及運動」等を活用して、精神疾患についての正しい理解が広まるよう、情
報発信を行っている。

また、10月10日「世界メンタルヘルスデー（国際
記念日）」に合わせて、厚生労働省では、精神疾患
やメンタルヘルスについて、国民に関心を持っても
らうきっかけとして、令和元年から精神障害者に対
する理解を深めるための啓発イベント等を開催して
いる。令和６年においては、人気キャラクターを応
援サポーターとした東京タワーでの広報活動や公共
交通機関での普及啓発ポスターの掲示を行い、厚生
労働省の世界メンタルヘルスデー特設サイトにて当
日の様子を掲載した。

世界メンタルヘルスデー 2024
イベントポスター

世界メンタルヘルスデー 2024
（厚生労働省ホームページ）
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⑸　特別支援教育の充実及び障害のある人に対する理解を深める教育の推進
ア　障害のあるこどもと障害のないこどもが可能な限り共に教育を受けられるように条

件整備を行うとともに、障害のあるこどもの自立と社会参加を見据え、一人一人の教
育的ニーズに最も的確に応える指導を受けることができるよう、多様な学びの場を整
備することが大切である。文部科学省では、障害のあるこどもの学校における日常生
活上・学習活動上のサポートを行う「特別支援教育支援員」や医療的ケアを行う「医
療的ケア看護職員」を法令上位置づけるとともに、各学校における配置実績を踏まえ
て、年々拡充を図ってきたところである。

また、小・中学校における障害に応じた特別の指導（通級による指導）を担当する
教員の定数について、平成29年度から基礎定数化するとともに、平成30年３月には「公
立高等学校の適正配置及び教職員定数の標準等に関する法律施行令」（昭和37年政令
第215号）を改正し、平成30年度から公立高等学校における障害に応じた特別の指導（通
級による指導）のための加配定数措置を可能とした。令和５年３月には、「通常の学
級に在籍する障害のある児童生徒への支援の在り方に関する検討会議報告」を踏まえ、
通級による指導の充実も含め、通常の学級に在籍する障害のある児童生徒への支援に
係る方策について各教育委員会等に周知した。さらに、令和６年度より、特別支援学
校と小・中・高等学校のいずれかを一体的に運営する「インクルーシブな学校運営モ
デル事業」を実施し、障害のある児童生徒と障害のない児童生徒が交流及び共同学習
を発展的に進め、一緒に教育を受ける状況と、柔軟な教育課程及び指導体制の実現を
目指し、実証的な研究を行っている。

イ　障害の有無にかかわらず共に学び、生きる共生社会の実現とともに、障害のある人
が、生涯にわたり自らの可能性を追求できる環境を整え、地域の一員として豊かな人
生を送ることができるようにすることが重要である。平成30年３月に閣議決定された

「障害者基本計画（第４次）」及び平成30年６月に閣議決定された「第３期教育振興基
本計画」において、障害のある人の生涯学習の推進について初めて明記され、それぞ
れ現行の計画に引き継がれている。

文部科学省では、障害者の生涯学習の支援推進のため、調査研究による現状分析・
課題整理に基づき、市町村や民間団体、大学等の多様な主体による障害児者の生涯学
習プログラムの開発や、都道府県が主体となる持続可能な体制整備等に関する実践研
究を実施するとともに、それらの研究成果を普及するなどして、障害者の学校から社
会への移行期及び人生の各ステージにおける学びの機会充実を図っている。

特に、障害のある人の学びに関する普及・啓発や人材育成に向けた取組については、
平成31（令和元）年度から、上記研究事業の成果の普及や、障害に関する理解の促進、
支援者同士の学び合いによる学びの場の担い手の育成、障害のある人の学びの場の拡
大を目指し、「共に学び、生きる共生社会コンファレンス」を主催し、令和６年度は
全国17か所において開催した。令和６年10月には、障害の有無にかかわらず共に学び、
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生きる共生社会の実現に向けた啓発として、「超福祉の学校＠SHIBUYA ～障害の有
無をこえて、共に学び、創るフォーラム～」を、特定非営利活動法人ピープルデザイ
ン研究所との共催で開催した。また、障害のある人の生涯学習を支える活動について
他の模範と認められるものに対して、その功績を称える文部科学大臣表彰を行ってい
る。令和６年度は、長年にわたる個人・団体の功績を称える「功労者表彰」について
40件、新しいチャレンジや分野を超えた連携の成果が認められた「奨励活動表彰」に
ついて８件を表彰した。これらの多様な活動が、今後のモデルとなり各地で広く展開
されていくことを期待し、事例集を作成しホームページで公開している。

⑹　発達障害者への支援
ア　厚生労働省では、平成19年12月に、毎年４月２日を「世界自閉症啓発デー」とする

決議が国連で採択されたことを受け、一般社団法人日本自閉症協会との共催でシンポ
ジウムを開催するなど、自閉症を始めとした発達障害に関する正しい知識の浸透を
図っている。全国各地においても、世界自閉症啓発デーや４月２日から同月８日まで
の「発達障害啓発週間」において、様々な啓発活動が実施されている。	

また、「発達障害情報・支援センター」を設置し、発達障害者支援に関する調査・
研究及び支援手法の普及や国民の理解の促進を図っている。発達障害者の暮らしや支
援に関連する教育や福祉、医療、保健、労働等、様々な分野にまたがる情報を国民へ
提供するため、発達障害ナビポータル（https://hattatsu.go.jp/）を、文部科学省と
厚生労働省の協力の下、発達障害教育推進センター（独立行政法人国立特別支援教育
総合研究所）と発達障害情報・支援センター（国立障害者リハビリテーションセンター）
が共同で構築し、令和３年度から運用している。発達障害
ナビポータルでは、支援者向けの研修コンテンツや当事者・
家族向け情報検索ツールの公開、外国につながりのある発
達障害児と家族への情報提供、災害時の発達障害児者支援
に関する情報発信等を行っている。

近年の共生社会の実現に向けた新たな取組が進められて
いる状況に鑑み、発達障害者の支援をより一層充実させる
ための所要の処置を講じる「発達障害者支援法の一部を改
正する法律」（平成28年法律第64号）が平成28年５月25日
に成立した。本改正に基づき、国及び地方公共団体による
ライフステージを通じた切れ目のない支援の実施や、家族
等も含めたきめ細やかな支援を推進し、発達障害者及びそ
の家族が身近な場所で支援が受けられる体制の構築が進め
られている。

ポスター「世界自閉症啓発デー」

発達障害ナビポータル
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イ　発達障害の可能性も含め、特別な教育的支援を必要とする児童生徒が通常の学級に
も一定の割合で在籍していることが令和４年に実施した調査で明らかになった。その
ため、そうした支援を必要とする児童生徒を早期に発見し、切れ目ない支援を行うこ
とが大切であるとともに、全ての教師が発達障害を含む障害に関する一定の知識・技
能を有していることが必要とされている。

文部科学省では、小・中学校、高等学校等における発達障害の可能性のある児童生
徒等に対する支援の充実につなげるため、前記４⑸アの取組に加え、令和６年度にお
いては、令和５年度に引き続き、児童生徒が在籍する学校において専門性の高い通級
による指導を受けられるよう、通級による指導の対象となっている児童生徒にとって
効果的かつ効率的な通級による指導の実施に向けたモデル構築や、管理職も含めた全
ての教員が発達障害を含む特別支援教育に取り組んでいくため、管理職を始めとする
教員の理解啓発・専門性向上のための体制構築等に関する研究を実施している。本事
業を通して得られた成果について、今後取りまとめ、周知を図る予定である。

⑺　障害のある人の雇用の促進等
ア　障害のある人の雇用については、「障害者の雇用の促進等に関する法律」（昭和35年

法律第123号。以下「障害者雇用促進法」という。）等に基づき、職業を通じた社会参
加を進めていくことができるよう、各般の施策を推進してきた。

平成25年の障害者雇用促進法改正では、雇用の分野における障害者に対する差別の
禁止及び障害者が職場で働くに当たっての支障を改善するための措置を規定し、平成
27年３月には「障害者に対する差別の禁止に関する規定に定める事項に関し、事業主
が適切に対処するための指針」（障害者差別禁止指針）及び「雇用の分野における障
害者と障害者でない者との均等な機会若しくは待遇の確保又は障害者である労働者の
有する能力の有効な発揮の支障となっている事情を改善するために事業主が講ずべき
措置に関する指針」（合理的配慮指針）の策定等を行うことで、障害者と障害者でな
い者との均等な機会及び待遇の確保並びに障害者の有する能力の有効な発揮を図って
きた。

令和４年の障害者雇用促進法改正では、多様な就労ニーズへの対応や雇用の質の向
上の推進を図る観点から、事業主の責務として、障害者の職業能力の開発及び向上に
関する措置を行うことの明確化、特に短い時間（週所定労働時間10時間以上20時間未
満）で働く重度の身体・知的障害者及び精神障害者の実雇用率における算定、雇入れ
や雇用継続を図るために必要な一連の雇用管理に関する相談援助の支援や加齢に伴い
職場への適応が困難となった障害者への雇用継続の支援に関する助成金の新設等が盛
り込まれ、令和５年４月以降、順次施行されている。

これらに加え、厚生労働省では、ハローワークが中心となって、地域の関係機関と
連携し、障害のある人と事業主双方に対して、就職準備段階又は募集の準備段階から
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職場定着までの一貫したチーム支援、障害者就業・生活支援センターにおける就業面
と生活面の一体的な支援、精神障害者、発達障害者、難病患者等の多様な障害特性に
対応した就労支援等を実施している。

イ　障害のある人が日頃培った技能を互いに競い合うことにより、その職業能力の向上
を図るとともに、企業や社会一般の人々が障害のある人に対する理解と認識を深め、
その雇用の促進を図ることを目的として、「全国障害者技能競技大会」（アビリンピッ
ク）を開催している。

直近では、令和６年11月22日から同月24日までの間、独立行政法人高齢・障害・求
職者雇用支援機構及び愛知県の主催により、第44回大会が同県で開催された。

⑻　障害者虐待防止の取組	

わかりやすい障害者虐待防止法
パンフレット

障害のある人に対する虐待を防止することは尊厳の保持のために極めて重要であるこ
とに鑑み、「障害者虐待の防止、障害者の養護者に対する支援等に関する法律」（平成23
年法律第79号。以下「障害者虐待防止法」という。）が平成24年10月に施行された。

同法においては、何人も障害者を虐待してはならないことや、虐待を受けたと思われ
る障害者を発見した場合には速やかに通報すること等が規定されている。地方公共団体
は障害者虐待の対応窓口となる「市町村障害者虐待防止センター」や「都道府県障害者
権利擁護センター」としての機能を果たすこととされており、各センターでは、障害者
虐待の通報・届出の受理に加え、相談や指導・助言を行うほか、国民の理解の促進を図
るため、障害者虐待防止の広報・啓発等を行っている。

厚生労働省では、地方公共団体が関係機関と
の連携の下、障害者虐待の未然防止や早期発見、
迅速な対応等を行えるよう、障害者虐待防止対
策支援等の施策を通じて、支援体制の強化や地
域における関係機関等との協力体制の整備等を
図るとともに、障害のある人の権利擁護等に係
る各都道府県における指導的役割を担う者の養
成研修等を実施している。

また、障害者虐待防止法の一層の広報・啓発
を目的としてパンフレットを作成し、ホームペー
ジで公開している。

⑼　旧優生保護法に関する取組
昭和23年に制定された旧優生保護法は、優生上の見地から不良な子孫の出生を防止す

るとともに、母性の生命健康を保護することを目的として、優生手術（不妊手術）や人
工妊娠中絶等について規定していた。同法が母体保護法に改正される平成８年までの間、



5252

第２章　人権課題に対する取組

旧優生保護法に基づき、約２万5,000件の優生手術が実施された。
令和６年７月３日、「旧優生保護法国家賠償請求訴訟」について、旧優生保護法の優

生手術に関する規定を憲法違反とする最高裁判決が言い渡された。同年９月30日、加藤
内閣府特命担当大臣（こども政策　少子化対策　若者活躍　男女共同参画）と優生保護
法被害全国原告団、優生保護法被害全国弁護団及び優生保護法問題の全面解決をめざす
全国連絡会との間で、「基本合意書」が締結された。この「基本合意書」に基づき、優
生保護法問題の全面的な解決に向けた施策等の検討、実施に当たって、優生保護法被害
全国原告団等と関係府省庁との協議の場を設置し、継続的・定期的な協議を行うことと
している。

また、最高裁判決を踏まえ、平成31年４月24日に公布・施行された「旧優生保護法に
基づく優生手術等を受けた者に対する一時金の支給等に関する法律」（以下「一時金支
給法」という。）の全部を改正し、旧優生保護法に基づく優生手術等や人工妊娠中絶等
を受けた者等に対する補償金等の支給等を定めた「旧優生保護法に基づく優生手術等を
受けた者等に対する補償金等の支給等に関する法律」（令和６年法律第70号。以下「補
償金等支給法」という。）が令和６年10月８日に議員立法により全会一致で可決・成立し、
同月17日に公布、令和７年１月17日に施行された。

こども家庭庁では、補償金等支給法に基づき、旧優生保護法に基づく優生手術等や人
工妊娠中絶等を受けることを強いられて被害を受けた方々に対する補償金等の支給を
行っている。また、補償金等の支給対象者が確実に請求を行うことができるよう、手話・
字幕付きの動画や点字版リーフレット、特設サイト、新聞広告等による周知広報を実施
するとともに、都道府県及び関係団体に対して積極的な周知広報を依頼する等、制度の
周知に取り組んでいる（本件については、118～120頁も参照）。

⑽　障害者権利条約の締結及び周知
我が国は、平成26年１月20日に「障害者の権利に関する条約」（平成26年条約第１号）

を締結した。同条約は、障害のある人の人権や基本的自由を確保し、障害のある人の固
有の尊厳の尊重を促進するため、障害のある人の権利の実現のための措置等を規定し、
市民的・政治的権利、教育・保健・労働・雇用の権利、社会保障、余暇活動へのアクセ
スなど、様々な分野における取組を締約国に対して求めている。同条約では、各締約国
が、「条約に基づく義務を履行するためにとった措置及びこれらの措置によりもたらさ
れた進歩に関する包括的な報告」を障害者権利委員会に提出することを定めており（第
35条）、特に初回の報告については、条約発効後２年以内の提出が求められている。我
が国も、障害者政策委員会における議論やパブリックコメントを踏まえて第１回政府報
告を作成し、平成28年６月に提出した。令和４年８月22日及び23日、国連欧州本部（ス
イス（ジュネーブ））にて、我が国に対する同条約の第１回政府報告の対面審査が行わ
れた。これを踏まえた障害者権利委員会による総括所見については、同年９月９日にア
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ドバンス版が公表され、その後、同年10月７日に確定版が公表されている。
また、同条約の実施のためには、障害のある人に関する社会全体の意識向上が重要

であり、外務省では、関係府省庁とも連携し、障害当事者を含む国民全体に対し、条
約の概要や意義等について、分かりやすく利用しやすいパンフレットやホームページ 

（https：//www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/jinken/index_shogaisha.html）の作成を通じて
広報している。

⑾　障害のある人の人権をめぐる人権侵害事案に対する適切な対応
法務省の人権擁護機関では、全国の法務局・地方法務局又はその支局において、人権

相談に応じており、全国共通人権相談ダイヤル「みんなの人権110番」（ナビダイヤル
0570-003-110（全国共通））を設置している。また、特別支援学校高等部卒業予定者や障
害のある人に接する機会が多い社会福祉事業従事者等に対し、人権相談を広報するため
のリーフレットを配布したほか、障害者支援施設等の社会福祉施設において、入所者及
びその家族が気軽に相談することができるよう、特設の人権相談所を開設するなどして、
相談体制の一層の強化を図っている。これらの人権相談等を通じて、障害のある人に対
する差別、虐待等の人権侵害の疑いのある事案を認知した場合は、人権侵犯事件として
調査を行い、事案に応じた適切な措置を講じている。

人権侵犯事件数（開始件数） 令和２年 令和３年 令和４年 令和５年 令和６年

障害のある人に対する差別待遇 125 112 107 149 171

障害者福祉施設における人権侵犯   28   22   27   31   40
（法務省人権擁護局の資料による）
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5　部落差別（同和問題）

部落差別（同和問題）は、日本社会の歴史的過程で形作られた身分差別により、日本国
民の一部の人々が、長い間、経済的、社会的、文化的に低い状態に置かれることを強いら
れ、同和地区と呼ばれる地域の出身者であること等を理由に結婚を反対されたり、就職等
の日常生活の上で差別を受けたりするなどしている、我が国固有の人権問題である。

この問題の解決を図るため、国は、地方公共団体と共に、昭和44年から33年間、特別措
置法に基づき、地域改善対策を行ってきた。その結果、同和地区の劣悪な環境に対する物
的な基盤整備は着実に成果を上げ、一般地区との格差は大きく改善された。

しかしながら、インターネット上の差別書き込み等の事案は依然として存在している。
部落差別（同和問題）については、部落差別解消推進法及び附帯決議のほか、「部落差

別の実態に係る調査結果報告書」（令和２年６月）の調査結果（https://www.moj.go.jp/
JINKEN/jinken04_00127.html）を踏まえ、的確に対応していく必要がある。

⑴　部落差別（同和問題）の解消に向けた啓発活動
法務省の人権擁護機関では、「部落差別（同和問題）を解消しよう」を強調事項の一

つとして掲げ、講演会等の開催、啓発冊子の配布等、各種人権啓発活動を実施している。
また、「部落差別解消推進法リーフレット」の配布や、啓発動画「人権アーカイブ・

シリーズ『同和問題～過去からの証言、未来への提言～』／『同和問題　未来に向けて』」
の全国の法務局・地方法務局における貸出し、YouTube法務省チャンネルでの配信を
行っている。

さらに、様々な人権問題を自分の問題として考えることを呼び掛ける啓発動画「『誰か』
のこと　じゃない。（部落差別（同和問題）編）」や、スポット映像「出身地等の差別」
編をYouTube法務省チャンネルで配信している。

啓発動画「『誰か』のこと　じゃない。」

⑵　学校教育・社会教育を通じた部落差別（同和問題）の解消に向けた取組
文部科学省では、各都道府県教育委員会等の人権教育担当者を対象とした会議や独立

行政法人教職員支援機構が実施する人権教育推進研修等において、部落差別解消推進法
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の趣旨等について情報提供するなど、各種機会を通じて周知を図っている。
また、社会教育では、その中核的な役割を担う社会教育主事の資格付与のための講習

や現職を対象にした研修において、人権教育に関する情報提供を行い、人権教育の着実
な推進を図っている。

⑶　公正な採用選考システムの確立
厚生労働省では、企業の採用選考に当たって、人権に配慮し、応募者の適性・能力に

基づいた基準により採否を決める公正な採用選考システムの確立が図られるよう、雇用
主に対して、以下の啓発に取り組んだ。
①　事業所における公正な採用選考システムの確立について、中心的な役割を果たす「公

正採用選考人権啓発推進員」を、一定規模以上の事業所に配置するとともに、各労働
局及びハローワークが、同推進員に対して研修会を開催

②　従業員の採用選考に影響力のある企業トップクラスに対する研修会を開催
③　公正な採用選考についてのパンフレット、リーフレット、ポスター、カレンダー等、

各種啓発資料を作成し、事業所に配布
④　公正採用選考に関する特設サイトの運用、公正採用選考について解説した啓発用動

画の掲載
⑤　中学校、高等学校、大学等の卒業予定者に係る採用選考に合わせて、新聞広報等を

通じた啓発活動を実施

パンフレット
「公正な採用選考をめざして」

ポスター
「その質問…『面接』で必要ですか？」

⑷　農漁協等関係農林漁業団体職員に対する啓発活動
農林水産省では、農林漁業や農山漁村における部落差別（同和問題）を始めとした広

範な人権問題に関する啓発活動を積極的に推進するため、都道府県を通じて農漁協等関
係農林漁業団体の職員に対する研修等を実施するとともに、全国農林漁業団体が当該職
員等を対象に行う同様の研修等に対する支援を実施した。
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⑸　隣保館における活動の推進
厚生労働省では、生活上の各種相談事業や人権課題の解決のための各種事業を実施し

ている隣保館の事業に対し支援を行っている。

⑹　不動産取引業者に対する指導及び人権問題に関する研修の実施
国土交通省では、これまで、不動産業の業界団体に対し通知を発出し、人権問題に関

する教育・啓発活動の一層の推進、事業者に対する周知徹底・指導等を要請している。
また、宅地建物取引士の法定講習科目に人権問題を設定し、部落差別（同和問題）を含
めた宅地建物取引業における人権問題に関する教育・啓発を実施している。

⑺　えせ同和行為の排除に向けた取組
部落差別（同和問題）を口実にして企業や官公署等に不当な利益や義務のないことを

求めるえせ同和行為は、部落差別（同和問題）の解消を阻む要因となっている。政府は、
えせ同和行為を排除するため、関係府省庁の参加する「えせ同和行為対策中央連絡協議
会」を設置し、政府一体となってえせ同和行為の排除の取組を行っている。
ア　法務省では、えせ同和行為の実態を把握するため、昭和62年以降12回にわたりアン

ケート調査を実施しており、直近の令和６年度の調査結果を法務省ホームページで公
表している（https://www.moj.go.jp/content/001290375.pdf）。また、えせ同和行為へ
の具体的な対応に関する手引を作成し、全国の法務局・地方法務局で配布するとともに、
法務省ホームページで公表している（https://www.moj.go.jp/content/001361670.pdf）。

さらに、地方においても、全国50の法務局・地方法務局を事務局として組織されて
いる「えせ同和行為対策関係機関連絡会」に、令和７年４月現在で1,098の国の機関、
地方公共団体、弁護士会等が参加し、随時、情報交換のための会議を開くなど、様々
な取組を展開している。

加えて、えせ同和行為を含めた各種人権問題について解説した啓発冊子及び啓発動
画「企業と人権～職場からつくる人権尊重社会～」を作成し、全国の法務局・地方法
務局での配布や貸出し、YouTube法務省チャンネルでの配信等を行っている。
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令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

えせ同和行為に関する相談件数 ７ 11 ８ 10 11
（法務省人権擁護局の資料による）

要求の内容 物品 示談金 融資 寄付金 賛助金 契約 下請 講演会 その他 合計
令和６年度 3 0 0 0 1 2 0 0 5 11
令和５年度 ２ ０ ０ ０ ０ １ １ １ ５ 10
令和４年度 ２ ０ ０ ２ ０ １ ０ ０ ３ ８
令和３年度 ３ ０ １ ２ ０ ２ ０ ０ ３ 11
令和２年度 ６ ０ ０ ０ ０ ０ １ ０ ０ ７

（法務省人権擁護局の資料による）

イ　都道府県警察においても、関係機関と連携して、違法行為の取締り等、えせ同和行
為の排除対策を推進している。

ウ　経済産業省では、中小企業・小規模事業者等に対して「えせ同和行為をはじめとす
る不当要求行為対策セミナー」を開催するとともに、えせ同和行為対策に関するリー
フレットを配布した。

⑻　部落差別（同和問題）をめぐる人権侵害事案に対する適切な対応
法務省の人権擁護機関では、部落差別（同和問題）をめぐる人権侵害事案に対し、人

権相談及び人権侵犯事件の調査・処理を通じ、その被害の救済及び予防を図っている。
取り分け、結婚差別、差別発言等を人権擁護上見過ごすことができない事象として捉え、
行為者や関係者に対して人権尊重の意識を啓発することによって、自発的・自主的に人
権侵害の事態を改善、停止、回復させ、あるいは、将来再びそのような事態が発生しな
いよう注意を喚起している。

また、関係行政機関からの通報等により、インターネット上で特定の地域を同和地区
であると指摘するなどの内容の情報を認知した場合は、その情報の削除をプロバイダ等
に要請するなどしている。

人権侵犯事件数（開始件数） 令和２年 令和３年 令和４年 令和５年 令和６年

部落差別（同和問題）に関する
人権侵犯

244
(211)

308
(296)

433
(414)

448
(430)

499
(475)

※（　）内は、インターネット上の識別情報の摘示事案の件数。
（法務省人権擁護局の資料による）
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６　アイヌの人々

アイヌの人々は、固有の言語や伝統的な儀式・祭事、「ユカㇻ」などの多くの口承文芸等、
独自の豊かな文化を持っているが、近世以降のいわゆる同化政策等により、今日では、そ
の文化の十分な保存・伝承が図られているとは言い難い状況にある。特に、母語としてア
イヌ語を理解し、アイヌの伝統等を担う人々の高齢化が進み、これらを次の世代に継承し
ていく上での重要な基盤が失われつつある。

アイヌの人々が民族としての誇りを持って生活することができ、その誇りが尊重される
社会の実現に向けて、アイヌ政策を総合的かつ継続的に実施していく必要がある。

⑴　アイヌの人々に関する総合的な政策の推進
政府は、国連総会で採択された「先住民族の権利に関する国際連合宣言」（平成19年

９月）や衆参両院の「アイヌ民族を先住民族とすることを求める決議」（平成20年６月）
を受けて内閣官房長官が開催した「アイヌ政策のあり方に関する有識者懇談会」による
報告（平成21年７月）を踏まえ、総合的かつ効果的なアイヌ政策を推進している。

平成31年４月には、「アイヌの人々の誇りが尊重される社会を実現するための施策の
推進に関する法律」（平成31年法律第16号。以下「アイヌ施策推進法」という。）が成立
し、令和元年５月に施行された。政府は、同法に基づき、従来の文化振興や福祉政策に
加え、地域振興、産業振興、観光振興等を含めた市町村の取組をアイヌ政策推進交付金
により支援するとともに、内閣官房長官を本部長とするアイヌ政策推進本部会合を開催
するなど、アイヌ政策を総合的かつ効果的に推進している。

令和２年７月には、アイヌ文化の復興・創造等の拠点として、北海道白老郡白老町の
ポロト湖畔に「民族共生象徴空間」（愛称：ウポポイ）が開業しており、令和６年度は
約32万人が来場した。

⑵　アイヌ文化の振興、アイヌの伝統等に関する知識の普及啓発
文化庁や国土交通省等では、アイヌ施策推進法に基づき、公益財団法人アイヌ民族文

化財団が行うアイヌ文化の振興等に係る事業に対して助成等を行った。
また、アイヌ語の保存・継承及び学習に資するアーカイブ作成のために、文化庁では、

平成27年度から「アイヌ語のアーカイブ作成支援事業」及び「アイヌ語アナログ音声資
料のデジタル化事業」を実施している。さらに、アイヌ語を含む我が国の言語・方言の
置かれている危機的な状況等を周知して危機的な状況の改善に資するために、「危機的
な状況にある言語・方言サミット」を平成27年度から開催している。令和６年度は、東
京都八丈島八丈町において、対面式で開催した。
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⑶　アイヌ関係の文化財の保護等に関する取組
文化庁では、「文化財保護法」（昭和25年法律第214号）に基づき、アイヌの有形及び

無形の民俗文化財について、北海道教育委員会が行う調査事業、伝承・活用等に係る経
費への補助を行った。

⑷　アイヌの人々に対する偏見・差別の解消に向けた取組
アイヌ施策推進法では、アイヌの人々に対する差別の禁止に関する基本理念が定めら

れている。
法務省の人権擁護機関では、「アイヌの人々に対する偏見や差別をなくそう」を強調

事項の一つとして掲げ、アイヌの人々に対する国民の理解を促すよう、インターネット
広告に加え、アイヌの人々の人権に関する啓発動画「アコㇿ青春　a=kor　アコㇿ〔ア
イヌ語で「私たちの」〕」をYouTube法務省チャンネルで配信するなどの各種人権啓発
活動を実施している。本啓発動画について、令和５年６月、内閣官房、法務省、国土交
通省及び文化庁は、文部科学省を通じ、各都道府県教育委員会等に対し、北海道への遠
足・修学旅行等の事前学習教材として活用するよう依頼を行った。また、法務省は、令
和７年２月、文部科学省を通じ、各都道府県教育委員会等に対し、修学旅行等でアイヌ
の人々に関する学習を実施予定の学校等を始め、アイヌの歴史・文化に関心のある学校
等において、積極的に人権教室を活用するよう依頼を行った。

さらに、アイヌの人々に関する人権相談について、法務局と北海道との連携体制を構
築している。加えて、令和４年５月から人権教育啓発推進センターが実施する「アイヌ
の方々のための相談事業」について、法務省の人権擁護機関と連携している。

啓発動画
「アコロ青春　a=kor　アコロ
〔アイヌ語で「私たちの」〕」

インターネットバナー広告

⑸　学校教育におけるアイヌに関する学習の推進
小学校学習指導要領では、社会科において、歴史学習全体を通して、我が国は長い歴

史を持ち伝統や文化を育んできたことを学習することとしており、同解説において、そ
の学習の際には、「現在の北海道などの地域における先住民族であるアイヌの人々には
独自の伝統や文化があることに触れるようにする」ことが明記されている。また、中学
校学習指導要領では、社会科において、鎖国下の対外関係に関する学習で北方との交易
をしていたアイヌについて取り扱う際に、「アイヌの文化についても触れる」ことが明
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記されている。
さらに、高等学校学習指導要領では、必履修科目である「歴史総合」において、18世

紀のアジアの経済と社会を理解する学習で「北方との交易をしていたアイヌについて触
れること」や、その際、「アイヌの文化についても触れること」が明記されている。各
学校においては、これらの学習指導要領に基づき、アイヌに関する指導が行われている。

⑹　各高等教育機関等におけるアイヌ語等に関する取組への配慮
北海道の大学を中心に、アイヌ語等に関する授業科目が開設されるなど、アイヌ語等

に関する教育・研究を行っている。

⑺　生活館における活動の推進
厚生労働省では、地域住民に対し、生活上の各種相談を始め、アイヌの人々に対する

理解を深めるための広報・啓発活動等を総合的に実施している生活館の事業に対し支援
を行っている。

⑻　農林漁業経営の近代化を通じた理解の増進
歴史的な特殊事情等により、アイヌ住民居住地区における農林漁業は、他の地区に比

べて経営規模が零細で生産性が低く、所得及び生活水準に格差が見られる。このため、
農林水産省では、アイヌ住民居住地区において、地域住民が一体となって行う農林漁業
経営の近代化を支援しており、このような取組を通じて、アイヌ農林漁家に対する理解
の増進を図っている。

⑼　アイヌの人々の人権をめぐる人権侵害事案に対する適切な対応
法務省の人権擁護機関では、全国の法務局・地方法務局又はその支局や特設の人権相

談所において人権相談に応じている。人権相談等を通じて、アイヌの人々に対する差別
等の人権侵害の疑いのある事案を認知した場合は、人権侵犯事件として調査を行い、事
案に応じた適切な措置を講じている。

人権侵犯事件数（開始件数） 令和２年 令和３年 令和４年 令和５年 令和６年

アイヌの人々に対する差別待遇 ０ ０ １ ６ １
（法務省人権擁護局の資料による）
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7　外国人

我が国が締約国となっている「あらゆる形態の人種差別の撤廃に関する国際条約」（平
成７年条約第26号。以下「人種差別撤廃条約」という。）は、人権及び基本的自由の平等
を確保するため、あらゆる形態の人種差別を撤廃する政策等を全ての適当な方法により遅
滞なくとること等を主な内容とする。

我が国に入国する外国人は、令和６年には約3,678万人（再入国者を含む。）と前年に比
べ約1,095万人増加した。また、我が国に在留する外国人数は約377万人（令和６年末現在）
で、過去最高となっている。こうした中、言語、宗教、習慣等の違いから、外国人をめぐっ
て様々な人権問題が発生している。

また、特定の民族や国籍の人々を排斥する差別的言動がいわゆるヘイトスピーチである
として社会的に関心を集めたことから、平成28年６月３日にヘイトスピーチ解消法が施行
されたが、今もなお、個人や企業等により差別的言動がなされる事案が報道されるなどし
ている。

我が国では、外国人がその保護する子を公立の義務教育諸学校に就学させることを希望
する場合には無償で受け入れ、教科書の無償給与や就学援助を含め、日本人と同一の教育
を受ける機会を保障しており、外国人のこどもが公立学校に就学しやすい環境を整備して
いる。

令和６年５月現在、我が国の公立の小・中・高等学校等に在籍する外国人児童生徒の数
は13万8,714人（文部科学省「学校基本統計」、毎年実施）である。

また、令和５年５月現在、日本語指導が必要な外国籍の児童生徒の数は、５万7,718人（同
「日本語指導が必要な児童生徒の受入状況等に関する調査」、隔年実施）となっており、令
和３年度調査より１万99人（約21.2％）増加している。

さらに、同年に実施した学齢相当の外国人のこどもの就学状況に関する全国的な調査で
は、約8,600人の外国人のこどもたちが就学していない可能性がある、又は就学状況が確
認できていない状況にあるという結果が示されている。

⑴　�外国人に対する偏見・差別を解消し、国際化時代にふさわしい人権意識の育成を目指
した啓発活動

ア　法務省の人権擁護機関では、「外国人の人権を尊重しよう」を強調事項の一つとし
て掲げ、講演会等の開催、啓発冊子の配布等、各種人権啓発活動を実施している。

また、外国人の人権に関する理解や関心を深めることを目的とする啓発動画「外国
人と人権～違いを認め、共に生きる～」及び「企業と人権～職場からつくる人権尊重
社会～」や、様々な人権問題を自分の問題として考えることを呼び掛ける啓発動画「『誰
か』のこと　じゃない。（外国人編）」など外国人を含む全ての人の人権が尊重される
社会の実現を訴える啓発動画をYouTube法務省チャンネルで配信したほか、外国人
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の人権問題を含めた職場における各種人権問題について解説した啓発冊子を全国の法
務局・地方法務局で配布している。

啓発動画「『誰か』のこと　じゃない。」

イ　文部科学省では、平成28年度には、ヘイトスピーチ解消法が施行されたことを踏ま
え、外国人の人権尊重に関する実践事例を収集し、その結果を文部科学省ホームペー
ジに掲載したほか、各都道府県教育委員会等の人権教育担当者を対象とした会議や独
立行政法人教職員支援機構が実施する人権教育推進研修等において、ヘイトスピーチ
解消法の趣旨等について情報提供するなど、各種機会を通じて周知を図っている。

ウ　厚生労働省では、毎年６月を「外国人雇用啓発月間」とし、労働条件等のルールに
のっとった外国人雇用等について、事業主等に対し、周知・啓発を行っている。令和
６年度においては、「ともに創ろう、みんなが働きやすい職場～外国人雇用はルール
を守って適正に～」を標語に、積極的な周知・啓発活動を行った。

エ　平成30年８月、ジュネーブにおいて、我が国が人種差別撤廃条約に基づき国連に提
出した第10回・第11回政府報告に関し、人種差別撤廃委員会による審査が行われ、同
審査を受けて令和元年９月に採択された総括所見に対し、我が国は採択後１年以内の
フォローアップ情報を回答した。

⑵　ヘイトスピーチに焦点を当てた啓発活動
ア　法務省の人権擁護機関では、ヘイトスピーチに焦点を当てた啓発活動として、これ

までの「外国人の人権」をテーマにした啓発に加え、ヘイトスピーチがあってはなら
ないということの理解を促進するための人権啓発活動や、ヘイトスピーチによる被害
等の人権問題に関する相談窓口の周知広報にも積極的に取り組んでいる。

具体的には、内閣府の政府広報提供ラジオ番組への出演、全国20か所の屋外ビジョ
ンにおける啓発動画の放映等に取り組んだ。このほか、ポスター・リーフレットによ
る啓発やインターネットバナー広告を実施したり、スポーツイベントと連携したりす
るなどした人権啓発活動を実施した。

また、法務省ホームページ（https://www.moj.go.jp/JINKEN/jinken04_00108.html）
において、特定の民族や国籍の人々を排斥する差別的言動の例を挙げつつ、上記取組
や、法務局・地方法務局におけるヘイトスピーチに焦点を当てた人権啓発活動等につ
いて紹介するほか、SNSにおいて定期的にコラムを配信するなどの情報発信等を実施
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している。
これらのヘイトスピーチに焦点を当てた人権啓発活動等に関しては、こども家庭庁

の事業「こども若者★いけんぷらす」を活用して、中高生を対象にヘイトスピーチを
テーマとした「いけんひろば」（登録しているこども・若者から意見を聴く場）を実
施し、多くの意見やアイディアが寄せられた。そこで、令和６年度は同意見を参考に
して、屋外ビジョンにおける啓発動画の放映や、SNSにおける情報発信を実施した。

令和６年２月３日に開催された「共生社会と人権に関するシンポジウム～多様性と
包摂性のある社会を目指して～」では、岸田内閣総理大臣（当時）による、外国にルー
ツを有する人々に対する不当な差別や偏見に断固として立ち向かっていくことを宣言
する旨のビデオメッセージを放映した。

さらに、令和６年11月20日に、人権教育・啓発関係府省庁連絡会議幹事会ヘイトス
ピーチ対策専門部会を開催し、関係省庁及び地方公共団体との間で、インターネット
上のヘイトスピーチの解消に向けた取組等について情報共有を行った。

イ　警察では、ヘイトスピーチ解消法の施行を踏まえ、警察職員に対する教養を推進す
るとともに、他機関から各種広報啓発活動等への協力依頼があった場合にはこれに積
極的に対応するなどにより、不当な差別的言動の解消に向けた取組に寄与することと
している。

ポスター「ヘイトスピーチ、許さない。」 屋外ビジョンにおける
啓発動画放映の様子（東京都新宿区）

啓発動画
「ヘイトスピーチ、許さない。

（インターネット編）」

⑶　学校等における国際理解教育及び外国人のこどもの教育の推進
国際社会においては、こどもたちが広い視野を持って異文化を理解し、習慣や文化の

異なる人々と共に生きていくための資質・能力を育成することが重要である。こうした
観点から、現在、各学校において、各教科等を通じて国際理解教育が行われている。
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文部科学省では、毎年、全国の都道府県・指定都市教育委員会担当者を集めた連絡協
議会を開催しており、教育を取り巻く現状を知るとともに、取組の進んだ学校の実践事
例を共有するなど、国際理解教育及び外国人のこどもの教育の推進に努めている。

また、外国人児童生徒等教育の充実に関しては、平成31年４月に中央教育審議会に対
し、新しい時代の初等中等教育の在り方について諮問が行われ、増加する外国人児童生
徒等への教育の在り方についても検討し、令和３年１月26日に「『令和の日本型学校教育』
の構築を目指して～全ての子供たちの可能性を引き出す、個別最適な学びと、協働的な
学びの実現～（答申）」が取りまとめられた。さらに、「日本語教育の推進に関する施策
を総合的かつ効果的に推進するための基本的な方針」（令和２年６月23日閣議決定）に
基づき、外国人のこどもの就学促進等について地方公共団体が講ずべき事項を取りまと
めた「外国人の子供の就学促進及び就学状況の把握等に関する指針」を策定し、同年７
月に地方公共団体に通知した。これらの取組に加え、以下の施策を進めている。
①　日本語指導が必要な児童生徒を対象とした「特別の教育課程」の編成・実施の推進
（「学校教育法施行規則」（昭和22年文部省令第11号）の一部改正（義務教育段階：平
成26年１月14日公布、同年４月１日施行。高等学校段階：令和４年３月31日公布、令
和５年４月１日施行））

②　平成29年３月の「公立義務教育諸学校の学級編制及び教職員定数の標準に関する法
律」（昭和33年法律第116号）の改正により、外国人児童生徒等教育の充実のための教員
定数の基礎定数化が図られ、平成29年度から令和８年度までの10年間で計画的に実施

③　各地方公共団体が行う地域人材との連携による、公立学校への受入促進・日本語指
導の充実・支援体制の整備に係る取組等を支援する事業の実施

④　就学に課題を抱える外国人のこどもを対象とした、公立学校や外国人学校等への就
学に必要な支援を学校外において実施する地方公共団体を補助する事業の実施

⑤　独立行政法人教職員支援機構において、外国人児童生徒等教育に関する指導者養成
研修の実施

⑥　学校において児童生徒の日本語能力を把握し、その後の指導方針を検討する際の参
考となる「外国人児童生徒のためのJSL対話型アセスメント～ DLA ～」の普及

⑦　教育委員会等が外国人児童生徒等教育に関する研修会を計画する際の参考となる
「外国人児童生徒教育研修マニュアル」の普及

⑧　学校や教育委員会等が、外国人児童生徒の受入れ体制の整備を図る際の取組事項を
指針として取りまとめた「外国人児童生徒受入れの手引（改訂版）」の普及

⑨　外国人児童生徒等教育を担う教員等の資質能力の向上を図るため、大学・教育委員
会等の研修等で活用できる「モデルプログラム」の開発・普及

⑩　大学・教育委員会が行う外国人児童生徒等教育に関するアドバイスや教員研修の充
実のため「外国人児童生徒等教育アドバイザー」の派遣の実施

⑪　外国人児童生徒等の指導を担う教師が必要な知識を得られるような研修用動画コン
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テンツ及び来日・帰国したばかりの外国人児童生徒等や保護者が日本での学校生活等
について理解を深められるような多言語による動画コンテンツの作成

⑫　高等学校における指導体制づくり・日本語指導のカリキュラム作成のための指導資
料の普及

⑬　日本語能力評価方法の改善及び児童生徒の実態把握のためのネットワーク構築に向
けた調査研究事業の実施

⑷　外国人材の受入れと共生のための取組
平成29年11月１日に施行された「外国人の技能実習の適正な実施及び技能実習生の保

護に関する法律」（平成28年法律第89号）では、技能実習計画の認定制、監理団体の許
可制を導入し、技能実習生の意思に反して技能実習を強制するなどの人権侵害行為につ
いての禁止規定や技能実習生による申告に関する規定を設けた上で、違反に対する所要
の罰則も規定している。また、同法に基づき設立した外国人技能実習機構では、母国語
相談窓口を設け、人権侵害に関する相談を含む技能実習生からの各種相談に対応するな
どして、技能実習生の保護に努めている。

さらに、平成31年４月１日には、生産性向上や国内人材の確保のための取組を行って
もなお人材を確保することが困難な状況にある産業上の分野において、一定の専門性・
技能を有し即戦力となる外国人を受け入れていくため、在留資格「特定技能１号」及び

「特定技能２号」を創設している。
特定技能制度においても、外国人に対する人権侵害の防止が重視されており、出入国

在留管理庁では、申請及び届出に係る厳格な審査・調査や受入れ機関及び登録支援機関
に対する必要な指導・助言など新たな制度を適切に運用することにより、日本人と同等
額以上の報酬の確保や差別的な待遇の排除に取り組むとともに、特定技能１号の外国人
に対する職業生活上、日常生活上又は社会生活上の支援が着実に実施されるよう努めて
いる。

技能実習制度及び特定技能制度については、令和６年６月14日、第213回国会におい
て「出入国管理及び難民認定法等の一部を改正する法律（令和６年法律第59号）」及び「出
入国管理及び難民認定法及び外国人の技能実習の適正な実施及び技能実習生の保護に関
する法律の一部を改正する法律（令和６年法律第60号）」（以下これらを総称して「改正
入管法等」という。）が成立し、同月21日に公布された。

この改正入管法等により国際貢献を目的とする技能実習制度を抜本的に見直し、我が
国の人手不足分野における人材の育成・確保を目的とする育成就労制度が創設された。

育成就労制度では、育成就労の適正な実施及び育成就労外国人の保護を図るため、監
理支援事業を行う監理支援機関の許可基準を厳格に定め、外国人技能実習機構を改組し、
外国人育成就労機構を設けるほか、やむを得ない事情がある場合のほかにも、一定の要
件を満たす場合には、技能実習制度においては認められていなかった本人意向の転籍を
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認めることとするなどの措置を講じている。また、特定技能制度の適正化については、
１号特定技能外国人支援の実施の委託を登録支援機関のみが行うことができることとす
るなどの措置を講じている。

直近の取組としては、基本方針案等を定めるために有識者から意見を聴取することを
目的として令和６年12月17日に関係閣僚会議の下「特定技能制度及び育成就労制度の基
本方針及び分野別運用方針に関する有識者会議」が設置され、学者や労使団体、弁護士
等の有識者による議論を経た上で、令和７年３月11日に「特定技能の在留資格に係る制
度の運用に関する基本方針及び育成就労の適正な実施及び育成就労外国人の保護に関す
る基本方針について」が閣議決定されるなど、改正入管法等の施行（公布の日から３年
以内で政令で定める日）に向け、着実に準備を進めている。

また、外国人の受入れに当たっては、外国人を社会の一員として受け入れ、その生活
環境を整備していくことが重要であるため、平成30年12月25日に関係閣僚会議において
決定された「外国人材の受入れ・共生のための総合的対応策」（以下「総合的対応策」
という。）に基づき、在留外国人への情報提供・相談対応を多言語で行う一元的相談窓
口を設置・運営する地方公共団体に対して外国人受入環境整備交付金による支援を行っ
ているほか、関連施策を積極的に推進してきた（令和元年以降毎年改訂）。

さらに、令和４年６月14日、関係閣僚会議において、目指すべき外国人との共生社会
の三つのビジョン、中長期的に取り組むべき課題としての四つの重点事項及び具体的施
策を示す「外国人との共生社会の実現に向けたロードマップ」（以下「ロードマップ」
という。）を決定するとともに、ロードマップを踏まえ、総合的対応策の改訂を行った。
この改訂では、ロードマップの施策について単年度に実施すべき施策を示すとともに、
必ずしも中長期的に取り組むべき施策でないためにロードマップには記載されていない
ものの、共生施策の実現のために政府において取り組むべき施策を示している。今後は、
ロードマップ及び総合的対応策に基づき、政府一丸となって外国人との共生社会の実現
に向けた環境整備を一層推進していくこととした。	

ポスター
「ライフ・イン・ハーモニー推進月間」

直近では、令和６年６月21日に開催された関係閣僚会
議においてロードマップ（令和６年度一部変更）を決定
し、新規施策の追加のほか、有識者の意見等を踏まえた
工程表の見直し等を行った。併せて、受け入れた外国人
に対する受入れ環境を更に充実させる観点とともに、
ロードマップ（令和６年度一部変更）を踏まえ、総合的
対応策（令和６年度改訂）を決定した。

これらのほか、ロードマップにおいて示されている「共
生社会の実現に向けた意識醸成」に関する取組として、
毎年１月を「ライフ・イン・ハーモニー推進月間」と定
め、全国の小中高校等において、出前講座を実施し、共
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生施策ややさしい日本語に関する授業を実施したほか、会場参加型イベントである「オー
ル・トゥギャザー・フェスティバル」を令和７年１月19日に開催するなど、各種広報・
啓発活動を重点的に実施した。

⑸　ウクライナ避難民に関する取組
令和４年（2022年）２月24日のロシア軍によるウクライナ侵略を受け、ウクライナか

ら近隣国等への多数の避難民が発生した。政府では、内閣官房長官を長とする「ウクラ
イナ避難民対策連絡調整会議」を司令塔として、政府一体となってウクライナ避難民の
円滑な受入れと生活支援等を行っている。

出入国在留管理庁では、これまでウクライナ避難民の方々に対し、生活費支援等を行っ
てきたところ、ウクライナ避難民のような紛争避難民等の真に保護すべき方々をより確
実に保護していくために、補完的保護対象者の認定制度を創設し、補完的保護対象者に
対する支援の中でウクライナ避難民に対する支援を行っている。制度開始後は、補完的
保護対象者として認定された方に対し、日本語教育や生活ガイダンスを受講できる「定
住支援プログラム」を提供するなど、我が国での自立に向けた支援を行っている。

厚生労働省では、令和４年４月から、医療機関向けの遠隔医療通訳サービスの中で、
ウクライナ語については無料で利用できるよう支援を開始し、令和６年度も引き続き支
援を実施したほか、令和４年６月には、医療機関向けにウクライナ語での説明資料を公
開した。また、同年４月に、ウクライナ避難民の方々に向けて、出入国在留管理庁から
子育て支援サービスとして、一時預かり事業、保育所、地域子育て支援拠点事業、利用
者支援事業、幼稚園、児童手当を掲載したチラシを送付し案内したことを踏まえ、地方
公共団体に対し、ウクライナ避難民の方々から子育て支援に関する相談を受けた場合の
積極的な支援を依頼した。さらに、全国のハローワークにおいて、ウクライナ避難民へ
の就労支援を実施しており、ウクライナ語によりハローワークを周知したり、外国人雇
用サービスセンター（東京、名古屋、大阪、福岡）にウクライナ語通訳を配置したりす
るなどして、就労支援に取り組んでいる。

文部科学省では、ウクライナ避難民のこどもの教育機会の確保や日本語教育の体制の
整備、ウクライナ避難民への支援に関する一元的な問合せ窓口の設置等に取り組んでいる。

⑹　外国人の人権をめぐる人権侵害事案に対する適切な対応	
法務省の人権擁護機関では、全国の法務局・地方法務局又はその支局や特設の人権相

談所において人権相談に応じている。人権相談等を通じて、外国人であることを理由と
した差別等の人権侵害の疑いのある事案を認知した場合は、人権侵犯事件として調査を
行い、事案に応じた適切な措置を講じている。

日本語を自由に話すことの困難な外国人等からの人権相談については、全国の法務局・
地方法務局において、「外国人のための人権相談所」を設け、約80の言語による人権相
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談に対応している。
また、「外国語人権相談ダイヤル」（ナビダイヤル：0570-090911（全国共通））を設置し、

英語・中国語・韓国語・フィリピノ語・ポルトガル語・ベトナム語・ネパール語・スペ
イン語・インドネシア語・タイ語の10言語による人権相談に応じている。

さらに、「外国語インターネット人権相談受付窓口」（https://www.moj.go.jp/
JINKEN/jinken21.html#01）を開設しており、上記と同様の10言語による人権相談を
受け付けている。

人権侵犯事件数（開始件数） 令和２年 令和３年 令和４年 令和５年 令和６年

外国人に対する差別待遇 60 59 47 83 98
（法務省人権擁護局の資料による）

ポスター「外国語人権相談ダイヤル」
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８　感染症

HIV（ヒト免疫不全ウイルス）や肝炎ウイルス等の感染症に対する正しい知識と理解は、
いまだ十分とはいえない状況にある。これらの感染症の感染者や患者、その家族等が、周
囲の人々の誤った知識や偏見等により、日常生活、職場、医療現場等で差別やプライバシー
侵害を受けるなどの人権問題が発生している。

このような感染症をめぐる偏見や差別の解消のため、取組を推進していく必要がある。

⑴　�エイズ患者及びHIV感染者に対する偏見・差別をなくし、理解を深めるための教育・
啓発活動	

ア　厚生労働省では、エイズ患者及びHIV感染者に対する偏見・差別の解消及びエイズ
のまん延防止のため、12月１日の「世界エイズデー」のキャンペーンイベントとして、
令和６年11月29日に、「RED RIBBON LIVE 2024」を開催し、著名人等による音楽・トー
クライブイベントを行った。また、エイズに関する
電話相談事業を実施するなど、HIV・エイズに関す
る正しい知識の普及啓発活動に努めている。

さらに、HIV・エイズの正しい知識の普及啓発を
目的として「『世界エイズデー』ポスターコンクール」
を実施し、小・中学生の部43点、高校生の部211点、
一般の部82点の応募があった。最優秀作品は世界エ
イズデーキャンペーンポスターのデザインに採用
し、全国各地で掲示することにより、HIV・エイズ
について理解を深めてもらう良い機会となっている。

イ　文部科学省では、学習指導要領に基づき、学校において、エイズについて正しく理
解するよう指導するとともに、エイズ患者及びHIV感染者に対する偏見・差別をなく
す内容を含む教材の周知を行った。

ウ　法務省の人権擁護機関では、「感染症に関連する偏見や差別をなくそう」を強調事
項の一つとして掲げ、啓発冊子の配布等、各種人権啓発活動を実施している。

⑵　肝炎ウイルス感染者に対する偏見・差別をなくし、理解を深めるための教育・啓発活動
肝炎は、肝臓の細胞が傷つけられ、その働きが損なわれる病気で、患者の多くはB型

肝炎ウイルス、C型肝炎ウイルスに起因するものである。
B型、C型肝炎ウイルスは、主に血液や体液を介して感染する。肝炎ウイルスの感染

を予防するためには、血液や体液が付いた器具を共用しないこと、血液や体液が傷・粘
膜に直接触れるのを防ぐことが重要であり、このほか、普段の生活の中では、B型肝炎
やC型肝炎に感染することはない。しかし、これらのことが十分に理解されていない結

ポスター
「令和６年度『世界エイズデー』」
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果として、偏見や差別に苦しんでいる肝炎ウイルスの感染者や患者も少なくない。
感染者や患者に対する偏見や差別を解消するためには、幅広い世代を対象に、肝炎に

ついての正しい知識を普及し、また、肝炎患者等の人権を尊重するためにはどのように
振る舞うべきかを考え、学ぶことが重要である。
ア　厚生労働省では、７月28日を「日本肝炎デー」と定め、この日を中心に国や地方公

共団体等で様々な普及啓発活動を行っており、国の「知って、肝炎プロジェクト」では、
令和６年７月23日に普及啓発イベント「知って、肝炎プロジェクト健康デー 2024」を
開催した。同プロジェクトにおいては、著名人による都道府県知事への訪問等による
普及啓発活動や、患者の経験を踏まえた肝炎への正しい理解を促す広報を行っている。

このほか、調査研究事業において、肝炎患者等からの相談事例の分析を行うととも
に、肝炎患者等の置かれた状況について考えるシンポジウムの開催や、感染症患者に
対する偏見差別・人権をテーマとした模擬授業を行い、調査研究の成果普及に努めて
いる。

また、青少年が肝炎に関する正しい知識を学ぶことにより、肝炎ウイルスの感染を
予防するとともに、集団予防接種によるB型肝炎ウイルスの感染拡大の経緯・歴史等
を学び、肝炎ウイルス感染者・患者の方々に対する偏見・差別をなくすことを目的と
して、全国B型肝炎訴訟原告団・弁護団の協力を得て、副読本「B型肝炎 いのちの教育」
を作成し、令和２年度から全国の中学３年生の教員向けに配布を行っている。あわせ
て、全国B型肝炎訴訟原告団・弁護団が本副読本を用いて実施している「患者講義（集
団予防接種によりB型肝炎に感染した患者等を講師として派遣し被害者の声を伝える
活動）」について、全国の中学校に周知している。

イ　文部科学省では、感染者や患者に対する偏見や差別をなくすこと等を目的として厚
生労働省が作成・配布する副読本「B型肝炎 いのちの教育」の活用について、各都道
府県教育委員会等へ周知を行った。

ウ　法務省の人権擁護機関では、「感染症に関連する偏見や差別をなくそう」を強調事項
の一つとして掲げ、啓発冊子の配布等、各種人権啓発活動を実施している。

知って、肝炎プロジェクト
健康デー 2024

副読本「B型肝炎 いのちの教育」
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⑶　新型インフルエンザ等の感染者等に対する偏見・差別等の人権問題に関する取組
近年、新興感染症は国際的な脅威となっているが、取り分け、新型コロナウイルス感

染症（Covid-19。以下「新型コロナ」という。）に関連しては、感染者や医療従事者等
への偏見・差別を始めとする様々な人権問題が発生した。このような状況を踏まえ、「新
型インフルエンザ等対策特別措置法」（平成24年法律第31号）が令和３年２月に改正され、
新型インフルエンザ等の患者等（「患者及び医療従事者並びにこれらの者の家族その他
のこれらの者と同一の集団に属する者」）に対する差別的取扱いの防止に係る国及び地
方公共団体の責務を定める規定が設けられたほか、同法に基づく「新型インフルエンザ
等対策政府行動計画」について、令和６年７月、新型コロナへの対応の経験やその課題
を踏まえた抜本的な見直しを行い、次なる感染症危機対応を行うに当たっては、感染拡
大防止と社会経済活動のバランスを踏まえた、感染症危機に強くてしなやかに対応でき
る社会を目指すことが必要であるとされ、こうした社会を目指すに当たり、基本的人権
の尊重が一つの目標として掲げられた。

また、同計画に係る目標を実現するための各分野の取組においては、感染症対策につ
いて国民等が適切に判断・行動できるよう、発生前における国民等への情報提供・共有
に関する取組として、「偏見・差別等に関する啓発」等を掲げている。
ア　内閣官房では、感染症は誰でも感染する可能性があるもので、感染者やその家族、

所属機関、医療従事者等に対する偏見・差別等は、許されるものではなく、法的責任
を伴い得ることや、患者が受診行動を控える等、感染症対策の妨げにもなること等に
ついて啓発するため、リーフレットを作成し、内閣官房内閣感染症危機管理統括庁ホー
ムページ（https://www.caicm.go.jp/houdou/documents/index.html）上で公表して
いるほか、各都道府県等への周知を行った。

リーフレット「感染症に関する偏見や差別をなくしましょう」
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イ　厚生労働省では、感染症は、誰でも感染する可能性があるもので、感染者やその家
族、所属機関、医療従事者等に対する偏見・差別等がないよう、発出や掲出をする情
報、啓発ツールの表現に配慮した上で、広報活動を行っている。

ウ　法務省の人権擁護機関では、啓発動画「『誰か』のこと　じゃない。（感染症編）」
をYouTube法務省チャンネルで配信するなどの各種人権啓発活動を実施している。

啓発動画「『誰か』のこと　じゃない。」

エ　文部科学省では、学習指導要領に基づき、学校において、感染症について正しく理
解するよう指導するとともに、感染症の内容を含む教材の周知を行った。

⑷　感染症をめぐる人権侵害事案に対する適切な対応
法務省の人権擁護機関では、全国の法務局・地方法務局又はその支局や特設の人権相

談所において人権相談に応じている。人権相談等を通じて、HIV感染者や肝炎ウイルス
感染者等に対する差別等の人権侵害の疑いのある事案を認知した場合は、人権侵犯事件
として調査を行い、事案に応じた適切な措置を講じている。

人権侵犯事件数（開始件数） 令和２年 令和３年 令和４年 令和５年 令和６年

疾病患者（ハンセン病患者等を
除く。）に対する差別待遇 44 68 49 24 11

（法務省人権擁護局の資料による）
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9　ハンセン病患者・元患者やその家族

ハンセン病は、らい菌による感染症であるが、らい菌の病原性は弱く、仮に感染しても
発病する可能性は極めて低い上、現在では有効な治療薬が存在し、早期の治療により障害
を残すことなく治る病気である。

しかし、かつて我が国においては、全ての患者に療養所への入所を強制する強制隔離政
策が採られ、平成８年に「らい予防法」が廃止されるまで継続した。こうした長期にわた
る強制隔離政策と、患者の隔離を徹底するために国主導の下各都道府県においてなされた

「無らい県運動」という患者を見付け出し療養所に送り込む施策が行われたことにより、
ハンセン病が恐ろしい感染症であるという誤った認識が広く国民に浸透し、ハンセン病患
者・元患者及びその家族に対する偏見・差別が作出・助長された。

平成13年５月の「らい予防法違憲国家賠償請求訴訟」の熊本地方裁判所判決以後も、政
府は、ハンセン病問題に対する正しい知識の普及啓発等に継続的に取り組んできた。しか
し、偏見や差別の根絶には至らず、令和元年７月、「ハンセン病家族国家賠償請求訴訟」
の熊本地方裁判所判決を受けて公表した内閣総理大臣談話（以下「令和元年総理談話」と
いう。）においては、我が国でかつてとられた強制隔離政策の下で、患者・元患者のみな
らず、その家族に対しても、社会において極めて厳しい偏見、差別が存在し、患者・元患
者とその家族が苦痛と苦難を強いられてきたことに対し、政府としての深い反省とおわび
が示されるとともに、家族を対象とした新たな補償の措置を講ずること、関係省庁が連携・
協力し、患者・元患者やその家族が置かれていた境遇を踏まえた人権啓発、人権教育など
の普及啓発活動の強化に取り組むことが示された。

これを受けて、政府では、原告団等との「ハンセン病に係る偏見差別の解消に向けた協
議」を開催するなどして、ハンセン病患者・元患者やその家族が置かれていた境遇を踏ま
えた人権啓発、人権教育などの普及啓発活動の強化に取り組んでいる。

⑴　�ハンセン病患者・元患者やその家族に対する偏見・差別をなくし、理解を深めるため
の教育・啓発活動

ア　厚生労働省では、令和２年12月に、ハンセン病患者・元患者やその家族が置かれて
いた境遇を踏まえた人権啓発、人権教育などの普及啓発活動の強化等に向けて検討を
進めるため、法務省及び文部科学省と共に、原告団等との「ハンセン病に係る偏見差
別の解消に向けた協議（第３回）」を開催した。この協議において、ハンセン病に対
する偏見差別の現状とこれをもたらした要因の分析・解明、国のこれまでの啓発活動
の特徴と問題点の分析、偏見差別の解消のために必要な広報活動や人権教育、差別事
案への対処の在り方についての提言等を行うことを目的とした「ハンセン病に係る偏
見差別の解消のための施策検討会」を設置することが決定され、令和３年度から同検
討会において議論が進められ、令和５年３月に報告書が取りまとめられ、同年５月の
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「ハンセン病に係る偏見差別の解消に向けた協議（第４回）」において提出された。こ
の報告書を受け、元患者やその家族との新たな協議の場を設けるとともに、法務省、
文部科学省と連携しながら、ハンセン病に対する偏見・差別の解消に向けた対策の具
体的な検討を行っている。

また、厚生労働省では、ハンセン病問題に対する正しい知識の普及のため、様々な
普及啓発活動を行っている。平成21年度から、「ハンセン病療養所入所者等に対する
補償金の支給等に関する法律」（平成13年法律第63号）の施行日である６月22日を「ら
い予防法による被害者の名誉回復及び追悼の日」と定め、追悼、慰霊及び名誉回復の
行事を実施している。令和６年度においては、６月20日に開催し、武見厚生労働大臣、
村井内閣官房副長官、新谷衆議院厚生労働委員長、尾辻参議院議長、小泉法務大臣、
盛山文部科学大臣等が出席し実施した。

さらに、令和７年２月11日に、法務省、文部科学省等と連携し、ハンセン病問題に
対する正しい知識の普及啓発を目的とした「第24回ハンセン病問題に関するシンポジ
ウム」を現地開催（クローバープラザ（福岡県春日市））とライブ配信によるハイブリッ
ド開催をし、高校生によるハンセン病回復者及びその家族の聞き書きや大学生による
発表「聞き書きのその後」、ハンセン病家族訴訟原告団団長林力氏による講演「林力
さん、100歳。その人生の証言をもとに、ハンセン病問題を振り返ります。」等を行った。

このほか、平成14年度から、ハンセン病問題を正しく理解するための中学生向けパ
ンフレット「ハンセン病の向こう側」及び指導者向け教本を作成し、全国の中学校、
教育委員会等に配布している。

「らい予防法による被害者の
名誉回復及び追悼の日」式典

らい予防法による被害者の名誉回復及び追悼の碑
パンフレット

「ハンセン病の向こう側」

イ　文部科学省では、例年、厚生労働省が作成・配布する中学生向けパンフレット「ハ
ンセン病の向こう側」及び指導者向け教本の活用について、各都道府県教育委員会等
へ周知しているところ、令和５年度に引き続き、令和６年度も、関係省庁間の連携の
下で一体的に施策を進めるため、法務省、文部科学省及び厚生労働省の３省連名で、
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ハンセン病問題に関する教育の更なる推進を目的とした通知を令和６年10月１日付け
で発出した。同通知では、厚生労働省作成のパンフレットや法務省作成の人権啓発動
画、冊子等の資料の活用・促進、国立ハンセン病資料館の講師派遣等について周知徹
底を行っている。また、各都道府県教育委員会等の人権教育担当者を対象とした会議
や独立行政法人教職員支援機構が実施する人権教育推進研修等において、人権教育担
当指導主事や教員等に対し、ハンセン病問題に関する教育を推進するための情報提供
を行うとともに、当該地域や学校において専門的知見を活用して組織的な取組等を推
進する人材の育成を行っている。さらに、令和３年12月に配信を開始した、独立行政
法人教職員支援機構が提供する校内研修用の動画コンテンツの一環としてのハンセン
病問題に係る講義動画について、引き続き、周知を図った。この動画は学校でハンセ
ン病問題に係る教育に真摯に取り組んでこられた校長先生による講義を収録してお
り、学校等での校内研修等への活用を促進している。	

ハンセン病家族
国家賠償請求訴訟を踏まえた

人権教育推進検討チーム
（文部科学省ホームページ）

加えて、社会教育において中核的な役割を担う社会教育主事の資格付与のための講
習や現職を対象にした研修において人権問題等の現代的課題を取り上げ、指導者の育
成及び資質向上を図るとともに、国公私立大学の教務担当者等が出席する会議等にお
いて、人権教育に関する取組を促している。このほか、令和元年10月に文部科学省内
に設置した「ハンセン病家族国家賠償請求訴訟を踏まえ
た人権教育推進検討チーム」では、ハンセン病の元患者
やその家族が置かれていた境遇を踏まえた人権教育を推
進するため、有識者ヒアリングを含む会議と関係施設の
視察等を行い検討を進め、令和３年９月に議論を踏まえ
た当面の取組をまとめた。

ウ　法務省の人権擁護機関では、「ハンセン病患者・元患者やその家族に対する偏見や
差別をなくそう」を強調事項の一つとして掲げ、講演会等の開催、啓発冊子の配布等、
各種人権啓発活動を実施しており、令和元年総理談話を受けて、ハンセン病患者・元
患者やその家族が置かれていた境遇を踏まえた人権啓発活動の強化に取り組んでいる。

また、令和６年７月27日に、厚生労働省及び文部科学省と連携し、「次世代ととも
に考えるハンセン病問題人権シンポジウム～ハンセン病問題から学ぶべきこと～」を
会場開催とオンライン配信のハイブリッド方式で開催した。

さらに、当事者の声をより多くの方々に届けることを目的として作成した啓発動画
「～ハンセン病と家族の物語～夢でしか帰れなかった故郷」を周知するためのインター
ネットバナー広告及び動画広告を実施した。
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次世代とともに考える
ハンセン病問題人権シンポジウム

～ハンセン病問題から学ぶべきこと～

啓発動画
「～ハンセン病と家族の物語～

夢でしか帰れなかった故郷」

⑵　国連における取組
我が国は、ハンセン病患者・元患者とその家族等に対する偏見・差別の解消に向けて、

国際社会において主導的な役割を果たしてきている。具体的には、平成20年、平成21年、
平成22年、平成27年、平成29年及び令和２年の国連人権理事会において、また、平成22
年の国連総会において、ハンセン病に関する誤った認識や誤解に基づく偏見・差別をな
くすための決議（ハンセン病差別撤廃決議）案を主提案国として提出し、いずれも無投
票で採択された。これら決議のフォローアップとして、令和５年７月、我が国は主提案
国として、国連人権理事会にブラジル、エクアドル、エチオピア、フィジー、インド、
キルギス、モロッコ及びポルトガルとハンセン病差別撤廃決議案を共同提出し、無投票
で採択された。同決議においては、共同提案国は68か国に達した。この決議は、全世界
におけるハンセン病患者・回復者及びその家族による人権の享受を実現し、平等な社会
参加を妨げる患者等への差別や偏見を撤廃することを目的に、人権理事会として、ハン
セン病差別撤廃に関する特別報告者の任期を３年間延長することを主な内容としている。

⑶　ハンセン病患者・元患者やその家族の人権をめぐる人権侵害事案に対する適切な対応
法務省の人権擁護機関では、全国の法務局・地方法務局又はその支局や特設の人権相

談所において人権相談に応じている。人権相談等を通じて、ハンセン病患者等に対する
差別等の人権侵害の疑いのある事案を認知した場合は、人権侵犯事件として調査を行い、
事案に応じた適切な措置を講ずることとしている。

人権侵犯事件数（開始件数） 令和２年 令和３年 令和４年 令和５年 令和６年

ハンセン病患者等
に対する差別待遇 ０ １ ０ １ ０

（法務省人権擁護局の資料による）
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10　刑を終えて出所した人やその家族

刑を終えて出所した人等やその家族に対する偏見・差別は根強く、就職に際しての差別
や住居の確保の困難等、社会復帰を目指す人たちにとって、現実は極めて厳しい状況にあ
る。刑を終えて出所した人等が、地域社会に包摂され、その一員として安定した社会生活
を営むためには、本人の強い更生意欲と併せて、家族はもとより、職場、地域社会の理解
と協力が必要である。

政府においては、「再犯の防止等の推進に関する法律」（平成28年法律第104号）に基づ
く「第二次再犯防止推進計画」（令和５年３月17日閣議決定）等により、刑を終えて出所
した人等が、責任ある社会の構成員として受け入れられるよう、広報・啓発活動を始めと
する再犯の防止等のための様々な施策を推進している。

⑴　犯罪をした人や非行のある少年の改善更生への理解・協力を促進するための取組
法務省では、再犯防止啓発月間及び“社会を明るくする運動”強調月間である７月を中

心に、犯罪や非行の防止と犯罪や非行をした人の改善更生、再犯の防止等について、広
く国民の関心と理解を深めるための広報・啓発活動を展開している。

令和６年度は、再犯防止啓発月間において、「蝶野正洋が高知東生に聞く！『薬物依
存の再犯防止』」と題した再犯防止に関する広報・啓発動画をYouTube法務省チャンネ
ルで配信した。同動画は、プロレスラーの蝶野正洋氏が、薬物依存症に関する啓発活動
に取り組まれている俳優の高知東生氏にインタビューを行う内容となっており、同動画
の配信を通じて、犯罪や非行からの立ち直りには、その背景にある問題へのアプローチ
が重要であり、周囲の方の理解や支援が大切であることを発信した。

“社会を明るくする運動”においては、刑を終えて出所した人等に対する偏見・差別を
なくし、全ての国民が安心して暮らせる幸福な社会を実現するために、「幸福の黄色い
羽根」を運動のシンボルとして掲げ、広報啓発イベント、ミニ集会、住民集会、講演会、
弁論大会、作文コンテスト等の啓発活動を全国各地で行っている。

令和６年度も、XやインスタグラムといったSNSを活用するとともに、芸能事務所と
連携したイベントの開催や各種動画の作成等、幅広い層に向けた広報活動を積極的に展
開した。また、令和６年７月５日には、法務省において、第74回“社会を明るくする運動”
強調月間のキックオフイベントを行った。

以上のような取組を通じて、犯罪や非行をした人の立ち直り支援に関する国民の理解・
協力を促進し、犯罪や非行のない明るい社会を築くため、様々な機関・団体と広く連携
しながら、地域に根ざした国民運動として一層の推進を図っている。
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第74回“社会を明るくする運動”
強調月間キックオフイベント

第74回“社会を明るくする運動”ポスター

再犯防止に関する広報・啓発動画

⑵　刑を終えて出所した人等に対する偏見・差別の解消を目指した啓発活動等
法務省の人権擁護機関では、「刑を終えて出所した人やその家族に対する偏見や差別

をなくそう」を強調事項の一つとして掲げ、啓発冊子の配布等、各種人権啓発活動を実
施している。

また、全国の法務局・地方法務局又はその支局や特設の人権相談所において人権相談
に応じている。人権相談等を通じて、刑を終えた人に対する差別等の人権侵害の疑いの
ある事案を認知した場合は、人権侵犯事件として調査を行い、事案に応じた適切な措置
を講じている。

人権侵犯事件数（開始件数） 令和２年 令和３年 令和４年 令和５年 令和６年

刑を終えた人に対する差別待遇 ５ ４ ４ ２ ７
（法務省人権擁護局の資料による）
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11　犯罪被害者やその家族

犯罪被害者やその家族は、犯罪そのものやその後遺症によって精神的、経済的に苦しん
でいるにもかかわらず、追い打ちを掛けるように、興味本位のうわさや心ない中傷等によ
り名誉が傷つけられたり、私生活の平穏が脅かされたりするなどの問題が指摘されている。

こうした犯罪被害者等の権利利益の保護が図られる社会を実現させるため、平成16年12
月に「犯罪被害者等基本法」（平成16年法律第161号）が成立した。同法に基づき、令和３
年３月に閣議決定された「第４次犯罪被害者等基本計画」では、「４つの基本方針」（注１）
の下、「５つの重点課題」（注２）について279の具体的施策が掲げられ、関係府省庁にお
いて同基本計画に基づく施策が進められている。

（注１）�「４つの基本方針」①尊厳にふさわしい処遇を権利として保障すること、②個々の事情に
応じて適切に行われること、③途切れることなく行われること、④国民の総意を形成しな
がら展開されること

（注２）�「５つの重点課題」①損害回復・経済的支援等への取組、②精神的・身体的被害の回復・
防止への取組、③刑事手続への関与拡充への取組、④支援等のための体制整備への取組、
⑤国民の理解の増進と配慮・協力の確保への取組

⑴　犯罪被害者等の人権に関する啓発・広報	

パンフレット
「犯罪被害者の方々へ」

ア　法務省では、犯罪被害者等の保護・支援のための制度を広く国民に紹介し、その周
知を図るために「犯罪被害者の方々へ」と題するパンフレットを作成し、全国の検察
庁等において犯罪被害者等に配布するとともに、同パンフレットを法務省及び検察庁
ホームページに掲載し、情報提供を行っている。

また、刑事裁判・少年審判終了後の更生保護における犯罪被害者等のための制度に
ついて、リーフレットを配布するなどの広報を実施しているほか、同制度を利用した
犯罪被害者等の体験談等を法務省ホームページ（https://
www.moj.go.jp/hogo1/soumu/hogo08_00011.html）に掲
載するなどして、同制度の広報や関係機関・団体等に対
する周知に努めている。

さらに、法務省の人権擁護機関では、「犯罪被害者やそ
の家族の人権に配慮しよう」を強調事項の一つとして掲
げ、啓発冊子の配布等、各種人権啓発活動を実施している。

イ　警察庁では、関係府省庁の協力を得て、毎年11月25日から12月１日までを「犯罪被
害者週間」として設定し、犯罪被害者等に関する国民の理解を深めるための啓発事業
を集中的に実施しており、令和６年度の犯罪被害者週間に際しては、中央イベントを
東京で開催し、犯罪被害者遺族による講演やパネルディスカッション等を行った。都
道府県、政令指定都市等における犯罪被害者週間関連行事については、全国の開催情
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報を集約した上で、警察庁ホームページ「犯罪被害者等施策」（https://www.npa.go. 
jp/hanzaihigai/index.html）等を活用し、全国的に取組がされていることを広報した。

また、犯罪被害者週間に合わせて、内閣総理大臣から国民に向け、犯罪被害者等支
援への理解と協力を呼び掛けるビデオメッセージが配信された。

さらに、警察における犯罪被害者等支援の広報・啓発として、パンフレット「警察
による犯罪被害者支援」、「犯罪被害給付制度のご案内」等の作成・配布を行うととも
に、毎年11月の警察庁広報重点として「犯罪被害者等支援活動の周知と参加の促進及
び犯罪被害給付制度の周知徹底」を設定している。

都道府県警察では、教育委員会等の関係機関と連携し、犯罪被害者本人や遺族が直
接語り掛ける「命の大切さを学ぶ教室」を実施するとともに、中学生・高校生の参加
による、命の大切さや犯罪被害者等支援をテーマとする作文コンクールを実施したほ
か、大学生を対象にした犯罪被害者等支援に関する講義を行うなど、広報・啓発を実
施した。

このほか、犯罪被害者等への支援活動を行う公益社団法人全国被害者支援ネット
ワークに加盟している民間被害者支援団体等の関係機関・団体との連携を図りながら、
犯罪被害者等支援に関する広報・啓発等の活動を行っている。

⑵　犯罪被害者等に対し支援を行う者等に対する教育訓練
ア　検察職員

検察職員に対しては、犯罪被害者等の保護・支援を目的とした諸制度について、各
種研修や日常業務における上司による指導等を通じて周知し、適正に運用するよう努
めている。

イ　警察職員
警察では、犯罪被害者等の立場に立った適切な支援、対応を行うためには、職員に

対する教育が極めて重要との認識の下、警察職員に対し、犯罪被害者等支援の意義や
各種施策の概要、犯罪被害者等の心情への配慮や具体的な対応の在り方等を理解させ
るための教育を積極的に実施している。

ウ　保護観察官
保護観察官を対象にした各種研修において、犯罪被害者等に対して適切な対応を行

うことができるようにする観点から、また、保護観察対象者に対して、犯罪被害者等
の心情やその置かれている状況について十分理解させ、しょく罪意識のかん養を図る
観点から、犯罪被害者等が置かれている状況や刑事政策における被害者支援の必要性
等をテーマとして、犯罪被害当事者や民間の犯罪被害者支援団体の関係者等による講
義を実施している。

エ　民間の犯罪被害者支援団体のボランティア等
警察では、民間の犯罪被害者支援団体の一員として犯罪被害者等支援を行うボラン
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ティア等に対して、警察職員を講師として派遣するほか、被害者支援教育用DVDの
活用等により、一層効果的な教育訓練を行うよう努めている。

⑶　犯罪被害者等の人権をめぐる人権侵害事案に対する適切な対応
法務省の人権擁護機関では、全国の法務局・地方法務局又はその支局や特設の人権相

談所において人権相談に応じている。人権相談等を通じて、犯罪被害者等に対する人権
侵害の疑いのある事案を認知した場合は、人権侵犯事件として調査を行い、事案に応じ
た適切な措置を講じている。

人権侵犯事件数（開始件数） 令和２年 令和３年 令和４年 令和５年 令和６年

犯罪被害者等に関する人権侵犯 ４ ０ ２ １ ６
（法務省人権擁護局の資料による）
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12　インターネット上の人権侵害

インターネットの普及に伴い、その匿名性や情報発信の容易さから、個人の名誉やプラ
イバシーを侵害したり、差別を助長する表現を掲載したりするなど、人権に関わる様々な
問題が発生している。近時、インターネット上の誹謗中傷が社会問題化していることを契
機として、誹謗中傷に対する非難が高まるとともに、これを抑止すべきとの国民の意識が
高まっていることに鑑み、侮辱罪について、厳正に対処すべき犯罪であるとの法的評価を
示し、これを抑止するため、令和４年６月に成立した「刑法等の一部を改正する法律」（令
和４年法律第67号）では、侮辱罪の法定刑の引上げが行われた（同年７月７日施行）。引
き続き、一般のインターネット利用者等に対して、個人の名誉やプライバシーに関する正
しい理解を深めるための啓発活動を推進していくことが必要である。

⑴　個人のプライバシーや名誉に関する正しい知識を深めるための啓発活動	
ア　法務省の人権擁護機関では、「インターネット

上の人権侵害をなくそう」を強調事項の一つと
して掲げ、講演会等の開催、啓発冊子の配布等、
各種人権啓発活動を実施している。

特に、青少年を中心に深刻化するインターネッ
トによる人権侵害への取組として、全国の法務
局・地方法務局において、中学生等を対象として、
携帯電話会社と連携・協力し、スマートフォン
等の安全な利用について学ぶための人権教室を
実施している。

令和６年度には、中学生・高校生やその保護
者等を対象とした啓発動画「あなたは大丈夫？
考えよう！インターネットと人権」や啓発動画「なくそう！インターネット上の人権
侵害」を作成するとともに、啓発冊子「あなたは、大丈夫？考えよう！インターネッ
トと人権〈四訂版〉」の配布のほか、SNS・掲示板等のインターネット上で発生して
いる誹謗中傷等の根絶を呼び掛ける啓発動画「インターネットはヒトを傷つけるモノ
じゃない。」（全４編）や様々な人権問題を自分の問題として考えることを呼び掛ける
啓発動画「『誰か』のこと　じゃない。（インターネット編）」等のYouTube法務省チャ
ンネルでの配信に加えて、インターネット広告を実施した。

2
公益財団法人人権教育啓発推進センター

考えよう！
インターネットと

あなたは、大丈夫

〈 四訂版 〉

啓発冊子
「あなたは、大丈夫？考えよう！
インターネットと人権＜四訂版＞」
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啓発動画
「あなたは大丈夫？考えよう！

インターネットと人権」

啓発動画
「なくそう！インターネット上の人権侵害」

啓発動画「インターネットはヒトを傷つけるモノじゃない。」

イ　警察では、「私事性的画像記録の提供等による被害の防止に関する法律」（平成26年
法律第126号）に基づく取締りを推進した。令和５年中の私事性的画像に関する相談
等の中で、同法違反により62件を検挙し、そのうち57件は、電子メールやSNS等のイ
ンターネットを利用したものであった。

また、私事性的画像記録等に係る事案の現状・対策、早期相談の重要性、削除申出
方法等、被害防止のための広報啓発活動を推進しており、例えば、警察庁では、ホー
ムページ上に「リベンジポルノ等の被害に遭わないために」と題して、具体的な被害
防止対策を掲載している。

ウ　総務省では、こどもたちのインターネットの安全な利用に係る普及啓発を目的に、
児童・生徒、保護者・教職員等に対する学校等の現場での啓発講座である「e-ネットキャ
ラバン」の実施や、インターネットに係る最新のトラブル事例の予防法等をまとめた

「インターネットトラブル事例集」の作成・公表を行っている。
また、後記「違法・有害情報相談センター」によるセミナーを通じて、安易な個人

情報の投稿等によるプライバシー侵害・名誉毀損等に関する注意喚起を図っている。
エ　こども家庭庁を始めとする関係省庁では、多くの青少年が初めてスマートフォン等

を手にする春の卒業・進学・進級の時期に特に重点を置き、地方公共団体、関係団体、
関係事業者等と連携し、毎年、２月から５月までにかけて、スマートフォンやSNS等
の安全・安心な利用のための啓発活動を集中的に実施する、「春のあんしんネット・
新学期一斉行動」を展開している。
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⑵　インターネットをめぐる人権侵害事案に対する適切な対応
ア　総務省では、令和２年９月に、インターネット上の誹謗中傷に対して早急に対応し

ていくべき取組を具体化するため、「インターネット上の誹謗中傷への対応に関する
政策パッケージ」を公表し、各府省や産学民のステークホルダーと連携して取組を推
進している。

また、総務省では、「特定電気通信による情報の流通によって発生する権利侵害等
への対処に関する法律」（平成13年法律第137号。以下「情報流通プラットフォーム対
処法」という。）の適切な運用の支援に努めており、令和３年４月には発信者情報の
開示の簡易・迅速化のため、同法の改正を行い、新たな裁判手続を創設した。同改正
法は令和４年10月に施行された。

さらに、令和６年５月にも改正を行い、大規模プラットフォーム事業者に対し、対
応の迅速化や運用状況の透明化に係る措置を義務付けることとなった。同改正法は、
令和７年４月１日に施行されている。

加えて、総務省では、通信関連事業者団体等民間での自主的な取組、「インターネッ
ト上の違法な情報への対応に関するガイドライン」、「違法・有害情報への対応等に関
する契約約款モデル条項」、「プロバイダ責任制限法関連ガイドライン」（令和７年５
月から「情報流通プラットフォーム対処法関連ガイドライン」に名称を変更している。）
等の策定や改訂を随時支援している。

このほか、平成21年８月から、インターネット上の違法・有害情報に対して適切な
対応を促進するため、インターネット上の違法・有害情報に関する相談を受け付ける

「違法・有害情報相談センター」を設置しているほか、ヘイトスピーチや部落差別情
報といったインターネット上の人権侵害情報に係る書き込みへの円滑な対応を可能と
するため、平成30年10月から、法務省と共に、通信関連事業者等との意見交換の場（実
務者検討会）を開催するなどの取組を進めている。

イ　法務省の人権擁護機関では、インターネット上の人権侵害情報（私事性的画像記録
によるものを含む。）について相談を受けた場合には、相談者の意向に応じて、相談
者自身が行うプロバイダへの発信者情報開示請求や当該情報の削除依頼の方法を助言
するほか、調査の結果、当該情報が名誉毀損やプライバシー侵害等に該当すると認め
られるときは、「プロバイダ責任制限法名誉毀損・プライバシー関係ガイドライン」（令
和７年５月から「情報流通プラットフォーム対処法名誉毀損・プライバシー関係ガイ
ドライン」に名称を変更している。）における法務省の人権擁護機関による削除要請
に関する記述をも踏まえ、当該情報の削除をプロバイダ等に求めるとともに、特定の
地域を同和地区であると指摘するなどの内容の情報についても削除を求めるなどして
いる。

また、法務省の人権擁護機関が行う削除要請の実効性を向上させるため、法務省の
人権擁護機関の取組についてプロバイダ等により理解を深めてもらうべく、総務省と
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も連携してプロバイダ等及び事業者団体との間で実務者検討会を継続的に開催した
り、プロバイダ等と個別に意見交換を行ったりするなどの取組を進めている。

さらに、法務省人権擁護局は、削除されるべきものの基準等について法的に整理す
ることを目的として、令和３年４月から商事法務研究会が開催した有識者検討会に、
関係行政機関として積極的に参加し、議論のたたき台となる資料の作成等を行ってき
たところ、令和４年５月、この検討会の議論が取りまとめられ、公表された。この取
りまとめでは、インターネット上の投稿に関する違法性の判断基準等についての考え
方や方向性が示されているところ、法務省の人権擁護機関は、この考え方等を踏まえ
た削除要請に取り組むとともに、関係省庁と連携してプロバイダ等にもその内容等に
ついて理解を求めるなど、削除要請の実効性のより一層の向上に努めている。

こうした法務省の人権擁護機関の取組に加え、地方公共団体等からの働き掛けもあ
り、プロバイダ等の人権問題に対する理解が進み、これまでに誹謗中傷等に該当する
違法な書き込みや差別を助長するおそれのある動画等が削除された事例も確認されて
いる。

いじめ防止対策推進法では、インターネットを通じていじめが行われた場合におい
ては、児童等やその保護者が情報の削除等について法務局の協力を求めることができ
る旨の規定（第19条第３項）等が設けられていることから、その趣旨を踏まえて適切
に対応している。

このほか、総務省及びSNS事業者団体である一般社団法人ソーシャルメディア利用
環境整備機構と共同して、「#No Heart No SNS（ハートがなけりゃ SNSじゃない！）」
をスローガンに、SNS利用に関する人権啓発サイトを開設し、情報モラルの向上を図
るとともに、インターネット上の人権侵害に関する関連省庁等の各種の相談窓口を整
理したフローチャートを掲載し、人権相談窓口の周知・広報を行っている。

人権侵犯事件数（開始件数） 令和２年 令和３年 令和４年 令和５年 令和６年

インターネットに関する人権侵犯 1,693 1,736 1,721 1,824 1,707
（法務省人権擁護局の資料による）

SNS利用に関する人権啓発サイト
「#No Heart No SNS」

インターネット上の書き込みなどに関する
相談・通報窓口のご案内
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⑶　インターネット等を介したいじめ等への対応
文部科学省では、「青少年が安全に安心してインターネットを利用できるようにする

ための施策に関する基本的な計画」等に基づき、フィルタリングやインターネット利用
のルールに関する学習・参加型シンポジウムの開催や普及啓発資料の配布等を通じて、
地域・民間団体・関係府省庁等と連携しつつ、保護者及び青少年に対する啓発や教育活
動を推進している。

また、平成26年度から引き続き、都道府県・指定都市において実施されているネット
パトロール監視員や民間の専門機関の活用等による学校ネットパトロールの取組への支
援を行っている。

さらに、学習指導要領に基づき、インターネットの適切な利用を含む情報モラルに関
する教育を推進している。

トピックス

誹謗中傷等のインターネット上の 
違法・有害情報に対処するための取組

インターネットの存在により、膨大な量の情報が世界中を高速で飛び交い、人々
が自由かつ簡便に意思疎通を図ることができるようになりました。これにより、私
たちの生活に大きな便益がもたらされたものの、誹謗中傷を始めとする違法・有害
情報の流通も増加し、大きな社会問題となっています。

総務省では、インターネット上の違法・有害情報への対策として、①ユーザの
ICTリテラシーの向上、②プラットフォーム事業者による投稿の削除等の透明性向
上、③発信者情報開示に関する取組、④相談対応の充実の４つの柱を立てた上で、
各取組を推進してきました。特に、③発信者情報開示に関する取組については、令
和３年にプロバイダ責任制限法を改正し、発信者情報の開示請求に係る新たな裁判
手続を創設する等、対策の強化を行ってきたところです。

インターネット上の誹謗中傷等による被害への対応策

２ 事業者に投稿の
削除を申請

３ 発信者情報開示
請求

４ 相談窓口への
相談

１ ユーザの
ICTリテラシー向上

インターネット上で、自分に関する誹謗中傷等を 他人から書き込まれた場合

総務省の取組
○プロバイダ責任制限法による、削
除に関する責任制限制度の運用。
○事業者の取組のモニタリング。

総務省の取組
○誹謗中傷等の発信をさせ
ないため、ICTリテラシーを
高める活動として、
・ 教材冊子の作成公表、
・ 出前講座
・ 専用特設サイトの拡充
等を継続的に実施。

総務省の取組
○プロバイダ責任制限法による、
発信者情報開示請求制度を
継続的に運用。
○令和３年に法律改正等によ
り、対策を強化（新たな裁判
手続の創設）。

総務省の取組
○対応方法を案内できるよう、
総務省等が運営する相談
窓口（違法・有害情報相
談センター）等における体
制や相互連携について、継
続的に強化。

被害者発信者 事業者
（SNS事業者等）

どうしたらよいか
分からない

誹謗中傷等の
投稿を削除したい

書き込んだ相手に
損害賠償を求めたい

そもそも、誹謗中傷等を
自ら書き込まないために

削除について、一層の
制度的対応が求められ
ていた。 【注】 このほか、法務省では刑法を改正し、侮辱罪の法定刑を引上げ（2022年7月施行）

インターネット上の誹謗中傷等による被害への対応策
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　しかしながら、インターネット上の違法・有害情報の流通状況は、依然として高
止まりの状態が続いています。違法・有害情報相談センター（総務省事業）に令和
５年度に寄せられた違法・有害情報に関する相談件数は6,463件に上っており、被
害者からは投稿の削除に関する相談が特に多く寄せられています。これを踏まえ、
総務省では、令和６年にプロバイダ責任制限法を改正し、大規模なプラットフォー
ム事業者に対して、削除対応の迅速化や運用状況の透明化を義務付けることとしま
した。あわせて、法律の題名も「特定電気通信による情報の流通によって発生する
権利侵害等への対処に関する法律」（略称：情報流通プラットフォーム対処法）に
改めました。

インターネット上の違法・有害情報への対策に当たっては、被害者の救済や発信
者の表現の自由等、様々な権利利益のバランスを踏まえることが重要です。安心・
安全なインターネットの利用環境の整備に向けて、これからも総務省では更なる取
組を進めていきます。

① 対応の迅速化 （権利侵害情報）
・ 削除申出窓口・手続の整備・公表
・ 削除申出への対応体制の整備（十分な知識経験を有する者の選任等）
・ 削除申出に対する判断・通知（原則、一定期間内）

② 運用状況の透明化
・ 削除基準の策定・公表（運用状況の公表を含む）
・ 削除した場合、発信者への通知

※２ 特定電気通信役務提供者の損害賠償責任の制限及び発信者情報の開示に関する法律
（プロバイダ責任制限法：プロバイダ等の免責要件の明確化、発信者情報開示請求を規定）

大規模プラットフォーム事業者※１に対して、以下の措置を義務づける。
※１ 迅速化及び透明化を図る必要性が特に高い者として、権利侵害が発生するおそれが少なくない一定規模以上等の者。

上記規律を加えるため、法律※２の題名を「特定電気通信による情報の流通によって発生する権利
侵害等への対処に関する法律」（情報流通プラットフォーム対処法）に改める。

公布の日（令和６年５月17日）から起算して１年を超えない範囲内において政令で定める日

誹謗中傷等のインターネット上の違法・有害情報に対処するため、大規模プラットフォーム事業者に対し、
①対応の迅速化、②運用状況の透明化に係る措置を義務づける法改正を実施済み（令和６年５月）。

改正内容

施行期日

情報流通プラットフォーム対処法（プロバイダ責任制限法の一部改正）の概要

情報流通プラットフォーム対処法（プロバイダ責任制限法の一部改正）の概要
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13　北朝鮮当局によって拉致された被害者等

北朝鮮当局による日本人拉致は、我が国の主権に関わる問題であるとともに、重大な人
権侵害である。

拉致問題に関する啓発については、「拉致問題その他北朝鮮当局による人権侵害問題へ
の対処に関する法律」（平成18年法律第96号。以下「北朝鮮人権法」という。）において、
政府及び地方公共団体が拉致問題その他北朝鮮当局による人権侵害問題に関する国民世論
の啓発を図るよう努めるものと定められている。

また、人権教育・啓発に関する基本計画においては、拉致問題等についての正しい知識
の普及を図り、国民の関心と認識を深めるための取組を積極的に推進するものと定められ
ている。

拉致問題の解決には、国内世論及び国際世論の後押しが重要であるとの観点から、政府
は、拉致問題に関する国内外の理解促進に努めている。

⑴　北朝鮮人権侵害問題啓発週間における取組	
北朝鮮人権法は、12月10日から同月16日までを「北朝鮮人権侵害問題啓発週間」と定

めている。令和６年度は、政府主催イベントとして、令和６年12月14日に、拉致問題対
策本部と法務省の共催、外務省と文部科学省の後援による政府主催「拉致問題に関する
シンポジウム～全ての拉致被害者の一日も早い帰国の実現に向けて～」を東京都千代田
区において開催した。同シンポジウムでは、北朝鮮による拉致問題の実態と家族の苦悩
について、拉致被害者等御家族による「生の声」の訴えが行われたほか、有識者による
北朝鮮を巡る情勢等についての講演を行った。また、中学生及び高校生を対象とする北
朝鮮人権侵害問題啓発週間作文コンクールの表彰式、「拉致問題に関する中学生サミッ
ト」の報告も行われた。

さらに、同週間の周知を目的として、インターネッ
ト広告及び全国の鉄道主要路線における車内広告を
実施するとともに、全国の地方新聞52紙へ広告を掲
載したほか、関係府省庁や地方公共団体と連携して、
全国各地でポスターを掲出するなど、同週間にふさ
わしい活動に取り組んだ。 拉致問題に関するシンポジウム

～全ての拉致被害者の
一日も早い帰国の実現に向けて～
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作文コンクール表彰式 中学生サミットの報告

ポスター
「北朝鮮人権侵害問題啓発週間」

拉致被害者の１日も早い帰国を目指し、 政府は全力で取り組んでまいります。

拉致問題の解決のためには、

私たち一人ひとりの強い思いが必要です。

拉致問題の解決

取り戻す
必ず

拉致問題その他北朝鮮当局による人権侵害問題に対する認識を深めよう

https://www.moj.go.jp/JINKEN/jinken103.html
● 法務省ホームページ

https://www.rachi.go.jp/
● 拉致問題対策本部ホームページ

拉致問題に関するシンポジウム政府主催

日 程

主 催

場 所

お問い合わせ先

北朝鮮
人権侵害問題
啓発週間

12月10日～16日

※詳細は、追って拉致問題対策本部ホームページに掲載されます。政府拉致問題対策本部公式動画チャンネルで配信予定

12月14日（土）
政府 拉致問題対策本部・法務省

イイノホール
（東京都千代田区内幸町 2－1－1）

03‐3581‐8898

⑵　広報媒体の活用
拉致問題対策本部は、舞台劇「めぐみへの誓い―奪還―」並びに映画「めぐみ―引き

裂かれた家族の30年」及びアニメ「めぐみ」・「拉致被害者御家族ビデオメッセージ」の
上映会の開催、政府拉致問題対策本部ホームページ、YouTube拉致問題対策本部公式
動画チャンネル、拉致問題対策本部公式Xの運営、内閣府庁舎１階の啓発コーナー「拉
致問題を知るひろば」の運営、啓発用のポスターやパンフレットの配布等を行っている。

⑶　地方公共団体・民間団体との協力	

チラシ「拉致問題啓発舞台劇公演
『めぐみへの誓い―奪還―』」

拉致問題対策本部は、地方公共団体及び民間団体との共
催による啓発行事として「拉致問題を考える国民の集い」、
映画「めぐみ―引き裂かれた家族の30年」及びアニメ「め
ぐみ」・「拉致被害者御家族ビデオメッセージ」の上映会を
開催した。また、令和６年度は、地方公共団体との共催、
法務省、外務省及び文部科学省の後援により、拉致問題啓
発行事として、舞台劇「めぐみへの誓い―奪還―」を８回
上演した。

⑷　学校教育における取組
文部科学省では、各都道府県教育委員会等の人権教育担当者を対象とした会議や独立

行政法人教職員支援機構が実施する人権教育推進研修等において、北朝鮮当局による拉
致問題に関する映像作品の活用促進等について情報提供するなど、各種機会を通じて周
知を図っている。

拉致問題対策本部は、毎年、全国の教育委員会等に対して、アニメ「めぐみ」の教育
現場での活用を依頼するとともに、「北朝鮮人権侵害問題啓発週間作文コンクール」を
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実施している。また、SNSを活用した発信の多様化に取り組むとともに、拉致問題対策
本部電子図書館を開設し、電子コミック「母が拉致された時 僕はまだ１歳だった」を
教育現場に無償貸与する取組を行っている。

令和６年度においては、令和５年度に続き「拉致問題に関する中学生サミット」を開
催した。全国の都道府県及び政令指定都市教育委員会から推薦された67人の中学生が東
京に集まり、拉致問題について学び、拉致問題を同世代、家族、地域の人に自分事とし
て考えてもらうためにはどうしたらよいかにつき、グループ協議、全体交流などの活動
を通して議論を行ったほか、中学生が考案したアイディアを基に広報動画を制作し、拉
致問題対策本部のYouTubeチャンネルで公開している。これらの取組以外にも、平成
30年度から教員等研修を実施しており、令和６年度は、拉致問題の概要説明、拉致被害
者家族及び帰国拉致被害者の講演等を内容とするオンライン研修を実施した。加えて、
令和元年度から、初等中等教育に携わる教員を目指す大学生を対象に、拉致被害者家族
及び帰国拉致被害者の講演、学習指導案の作成、模擬授業の実施等を通じて授業で拉致
問題を取り上げるための教授能力を身に付ける講座を大学と共同で開設しており、令和
６年度は岡山大学と共同で実施した。

広報動画「奪われたハート」篇

⑸　海外に向けた情報発信
各国首脳・外相との会談、G ７サミット、日米豪印首脳会合・外相会合、日米韓首脳

会合、ASEAN関連首脳会議等において拉致問題を提起し、諸外国からの理解と支持を
得てきている。

令和６年６月のG ７プーリアサミットでは、G ７首脳との間で、拉致問題を含む北朝
鮮への対応において引き続き緊密に連携していくことを確認するとともに、首脳コミュ
ニケにも、G ７として拉致問題を即時に解決するよう求める旨記載した。同月には、日
本、米国、豪州、韓国及び欧州連合（EU）の共催により、拉致問題に関するオンライ
ン国連シンポジウムを開催し、拉致問題の一刻も早い解決に向けて国際社会の理解と協
力を呼び掛けた。また、同年９月の日米豪印首脳会合では、共同声明の中で拉致問題の
即時解決の必要性を再確認し、同年10月の日・ASEAN首脳会合では、ASEAN諸国か
ら拉致問題を含む人道的問題の解決の重要性について言及があり、石破内閣総理大臣か
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ら、拉致問題の即時解決に向け、引き続き各国の理解と協力を要請した。さらに、令和
７年２月、米国にて、石破内閣総理大臣とトランプ大統領との間で初めて行われた対面
での日米首脳会談では、拉致問題の即時解決について、石破内閣総理大臣から引き続き
の理解と協力を求め、トランプ大統領から全面的な支持を得た。同年３月には、米国を
始めとする国際社会に対し、拉致問題の即時解決に向けた理解と協力を訴えるため、米
ワシントン・ポスト紙に日本政府の意見広告を掲載した。

そのほかにも、外務省では、在外公館において、各国政府関係者、報道関係者、有識
者等に対し、各種広報媒体を活用し、拉致問題についての説明・啓発を行った。

⑹　北朝鮮当局による人権侵害問題に対する認識を深めるための啓発活動
法務省の人権擁護機関では、「北朝鮮当局による人権侵害問題に対する認識を深めよ

う」を強調事項の一つとして掲げ、北朝鮮人権侵害問題啓発週間を中心に、講演会等の
開催、啓発冊子の配布等、各種人権啓発活動を実施している。

なお、北朝鮮人権侵害問題啓発週間における取組は、前記13⑴のとおりである。

⑺　国連における取組
令和６年４月には国連人権理事会、同年12月には国連総会において、欧州連合（EU）

が提出し、我が国が共同提案国となった、北朝鮮人権状況決議案が無投票で採択された。
特に、同年12月の国連総会で採択された決議では、北朝鮮に対して、全ての拉致被害者
の即時帰国を強く要求する旨を始め、拉致問題に関してしっかりと記載されており、具
体的には「拉致被害者及び家族が高齢化し時間的制約のある中、深刻な人権侵害を伴う
国際的な拉致問題及び全ての拉致被害者の即時帰国の緊急性及び重要性を深刻な懸念を
もって改めて強調」、「拉致被害者及び家族が強制的な離別によって長きにわたり被り続
ける多大な苦しみ、（中略）北朝鮮が何ら具体的かつ前向きな行動をとっていないこと、
並びに、強制的失踪作業部会及び恣意的拘禁作業部会からの複数回の情報提供要請に対
して同一かつ実質的な内容がない回答をしていることに対し深刻な懸念を表明」、「北朝
鮮に対し、全ての強制失踪の申立てへの対処に当たり、拉致被害者及びその家族の声に
真摯に耳を傾け、速やかに被害者の家族に対する被害者の安否及び所在に関する正確、
詳細かつ完全な情報の誠実な提供、全ての拉致被害者に関する全ての問題の即時解決、
特に全ての日本人及び韓国人拉致被害者の即時帰国の実現を改めて強く要求」するなど
の文言が含まれた。

また、同年６月には、拉致問題を含む北朝鮮の人権状況を協議するための安保理公開
会合が開催され、日本から、拉致問題の即時解決に向けた支持と協力を呼びかけ、複数
の国々等からも拉致問題の深刻さや即時解決の重要性に言及があった。
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⑻　北朝鮮当局による人権侵害問題に対する適切な対応
法務省の人権擁護機関では、全国の法務局・地方法務局又はその支局や特設の人権相

談所において人権相談に応じている。人権相談等を通じて、北朝鮮当局によって拉致さ
れた被害者等に関する嫌がらせ等の人権侵害の疑いのある事案を認知した場合は、人権
侵犯事件として調査を行い、事案に応じた適切な措置を講ずることとしている。

人権侵犯事件数（開始件数） 令和２年 令和３年 令和４年 令和５年 令和６年

北朝鮮当局によって拉致された
被害者等に対する人権侵犯 ０ ０ ０ ０ ０

（法務省人権擁護局の資料による）



9393

第
２
章

人
権
課
題
に
対
す
る
取
組

14　令和６年度啓発活動強調事項に掲げた人権課題

政府は、人権教育・啓発に関する基本計画の「各人権課題に対する取組」に掲げられて
いない人権課題についても、それぞれの問題状況に応じて、その解決に資する施策を実施
している。

その中には、広島・長崎の原子爆弾被爆者に関する人権問題として、被爆に関するいわ
れなき差別や風評被害等といった、筆舌に尽くし難い長年にわたり生じている人権問題等、
唯一の戦争被爆国である我が国において、引き続き、施策強化を必要とするものもある。

ここでは、法務省の人権擁護機関が啓発活動の強調事項として掲げている課題を取り上
げ、各府省庁が取り組んだ人権教育・啓発の施策を取りまとめた。

⑴　ホームレスの人権及びホームレスの自立の支援等
平成14年に制定された「ホームレスの自立の支援等に関する特別措置法」（平成14年

法律第105号）では、ホームレスの自立の支援等に関してはホームレスの人権に配慮す
ることが定められている。同法は10年間の時限法として制定されたものであるが、平成
24年６月にその期限が５年間延長され、平成29年６月に更に10年間延長されたところで
ある。

また、同法に基づき、令和５年７月にホームレスの実態に関する全国調査の結果を踏
まえて策定した「ホームレスの自立の支援等に関する基本方針」では、ホームレス及び
近隣住民の双方の人権に配慮しつつ、啓発広報活動、人権相談等の取組により、ホーム
レスの人権の擁護を推進することが必要であること等が盛り込まれている。

これらも踏まえ、法務省の人権擁護機関では、「ホームレスに対する偏見や差別をな
くそう」を強調事項の一つとして掲げ、啓発冊子の配布等、各種人権啓発活動を実施し
ている。

また、全国の法務局・地方法務局又はその支局や特設の人権相談所において人権相談
に応じている。人権相談等を通じて、ホームレスに対する嫌がらせ等の人権侵害の疑い
のある事案を認知した場合は、人権侵犯事件として調査を行い、事案に応じた適切な措
置を講ずることとしている。

人権侵犯事件数（開始件数） 令和２年 令和３年 令和４年 令和５年 令和６年

ホームレスに対する人権侵犯 １ １ ０ ０ ０
（法務省人権擁護局の資料による）

⑵　性的マイノリティに関する人権
令和５年６月、性的指向及びジェンダーアイデンティティの多様性に寛容な社会の実

現に資することを目的として、「性的指向及びジェンダーアイデンティティの多様性に
関する国民の理解の増進に関する法律」（令和５年法律第68号。以下「理解増進法」と
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いう。）が議員立法により成立・施行された。
政府は、理解増進法に基づき、全ての国民が、その性的指向又はジェンダーアイデン

ティティにかかわらず、等しく基本的人権を享有するかけがえのない個人として尊重さ
れるものであるとの理念にのっとり、性的指向及びジェンダーアイデンティティを理由
とする不当な差別はあってはならないものであるとの認識の下に、相互に人格と個性を
尊重し合いながら共生する社会の実現を目指しており、関係府省庁が横断的に連携し、
性的指向及びジェンダーアイデンティティの多様性に関する国民の理解の増進に関する
施策（以下「理解増進施策」という。）を総合的かつ効果的に推進することとしている。
ア　内閣府では、性的指向及びジェンダーアイデンティティの多様性の尊重に関する考

え方等を説明するパンフレットを作成したほか、理解増進法の趣旨や目的に関する
Q&A及びリーフレット、都道府県・政令指定都市における理解増進施策の担当課の
一覧を内閣府ホームページ（https://www8.cao.go.jp/rikaizoshin/index.html）に掲
載するとともに、リーフレットについては、令和７年３月に地方公共団体等を通じて、
国民一般向けに配布した。

また、理解増進法第９条に基づく学術研究等の一環として、性的指向及びジェンダー
アイデンティティについての国民一般の理解浸透度に係る研究等を行った。

さらに、理解増進施策の総合的かつ効果的な推進を図るための連絡調整を行うこと
を目的とし、内閣府を始めとする関係府省で構成する「性的指向・ジェンダーアイデ
ンティティ理解増進連絡会議」を令和６年度は計８回開催し、関係省庁と連携した国
民の理解の増進に関する取組を推進した。

このほか、令和６年12月に、理解増進法第７条に基づき、令和５年度に政府が実施
した理解増進施策の実施状況を公表した。

イ　総務省では、地方公共団体における職員の採用に当たり、性的指向及びジェンダー
アイデンティティといった標準職務遂行能力及び適性の判定に必要のない事項の把握
を行うことは、「地方公務員法」（昭和25年法律第261号）第13条に規定する「平等取
扱いの原則」に反しているとの疑念を受けかねないものであることから、改めて採用
試験について点検することを依頼したり、各種ハラスメントの防止に向けて、厚生労
働省指針等を踏まえ、適切に取り組むことを要請したりするなど、性的指向及びジェ
ンダーアイデンティティの多様性に関する地方公共団体の職員の理解増進を図って 
いる。

ウ　法務省の人権擁護機関では、「性的マイノリティに関する偏見や差別をなくそう」
を強調事項として掲げ、講演会等の開催、啓発冊子の配布等、各種人権啓発活動を実
施している。

その一環として、性的マイノリティの人権問題を含めた職場における各種人権問題
について解説した啓発冊子及び啓発動画「企業と人権～職場からつくる人権尊重社
会～」や、啓発動画「あなたが　あなたらしく生きるために　性的マイノリティと人
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権」について、全国の法務局・地方法務局における配布・貸出し、YouTube法務省チャ
ンネルでの配信等を行っている。

また、令和５年３月に、企業・団体における性的マイノリティに関する取組を促進
するとともに、社会全体の性的マイノリティの方々に対する理解の増進に資するよう、
企業等の取組事例を紹介する特設サイト「Myじんけん宣言・性的マイノリティ編」
を開設した。同年７月から投稿型コンテンツとして本格的な運用を開始しており、そ
の周知を図っている。

さらに、全国の法務局・地方法務局又はその支局や特設の人権相談所において人権
相談に応じている。人権相談等を通じて、性的マイノリティに関する嫌がらせ等の人
権侵害の疑いのある事案を認知した場合は、人権侵犯事件として調査を行い、事案に
応じた適切な措置を講じている。

人権侵犯事件数（開始件数） 令和２年 令和３年 令和４年 令和５年 令和６年

性的マイノリティに関する人権侵犯 17 ９ ９ 26 12
（法務省人権擁護局の資料による）

「Myじんけん宣言・性的マイノリティ編」
特設サイト

エ　文部科学省では、平成27年４月、「性同一性障害に係る児童生徒に対するきめ細か
な対応の実施等について」を通知し、学校における適切な教育相談の実施等を促して
いる。また、平成28年４月、「性同一性障害や性的指向・性自認に係る、児童生徒に
対するきめ細かな対応等の実施について」（教職員向けパンフレット）を文部科学省
ホームページ（https://www.mext.go.jp/b_menu/houdou/28/04/__icsFiles/afieldfi
le/2016/04/01/1369211_01.pdf）において公表するとともに、同年７月、全国の小中
高等学校等に配布し、各都道府県教育委員会等の人権教育担当者を対象とした会議や
独立行政法人教職員支援機構が実施する人権教育推進研修等においても、周知徹底を
図っている。さらに、令和４年12月に公表した改訂版生徒指導提要において、「性的
マイノリティ」に関する課題と対応について新たに追記し、教職員への適切な理解の
促進、教職員の人権感覚の醸成及び相談体制の整備が重要であること、「性的マイノ
リティ」とされる児童生徒への配慮と他の児童生徒への配慮との均衡を取りながら支
援を進めること等について記載し、適切な対応を求めている。加えて、日本学生支援
機構が作成した「大学等における性的指向・性自認の多様な在り方の理解増進に向け
て」（教職員向け啓発資料）を活用し、大学等の教職員が出席する会議等を通じて、
学生の意思等に配慮したきめ細かな対応を依頼するなどの取組を実施している。
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このほか、理解増進法の成立・施行を踏まえ、同法の趣旨や、文部科学省における
性的マイノリティの児童生徒等への対応に関する取組について、教育委員会や大学等
に周知を行った。

オ　厚生労働省では、性的マイノリティに関することを理由としたものも含め、社会的
なつながりが希薄な方々の相談先として、24時間365日無料の電話相談窓口を設置す
るとともに、必要に応じて面接相談や同行支援を実施して具体的な解決につなげる寄
り添い支援を行っている。

また、職場における性的マイノリティに関する理解を促進するため、性的マイノリ
ティに関する企業の取組事例等を調査する事業を実施し、調査結果等をまとめた事例
集等を作成し、周知している。

さらに、男女雇用機会均等法に基づく職場におけるセクシュアルハラスメント防止
のための指針において、相手が性的マイノリティであるかどうかにかかわらず、性的
な言動がセクシュアルハラスメントに該当する旨を明記しており、また、労働施策総
合推進法に基づく職場におけるパワーハラスメント防止のための指針において、性的
マイノリティに関する侮辱的な言動を行うこと等をパワーハラスメントに該当すると
考えられる例として明記している。

このほか、公正な採用選考についての事業主向けパンフレット等に「性的マイノリ
ティなど特定の人を排除しない」旨記載し、ホームページ上にも公表している。

⑶　人身取引（性的サービスや労働の強要等）事犯に対する適切な対応
人身取引（性的サービスや労働の強要等）は重大な人権侵害であり、人道的観点から

も迅速・的確な対応が求められている。これは、人身取引が、その被害者に対して深刻
な精神的・肉体的苦痛をもたらし、その被害の回復は非常に困難だからである。
ア　政府は、「人身取引対策行動計画2022」（令和４年12月）に基づき、関係閣僚から成

る「人身取引対策推進会議」を随時開催するなどして関係行政機関が緊密な連携を図
りつつ、人身取引の防止・撲滅と被害者の適切な保護を推進している。

令和６年７月、人身取引対策推進会議の第10回会合を開催し、我が国における人身
取引による被害の状況や、関係府省庁による人身取引対策の取組状況等をまとめた年
次報告「人身取引（性的サービスや労働の強要等）対策に関する取組について」を決
定・公表し、引き続き、人身取引の根絶を目指し、人身取引対策に係る取組を着実に
進めていくことを確認した。

イ　出入国在留管理庁では、人身取引対策への取組を、「出入国在留管理」（出入国在留
管理行政の現状についての報告書）、パンフレット及びホームページに掲載しており、
ホームページにおいては多言語で人身取引被害者の保護に必要な情報を提供している。

また、政府全体としての「外国人労働者問題啓発月間」に時期を合わせて、毎年６
月を「共生社会の実現に向けた適正な外国人雇用推進月間」として、国民を始め、外
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国人を雇用する企業、関係団体等に、外国人の人権に配慮した適正な雇用等に係る啓
発活動を行っている。

ウ　法務省の人権擁護機関では、「人身取引をなくそう」を強調事項の一つとして掲げ、
啓発冊子の配布等、各種人権啓発活動を実施している。

また、全国の法務局・地方法務局又はその支局や特設の人権相談所において人権相
談に応じている。人権相談等を通じて、性的サービスや労働の強要等の人権侵害の疑
いのある事案を認知した場合は、人権侵犯事件として調査を行い、事案に応じた適切
な措置を講じている。さらに、平成27年10月から、人権侵犯事件の調査救済手続にお
いて、男性を含めた人身取引被害者に対し、緊急避難措置として宿泊施設を提供する
制度を運用している。

人権侵犯事件数（開始件数） 令和２年 令和３年 令和４年 令和５年 令和６年

人身取引に関する人権侵犯 ０ ０ ０ ０ ４
（法務省人権擁護局の資料による）

エ　外務省では、被害者の我が国への入国を未然に防止する観点から、在外公館等にお
ける査証審査を厳格に行っている。また、在外公館に赴任中及び赴任前の領事職員に
対し、人身取引を防止するという観点も含めた査証審査の観点から、水際対策として
の査証の役割や、赴任国における関係機関との連携等、人身取引防止対策に関する講
義を実施している。さらに、外務省ホームページ上で「人身取引対策に伴う査証審査
厳格化措置」についての広報活動を実施している。

加えて、我が国で認知された外国人人身取引被害者に対しては、国際移住機関（IOM）
への拠出を通じ、人身取引被害者の帰国支援及び帰国後の社会復帰支援事業（就労・
職業支援、医療費の提供等）を行っており、平成17年５月１日以降令和７年３月31日
までに、計377人の被害者が同事業により母国への安全な帰国を果たした。

このほか、外国人被害者の相談窓口等を記載した警察庁作成の多言語対応リーフ
レットや内閣府作成のポスター及びリーフレットを在外公館等に配布し、人身取引の
啓発と被害者の認知促進に努めている。	

オ　内閣府では、人身取引の
被害者向け及び需要者向け
の２種類の啓発用ポスター
及びリーフレットを作成し、
地方公共団体、空港・港湾、
大学・高等専門学校等、日
本旅行業協会、国際移住機
関（IOM）、その他関係機関
等に配布するとともに、SNS
を活用し、我が国における ポスター

「人身取引対策」（需要者向け）
ポスター

「人身取引対策」（被害者向け）
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人身取引の実態、人身取引の防止・撲滅及び被害者の保護に係る取組に関する広報を
実施し、被害に遭っていると思われる者を把握した際の通報を呼び掛けた。	

リーフレット「人身取引対策」

カ　警察庁では、人身取引被害の警察等への連絡を
呼び掛けるリーフレットを多言語で作成し、人身
取引被害者等の目に触れやすい場所へ配布するな
どしているほか、NGOと意見交換をしながら人身
取引の実態を示した資料を作成し、リーフレット
とともに警察庁ホームページに掲載している。

また、警察庁の委託を受けた民間団体が市民か
ら匿名による人身取引事犯等に関する通報を受け
付ける「匿名通報事業」（https://www.tokumei24.jp/）を運用している。

キ　厚生労働省では、人身取引対策行動計画2022に基づき、女性相談支援センターにお
いて、国籍・年齢を問わず、人身取引被害女性の保護を行い、その宗教的生活や食生
活を尊重した支援を実施している。

⑷　震災等の災害に伴う人権問題
平成23年３月11日に発生した東日本大震災は、被災地域が東日本全域に及び、死者

１万5,900人、行方不明者2,520人の甚大な人的被害が生じた（警察庁調べ）未曾有の大
災害である。また、地震と津波に伴い発生した東京電力福島第一原子力発電所事故は、
被害をより深刻なものとした。東日本大震災による避難者は、被害の大きかった岩手県、
宮城県及び福島県を中心に令和７年２月１日時点で２万7,615人に及んでいる（復興庁
調べ）。

このような大きな災害の発生時において、不確かな情報に基づき他人を不当に扱った
り、被災者等に対する偏見や差別を助長するような情報を発信したりするなどの行動は、
人権侵害に当たり得るのみならず、避難や復興の妨げにもなりかねない。

令和６年１月１日に発生した令和６年能登半島地震においては、インターネット上で
は偽・誤情報が流通・拡散したことから、法務省及び総務省は、それぞれのSNSアカウ
ントにより、正しい情報と冷静な判断に基づき、思いやりの心を持って行動すること、
真偽の不確かな情報については、安易に拡散せず、国、地方公共団体などの行政機関や
国際機関などの専門機関、新聞やテレビなどの報道機関やファクトチェック団体が発表
している情報を確認すること、どのような意図であれ、SNS等に偽・誤情報を投稿する
行為は、社会を混乱させたり、他人に迷惑をかけたり、罪になる場合もあるため、くれ
ぐれも慎むこと等の注意喚起を実施したほか、総務省は、主要なSNS等のプラットフォー
ム事業者に対し、利用規約等を踏まえた適正な対応を行うよう要請も行った。
ア　避難生活における啓発等

ア　法務省の人権擁護機関では、「震災等の災害に起因する偏見や差別をなくそう」
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を強調事項の一つとして掲げ、啓発冊子の配布のほか、誰もが当事者になり得る避
難生活の実情を提示し、それを支援するために必要となる人権的配慮や、将来を担
うこどもたちへの適切な支援・教育について自発的に考えることを促すための啓発
資料として、これまで開催してきた「災害と人権に関するシンポジウム」のダイジェ
スト動画を配信するなどの各種人権啓発活動を実施している。

また、風評に基づく差別的取扱い等、災害に伴って生起する様々な人権問題に対
処するとともに、新たな人権問題の発生を防止するため、被災者の心のケアを含め
た人権相談に応じている。人権相談等を通じて、震災等の災害に起因する偏見や差
別等の人権侵害の疑いのある事案を認知した場合は、人権侵犯事件として調査を行
い、事案に応じた適切な措置を講ずることとしている。

人権侵犯事件数（開始件数） 令和２年 令和３年 令和４年 令和５年 令和６年

災害に起因する人権侵犯 ０ ０ ０ ０ ０
（法務省人権擁護局の資料による）

イ　文部科学省では、被災したこどもの心のケア等への対応のため、学校等にスクー
ルカウンセラー等を派遣するために必要な経費を支援している。令和６年度予算に
おいても、被災地方公共団体の要望を踏まえ、スクールカウンセラー等を派遣する
ために必要な措置をしている。

イ　原発事故に伴う風評被害等
ア　東日本大震災から14年が経過したが、東京電力福島第一原子力発電所事故に伴う

風評に基づく偏見、差別は今なお懸念されている。
法務省の人権擁護機関では、東京電力福島第一原子力発電所事故に伴う風評に基

づく差別的取扱い等、東日本大震災に伴って生起する様々な人権問題について対処
するとともに、新たな人権侵害の発生を防止するため、文部科学省が小・中・高等
学校等向けの資料として作成している放射線副読本について、法務省ホームページ
においても周知するなど、各種人権啓発活動を実施している。

イ　文部科学省では、神奈川県横浜市などで東京電力福島第一原子力発電所事故によ
り避難している児童生徒がいじめに遭い、学校等が適切な対応を行わなかった事案
を受けて、平成28年12月、被災児童生徒を受け入れる学校に対して、①原発事故の
避難者である児童生徒を含め、被災児童生徒へのいじめの有無等の確認を行うこと、
②被災児童生徒に対して、心のケア等、日常的に格別の配慮を行うこと等の対応を
求める通知を発出した。また、平成29年３月、国のいじめ防止基本方針を改定し、
被災児童生徒に対するいじめの未然防止・早期発見に取り組むことを新たに盛り込
み、教職員に対して適切な対応を求めている。さらに、平成29年４月11日、被災児
童生徒へのいじめの防止について、全国の児童生徒、保護者、地域住民、教育委員
会等の職員、学校の教職員に向けて、文部科学大臣からメッセージを発表した。令
和６年度においては、引き続き、各教育委員会等の生徒指導担当者等を対象とした
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いじめに関する行政説明の開催等を通じて、上記の内容を含め、各教育委員会・学
校等に対し、被災児童生徒へのいじめに対する適切な対応を求めた。

このほか、児童生徒が放射線に関する科学的な知識を身に付け、理解を深めるこ
とができるよう、文部科学省が作成する放射線副読本について、令和６年８月に東
京電力福島第一原子力発電所のALPS処理水の処分に係る記述等を追加するととも
に、全国の小・中・高等学校等に周知を行った。なお、この放射線副読本の中では、
避難児童生徒に対する差別やいじめを防止する内容も記載している。

トピックス

「ビジネスと人権」に関する我が国の取組

企業活動のグローバル化が進む中、投資家、市民社会、消費者等において、企業に
対して人権尊重を求める意識が高まっています。平成23年の第17回国連人権理事会

（※）においては、人権を保護する国家の義務や人権を尊重する企業の責任、ビジネ
ス関連の人権侵害に関する救済へのアクセスについての原則を示した「ビジネスと人
権に関する指導原則：国連『保護、尊重及び救済』枠組みの実施」（以下「指導原則」
という。）が全会一致で支持されました。また、平成27年に、国連において、「誰一人
取り残さない」世界の実現を目指す「持続可能な開発目標（SDGs（Sustainable 
Development Goals））」が定められた際にも、指導原則遵守の重要性が改めて確認さ
れており、企業がSDGsに取り組む上で、人権を尊重した行動をとることが求められ
ています。

このような「ビジネスと人権」に対する国内外の関心の高まりを受けて、平成30年、
政府は指導原則の着実な履行の確保を目指し、また、SDGsの達成に向けた主要な取
組の一つとして、「ビジネスと人権」に関する行動計画を策定することを決定しました。
その後、企業活動に関連する我が国の法制度や施策等の現状把握、経済界・労働界・
法曹界・学識経験者・市民社会・消費者団体・海外有識者等との議論、パブリックコ
メント等が行われ、令和２年10月、関係府省庁連絡会議において、「『ビジネスと人権』
に関する行動計画」（以下「行動計画」という。）が策定されました。

行動計画では、企業活動における人権尊重の促進を図るため、今後政府が取り組む
各種施策が記載されているほか、企業に対し、人権デュー・ディリジェンス（企業活
動における人権への影響の特定、予防・軽減、対処、情報提供を行うこと）導入への
期待が表明されています。

この行動計画のフォローアップの一環として、令和３年９月から10月にかけて、経
済産業省と外務省が共同し、日本企業のサプライチェーンにおける人権に関する取組
状況のアンケート調査を実施しました。当時の東証一部二部上場企業等2,786社を対
象に、760社から回答を得た調査の結果、人権デュー・ディリジェンスを実施してい
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る企業は回答企業の約５割にとどまるなど、日本企業の取組にはなお改善が必要であ
ることが明らかになりました。また、同調査では、政府に対する要望として、ガイド
ライン整備を期待する声が多く寄せられ、人権尊重への取組が進んでいない企業の半
数からは、具体的な取組方法が分からないとの回答も寄せられました。

政府は、このような状況を踏まえ、国際スタンダードを踏まえた企業による人権尊
重の取組を更に促進すべく、令和４年３月、経済産業省において「サプライチェーン
における人権尊重のためのガイドライン検討会」を設置して検討を重ね、同年９月、
政府として「責任あるサプライチェーン等における人権尊重のためのガイドライン」

（以下「ガイドライン」という。）を策定・公表しました。ガイドラインは、指導原則、
「OECD多国籍企業行動指針」及び国際労働機関（ILO）の「多国籍企業及び社会政策
に関する原則の三者宣言」を始めとする国際スタンダードを踏まえ、企業に求められ
る人権尊重の取組について、日本で事業活動を行う企業の実態に即して、具体的かつ
分かりやすく解説し、企業の理解の深化を助け、その取組を促進することを目的とし
たものです。また、令和５年４月には、政府として、公共調達における人権配慮に関
する方針についての決定を行いました。

行動計画の周知、人権デュー・ディリジェンスに関する啓発については、行動計画
においても、全府省庁で行うこととされており、各府省庁で各種取組が行われています。

外務省では、ビジネスと人権関連情報を紹介するポータルサイトを立ち上げ、ビジ
ネスと人権の周知を目的とした啓発資料「誰一人取り残さない社会に向けて」、指導
原則広報動画、行動計画広報動画（日本語・英語）等を配信して、企業活動における
人権尊重の促進を図るとともに、行動計画等を紹介する動画発信やビジネスと人権に
関する企業の取組事例集（和文・英文）の公表等を通じ、企業活動における人権尊重
の考え方の普及や啓発活動を行ってきています。また、行動計画の実施状況の確認に
当たって、必要な検討及び決定を関係府省庁が連携して行う場として、内閣官房副長
官補の下で、「ビジネスと人権に関する行動計画の実施に係る関係府省庁施策推進・
連絡会議」を開催しています。さらに、幅広い関係者との対話の場である円卓会議、
及びその下に設けた作業部会の開催を通じ、行動計画のフォローアップについて、ス
テークホルダーと議論を進めてきています。加えて、国連開発計画（UNDP）への拠
出を通じて、東南アジアを始め日本企業進出国を中心に、各国における行動計画の策
定・実施を支援するとともに、日本企業及びその取引先（サプライヤー）による人権
尊重の取組を支援しています。

国際場裡では、令和５年５月に、G ７広島サミット首脳コミュニケにおいて、G ７
内外でビジネスと人権に関する議論を深める必要性を強調しました。また、各種フォー
ラムやセミナー等において、行動計画策定の知見共有、ガイドラインの策定を含む我
が国の取組の紹介、人権デュー・ディリジェンスに関する啓発を行っており、特にア
ジアにおけるピアラーニング（学習者が互いに協力しながら学び合う学習方法）の強
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化に力を入れてきています。
経済産業省においては、令和５年に中小企業を始めとして、本格的に人権尊重の取

組を行ったことのない企業が政府策定のガイドラインに沿った取組を進めていく際の
後押しとなる資料として「サプライチェーン等における人権尊重のための実務参照資
料」（以下「実務参照資料」という。）を作成・公表しました。令和６年度には、ガイ
ドラインや実務参照資料の活用を促すため、中小企業庁と連携した中小企業向けのセ
ミナー、経済産業省主催の取組支援セミナーを開催し、積極的な周知啓発活動を実施
しています。また、ILOへの拠出を通じて、全国社会保険労務士会連合会と協力して、
中小企業の人権尊重の取組をサポートできる専門人材の育成や、東南アジアに進出す
る日本企業及びその取引先（サプライヤー）に対する人権デュー・ディリジェンス導
入支援など、国内外において、企業の人権尊重の取組を後押しする活動に取り組んで
います。

厚生労働省では、「国内の労働分野における政策手段を用いた国際課題への対応に
関する検討会（ビジネスと人権検討会）」報告書の内容を踏まえ、国際労働基準を周
知するため、令和６年10月に「労働におけるビジネスと人権チェックブック」を発行
しました。

農林水産省では、令和５年12月に「食品企業向け人権尊重の取組のための手引き」
を公表し、食品企業における人権尊重の取組を後押ししています。令和６年度は、食
品企業向けセミナーの開催、食品業界団体の研修会等への専門家派遣、食品企業によ
る取組の優良事例集の作成を行いました。

法務省の人権擁護機関においても、企業関係者等を対象に、行動計画に基づく企業
行動が国際社会を含む社会全体の人権の保護・促進に貢献し、企業価値の向上に寄与
することへの理解を促進するとともに、人権的視点に立った企業活動を促すため、各
種取組を実施しています。令和６年度には、日本企業の多くを占める中小企業に対し
てビジネスと人権に関する取組の前進を促すことを目的として、「ビジネスと人権」
に関する取組を先進的に推進している中小企業の事例を紹介する「『ビジネスと人権』
ファーストステップ～中小企業向け取組事例集～」を作成したほか、企業等が自ら研
修を実施するための啓発資料「今企業に求められる『ビジネスと人権』への対応」を
法務省ホームページに掲載するとともに、YouTube法務省チャンネルで研修用動画
を配信しています。また、企業・団体及び個人が、人権を尊重する行動をとることを
宣言する投稿型コンテンツの特設サイト「Myじんけん宣言」についても、インターネッ
ト動画広告等による周知を行うなどして、企業等に参加を呼び掛けており、1,100を
超える企業等の方々が、自らの人権尊重に対する決意等を「Myじんけん宣言」とし
て表明しています。さらに、全国の法務局・地方法務局において、企業等からの要望
に応じて、法務局職員や人権擁護委員を派遣して人権研修を実施したり、企業内で問
題となることの多い人権課題をテーマとした啓発動画及び啓発冊子「企業と人権～職
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場からつくる人権尊重社会」の配信・配布を行ったりするなど、ビジネスと人権に取
り組む企業等を支援する取組を実施しています。これらの人権に配慮した企業活動を
一層促進するには、消費者の理解を促すことも重要であり、上記の「Myじんけん宣言」
特設サイトは、人権尊重のために取り組む企業等の姿勢を消費者の立場から確認し、
理解を深める場にもなっています。

加えて、消費者庁においても、人や社会・環境に配慮した消費行動であるエシカル
消費の普及に取り組んでいます。

国際社会においても、ビジネスと人権がますます注目される中、我が国においては、
行動計画の趣旨を踏まえ、ビジネスと人権に関する関係府省庁の政策の一貫性を確保
し、各種取組を通じ、責任ある企業行動と、国際社会を含む社会全体の人権の保護を
促進させ、日本企業の企業価値と国際競争力の向上、そしてSDGs達成への貢献を図っ
ていきます。

※�国連人権理事会は、国連における人権の主流化の流れの中で、人権問題への対処能力強化の
ため、国連総会の下部機関として平成18年にスイス・ジュネーブに設置されました。

 

公益財団法人人権教育啓発推進センター

今企業に求められる

「ビジネスと人権に関する調査研究」報告書

「ビジネスと人権」
への対応 概要版

法務省人権擁護局

啓発冊子
「今企業に求められる『ビジネスと人権』への対応 概要版」

啓発冊子
「『ビジネスと人権』
ファーストステップ
～中小企業向け取組事例集～」

「Myじんけん宣言」特設サイト

鈴木法務大臣の「Myじんけん宣言」

トピックス

職場におけるハラスメント防止対策の推進
 

パワーハラスメントやセクシュアルハラスメント等の職場におけるハラスメントは、

ビジネスと人権ポータルサイト
（外務省ホームページ）
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個人の尊厳や人格を不当に傷つけるなど、人権に関わる許されない行為です。都道府
県労働局や労働基準監督署等に設けられた総合労働相談コーナーには、職場のいじめ・
嫌がらせやハラスメントに関する相談が数多く寄せられており、職場におけるハラス
メントは社会問題として顕在化しています。

労働施策総合推進法等により、全ての事業主に対し、職場におけるパワーハラスメン
ト、セクシュアルハラスメント、妊娠・出産等に関するハラスメント、育児・介護休業
等に関するハラスメントの防止のための雇用管理上の措置が義務付けられています。

厚生労働省では、職場におけるパワーハラスメント、セクシュアルハラスメント、
妊娠・出産等に関するハラスメント、育児・介護休業等に関するハラスメントの防止
措置が徹底されるよう、事業主への周知を行っています。また、法律に基づく措置を
講じていない事業主に対しては、都道府県労働局において助言・指導等を適切に行っ
ており、事業主と労働者の間に紛争が生じた場合には、円滑かつ迅速な解決が図られ
るよう援助を行っています。さらに、職場におけるハラスメントの防止対策を促進す
るため、ハラスメント総合情報ポータルサイトの運営やパンフレット等による周知・
啓発を実施しています。

顧客等からの著しい迷惑行為（いわゆるカスタマーハラスメント）については、労
働施策総合推進法に基づくパワーハラスメント防止のための指針において事業主が雇
用管理上の配慮として行うことが望ましい取組を定め、「カスタマーハラスメント対
策企業マニュアル」やポスター等を活用した周知・啓発を実施しています。

令和６年度は、カスタマーハラスメント対策に関心を持つ業界団体が業界内のカス
タマーハラスメントの実態を把握し、それを踏まえて業界共通の対応方針等を策定・
発信するまでの支援を行うモデル事業をスーパーマーケット業において実施しまし
た。また、令和７年３月に、カスタマーハラスメント対策及び求職者等に対するセク
シュアルハラスメント対策を事業主の雇用管理上の措置義務とすること等を含む改正
法案を第217回通常国会に提出しました。

NOハラスメントhttps://www.no-harassment.mhlw.go.jp/

NO
ハラスメント

ハラスメントでお困りの方は、無料で相談できる全国の労働局・労働基
準監督署にある総合労働相談コーナーをご利用ください。詳しくは、
ポータルサイト「あかるい職場応援団」まで。

あなたがつくる
ハラスメントのない
あかるい社会

貴社のハラスメント相談窓口の連絡先などを記載してください。
相談窓口が無い場合は、ハラスメント対策の取組みをすすめましょう。

●当社のハラスメント相談窓口はこちら

NO
ハラスメント

ポスター
「Noハラスメント」

ポスター
「STOP ！カスタマー

ハラスメント」

NO！NO！

NO！NO！
お客様と従業員が
尊重しあえる社会

NO！カスハラ

ポスター
「No ！カスハラ

（スーパーマーケット業編）」
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１　研修

⑴　検察職員
検察職員に対しては、経験年数に応じて実施する各種研修において、人権等に関する

講義を実施しているほか、日常業務における上司による指導等を通じ、基本的人権を尊
重した検察活動の徹底を図っている。

令和６年度の研修としては、検事として必要な一般的教養を高めるとともに、捜査・
公判等検察実務に関する基礎的な知識・技能を修得させることを目的とする任官後おお
むね３年前後の検事74人を対象とした「検事一般研修」、副検事として必要な基礎的知識・
技能を習得させることを目的とする新任副検事39人を対象とした「副検事第１次研修」、
主として交通事犯、特別法犯などの捜査・処理及び公判立会に必要な高度の知識・技能
を習得させることを目的とする任官後４年程度を経過した副検事39人を対象とした「副
検事第２次研修」等において、犯罪被害者や被疑者・被告人等の人権に関する講義や国
際人権関係条約に関する講義等を実施した。

⑵　矯正施設職員
初任研修課程及び任用研修課程において、新採用職員、幹部職員等に対し、被収容者

の権利保障・国際準則等、人権啓発、個人情報の保護、犯罪被害者の人権、セクシュア
ルハラスメント等に係る講義を実施しているほか、憲法、成人矯正法等の講義において
も人権に関する視点を取り入れている。

また、令和６年度は、専門研修課程において、矯正施設で勤務し、被収容者の処遇等
に従事する職員に対し、相手の立場に立ち、相手の気持ちを考えながら冷静な対応がで
きる能力を習得させるとの観点から、民間プログラムによる実務に即した行動科学的な
視点を取り入れた研修を行った（「アンガー・マネジメント」研修：刑事施設の中間監
督者及び少年鑑別所の専門官等33人。その他別途指定した施設において臨時的に実施）。

さらに、矯正施設の上級幹部職員を対象として、組織マネジメントやリーダーシップ
の在り方に重点を置いた研修を実施するなど、管理職の人権意識の向上に努めている。

このほか、各矯正施設においては、事例研究、ロールプレイング等の実務に即した自
庁研修を行うなど、職員の人権意識の向上に努めている。

⑶　更生保護官署関係職員
更生保護官署関係職員を対象として、在職年数等に応じて実施している各種研修にお

いて、保護観察官に対しては、犯罪被害者及び保護観察等対象者等の人権等に関する講
義を、社会復帰調整官に対しては、対象行為の被害者及び医療観察対象者の人権等に関
する講義を、それぞれ実施するなどしており、令和６年度は延べ397人に対して、人権
に関する講義を実施した。
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保護観察所が実施している全ての保護司を対象とした地域別定例研修や保護司として
の経験年数等に応じた各種研修においても、保護観察等の処遇の場面で人権や個人情報
の取扱い等に配慮するよう啓発に努めている。

⑷　出入国在留管理庁職員
出入国在留管理庁職員を対象に実施している職員研修においては、外部の専門家を講

師に招くなどして、研修の目的に応じ、人権関係法規や外国人の人権等の講義を実施し
ており、様々な視点から職員の人権意識向上を図っている。

また、出入国在留管理官署の業務の中核を担う職員を対象として、人権に配慮した的
確かつ適切な対応能力を身に付けることを目的とする人権研修も実施しており、人権に
関する諸条約のほか多様な人権について講義を実施している。

さらに、人身取引及び配偶者からの暴力（DV）事案を取り扱う中堅職員を対象に、
これら事案に対する知識・意識向上のため、人身取引対策及びDV事案対策に係る事務
従事者研修を実施している。

人権研修並びに人身取引対策及びDV事案対策に係る事務従事者研修については、令
和６年度は、合計46人が受講した。

このほか、出入国在留管理庁全職員を対象とした人権研修も併せて実施している。

⑸　教師・社会教育関係職員
独立行政法人教職員支援機構及び各都道府県等において、人権尊重意識を高めるため

の研修を実施している。独立行政法人教職員支援機構が主催する人権教育推進研修につ
いては、令和６年度は、126人が研修に参加した。

また、社会教育において中核的な役割を担う社会教育主事の資格付与のための講習や
現職を対象にした研修において人権問題を取り上げ、人権問題に関する正しい知識を
持った社会教育主事の養成を図っている。令和６年度は、資格付与の講習として全国12
か所の大学その他の教育機関に委嘱した。

⑹　医療関係者
厚生労働省では、医師については、大学医学部卒業・医師免許取得後の臨床研修（２

年以上）において、人の尊厳を幅広く理解するための教育内容を含めることを求める医
師臨床研修指導ガイドラインを臨床研修病院に周知するなど、患者等の人権を十分に尊
重するという意識・態度の育成を図っており、歯科医師については、大学歯学部卒業・
歯科医師免許取得後の臨床研修（１年以上）において、人の尊厳を守るための教育内容
を含んだ歯科医師臨床研修の到達目標を定めており、患者等の人権を十分に尊重すると
いう意識・態度の育成を図っている。また、看護師については、看護基礎教育において、
職務の特性に鑑み、人権の重要性について十分理解し、人権意識の普及・高揚を図る内
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容を含むことを求める看護師等養成所の運営に関する指導ガイドラインを周知するなど
して育成を図っている。さらに、臨床検査技師等の医療関係者については、基礎分野の
教育において、生命倫理及び人の尊厳を幅広く理解するための教育内容を含めることを
求める当該医療関係者の養成所指導ガイドラインを周知するなど、患者等の人権を十分
に尊重するという意識・態度の育成を図っている。

⑺　福祉関係職員
令和６年度は主任児童委員等を対象に、８月22日及び23日に全国児童委員・主任児童

委員活動研修会を開催し、関係機関との連携、委員活動における課題等について検討を
行い、更なる活動の推進に必要な対応等について理解を深めた。

また、児童福祉関係施設におけるこどもの人権を尊重した支援を充実させるため、国
立武蔵野学院附属人材育成センターにおいて、児童自立支援施設の施設長や指導的立場
にある職員などに対して「新任施設長研修」や「スーパーバイザー研修」などの研修を
行った。

虐待を受けたこどもの保護等に携わる者の研修の充実については、児童虐待問題や非
行・暴力等の思春期問題に対応する第一線の専門的援助者の研修を行う「子どもの虹情
報研修センター（日本虐待・思春期問題情報研修センター）」、「西日本こども研修センター
あかし」において、児童相談所、児童福祉施設、市町村、保健機関等の職員を対象とす
る各種の専門研修を行うとともに、「児童福祉法等の一部を改正する法律」（平成28年法
律第63号）により、市町村（特別区を含む。）の要保護児童対策地域協議会の調整機関
へ配置される専門職や児童相談所の児童福祉司について研修を義務化するなど、これら
職員の資質の向上を図っている。

⑻　海上保安官
海上保安庁では、海上保安大学校等における初任者教育機関において、基本的人権に

配意した適正な職務執行をするため、基本的人権についての教育を行っている。また、
現場へ配属された後も階層別等の研修を通じ、引き続き基本的人権に配意した適正な職
務執行をするため、様々な人権に関する教育を行っている。

⑼　労働行政関係職員
厚生労働省では、職員の職位に応じて行われる中央研修及び都道府県労働局の新規採

用職員を対象とする中央研修において、部落差別（同和問題）等を中心とする人権の講
義を実施している。令和６年度は、2,226人が受講した。

⑽　消防職員
消防庁消防大学校では、消防本部の幹部職員等に対し、指導者として必要な資質の向
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上のため、性的マイノリティに関する知識を含め、ハラスメント等を始めとする人権問
題に関する講義を実施している。令和６年度は、288人が受講した。

⑾　警察職員
警察では、新規採用及び昇任時の研修や警察署等における職場研修等の様々な機会を

捉えて、人権の尊重を大きな柱とする「職務倫理の基本」に重点を置いた教育を行うと
ともに、基本的人権に配意した適正な職務執行を期する上で必要な知識・技能を修得さ
せるための各種教育を行っている。

⑿　自衛官
防衛省では、防衛大学校、防衛医科大学校、防衛研究所、統合幕僚学校、陸・海・空

各自衛隊幹部学校等の教育課程において、有事における捕虜等の人権を保護するため、
「捕虜の待遇に関する1949年８月12日のジュネーヴ条約」（昭和28年条約第25号。以下
「ジュネーヴ第三条約」という。）その他の国際人道法に関する教育を実施している。ま
た、防衛研究所や統合幕僚学校では、国際人道法に精通した部外講師による講演も実施
している。

さらに、ジュネーヴ第三条約等の適切な実施を確保するため、「武力攻撃事態及び存
立危機事態における捕虜等の取扱いに関する法律」（平成16年法律第117号）等に基づく
捕虜等取扱訓練を実施し、捕虜等の取扱いについての知識、技能の向上を図っている。

⒀　公務員全般
ア　法務省では、人権問題に関して、国家公務員等の理解と認識を深めることを目的と

して、中央省庁等の職員を対象とする人権に関する国家公務員等研修会を開催してい
る。令和６年度は、「外国人の人権」をテーマとして、10月４日から12月27日までの
期間、リモート形式にて研修を実施し、合計2,119人が受講した。

また、地方公共団体等の人権啓発行政に携わる職員を対象として、指導者として必
要な知識やスキルを習得させることを目的とした人権啓発指導者養成研修会を実施し
ている。令和６年度は、10月４日から12月27日までの期間、リモート形式にて研修を
実施し、合計700人が受講した。

イ　人事院では、主として総合職試験に合格して新規採用された全府省の職員を対象と
して実施している初任行政研修において、法務省が作成した啓発冊子「人権の擁護」
を配布するとともに、人権諸問題に関するカリキュラムを取り入れた研修を実施し、
人権一般に対する認識を更に深めるよう指導を行った。令和６年度は、782人が受講
した。

ウ　外務省では、在外公館の領事担当官及び在外公館で領事を担当する予定の赴任予定
者（51人）、在外公館に警備対策官として赴任予定の者（85人）を対象に、「国際的な
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子の奪取の民事上の側面に関する条約」（平成26年条約第２号）や人身取引問題等に
関する講義を行った。また、新規採用職員研修等各種研修において、人権や職場での
倫理規定に係る講義を行っている。

エ　自治大学校では、地方公共団体の幹部となる地方公務員の政策形成能力等を総合的
に養成することを目的に高度な研修を行っており、令和６年度の人権教育については、
都道府県・指定都市・中核市・施行時特例市・その他市区町村等の職員を対象とした
研修において実施し、557人が受講した。

オ　農林水産省では、令和６年９月に「ビジネスと人権」に係る職員研修（「農林水産業・
食品産業と『ビジネスと人権』」に係る講義）を実施し、65人が受講、後日講義内容
の動画を省内研修サイトに掲載し約220回の視聴があった。

２　国の他の機関との協力

裁判官研修を担当する司法研修所においては、経験年数や役割に応じて実施する各種
研修において、裁判官として職務上必要な知識及び知見を涵

かん

養する一環として、人権に
関する理解をさらに深めることを目的に、人権に関する講演等を設定している。

令和６年度の研修としては、判事補に対する任官直後及び任官後おおむね３年前後の
時点における研修、新任簡易裁判所判事に対する研修のほか、新たに支部長・部総括判
事となった裁判官を対象とする各研修において、人権擁護全般又は国際人権法に関する
講演等を取り入れた研修を実施した。

また、新たに判事に任官した者を対象とする研修においては、例年、人権に関する具
体的なテーマについての講演を設定しており、令和６年度は「高齢者の権利擁護」に関
する講演を実施した。

令和６年度は、計389人が上記研修を受講した。
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１　実施主体の強化及び周知度の向上

⑴　実施主体の強化
人権啓発を効果的に推進するためには、人権啓発の実施主体の体制を質・量の両面に

わたって強化していく必要があるが、特に、各地域に密着した効果的な人権啓発を行う
ためには、全国に約１万4,000人配置されている人権擁護委員との連携が有効かつ不可欠
である。

また、複雑・多様化する人権問題に適時適切に対応し、人権擁護委員活動の一層の活性
化を図るためには、人権擁護委員組織体の体制を充実・強化し、人権擁護委員組織体自ら
が自主的かつ積極的な人権啓発活動等を推進していく体制を整備していく必要がある。

⑵　周知度の向上
法務省では、法務省の人権擁護機関の周知を図るなどの目的のため、啓発冊子「人権

の擁護」並びに人権擁護委員制度について説明したリーフレット及び冊子を作成し、人
権週間や人権擁護委員の日を中心に講演会等で配布するなど、周知活動の強化を図って
いる。取り分け、令和６年度は、東京大学発の知識集団によるWebメディア「QuizKnock」
とコラボして、QuizKnockのサイト上に人権や人権擁護委員に関するクイズを掲載し、
若年層を中心とした周知度の向上を図った。

また、法務省の人権擁護機関による調査救済制度等を周知するためのリーフレット「法
務局による相談・救済制度のご案内」を配布し、調査救済制度等の周知を図った。

啓発冊子
「人権の擁護」

冊子
「あなたの街の相談パートナー

人権擁護委員」

リーフレット
「あなたの街の相談パートナー　人権擁護委員」

リーフレット
「法務局による相談・救済制度のご案内」

QuizKnockとのコラボ画像
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２　実施主体間の連携

⑴　人権教育・啓発関係府省庁連絡会議
令和６年６月３日、人権教育・啓発推進法第３条の基本理念にのっとり、国内の社会

経済情勢の変化や国際的潮流の動向等に適切に対応した人権教育及び人権啓発に関する
施策の総合的かつ計画的な推進を図るとともに、人権に関わる教育・啓発活動を行って
いる関係府省庁間で情報を共有し、その密接な連携・協力を図ることを目的として、関
係府省庁申合せにより、人権教育・啓発関係府省庁連絡会議を設置した（同会議の設置
に伴い、「人権教育・啓発中央省庁連絡協議会」（平成12年９月25日関係省庁事務次官等
申合せ）は、廃止された。）。

令和６年６月３日の第１回会議では、関係府省庁間で人権教育・啓発に関する基本計
画の見直しに向けた検討を進めることが了承され、同会議の下に設置された幹事会にお
いて、実質的な議論等が進められている。

今後も、同会議において、関係府省庁間での情報共有のほか、人権教育・啓発に関す
る施策の推進方策や推進体制等について検討を行っていくこととしている。

⑵　人権啓発活動ネットワーク協議会
法務省では、平成12年９月までに「人権啓発活動都道府県ネットワーク協議会」を都

道府県単位（北海道については、法務局及び地方法務局の管轄区域単位）で設置し、ま
た、平成20年３月までに市町村、人権擁護委員協議会等を構成員とする「人権啓発活動
地域ネットワーク協議会」を全国193か所に設置した。これらのネットワーク協議会を
利用して、国、地方公共団体、人権擁護委員組織体及びその他の人権啓発の実施主体が、
それぞれの役割に応じて相互に連携・協力することにより、各種の人権啓発活動の効率
的かつ効果的な実施に努めている。

⑶　文部科学省と法務省との連携
法務省の人権擁護機関が実施する人権教室、啓発教材の活用や、「こどもの人権SOS

ミニレター」等の相談事業について、文部科学省の協力を得て学校現場に周知している
ほか、学校や地域の実情に応じて、人権擁護委員のコミュニティ・スクールへの参画を
進めるなど、学校等と法務省の人権擁護機関との更なる連携強化を図っている。

⑷　スポーツ組織との連携・協力
法務省の人権擁護機関では、人権尊重思想を若年層に普及させるため、フェアプレー

の精神等をモットーとし、青少年層や地域社会において世代を超えた大きな影響力を有
するJリーグ加盟クラブ、プロ野球球団等のスポーツ組織と連携・協力を行っており、
スタジアムにおける各種人権啓発活動、人権スポーツ教室や一日人権擁護委員イベント
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への選手派遣等、ファン・サポーターへの人権啓発において連携を図っている。

⑸　民間企業等と連携・協力した啓発活動
法務省の人権擁護機関では、携帯電話会社と連携・協力し、スマートフォン等の安全

な利用について学ぶための人権教室（82頁参照）や、社会福祉協議会等と連携し、障害
者スポーツ体験等と組み合わせた人権教室（45～46頁参照）など、民間企業等と連携し
た人権啓発活動を実施している。

また、「人種・障害の有無などの違いを理解し、自然に受け入れ、互いに認め合う共
生社会」の実現に向けた啓発活動（人権ユニバーサル事業）を地方公共団体に委託して、
民間企業、学校、障害者団体等と連携した人権啓発活動を実施している。

３　担当者の育成

⑴　人権啓発指導者養成研修会
法務省の人権擁護機関では、地方公共団体等の人権啓発行政に携わる職員を対象とし

て、指導者として必要な知識やスキルを習得させることを目的とした人権啓発指導者養
成研修会を実施している（109頁参照）。

⑵　人権擁護事務担当職員及び人権擁護委員に対する研修
法務省では、人権擁護事務に従事する法務局・地方法務局の職員を対象とした人権擁

護事務担当職員実務研修や調査救済事務担当者研修、法務局・地方法務局の人権擁護課
長、支局長等を対象とした専門科研修等を実施し、人権擁護行政に携わる職員の養成を
している。

人権擁護委員に対しては、新任委員に対する委嘱時研修を始め、初委嘱後６か月以内
の委員を対象とした第一次研修、初委嘱後２年以内の委員を対象とした第二次研修、初
めて再委嘱されて１年以内の委員を対象とした第三次研修等を通じて、人権擁護委員と
しての職務遂行に必要な知識及び技能の習得を図っているほか、人権擁護委員組織体に
おける指導者を養成するため、人権擁護委員指導者養成研修を実施している。

このほかにも、人権擁護委員組織体が中心となり、自主的に各種研修会を企画し、実
施している。

⑶　公正採用選考人権啓発推進員に対する研修
厚生労働省では、「公正採用選考人権啓発推進員」に対し、研修会を開催し、また、

従業員の採用選考に影響力のある企業トップクラスに対し、「事業所における公正な採
用選考システムの確立」について研修会を開催した。
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４　人権教育啓発推進センターの充実

人権教育啓発推進センター（９～10頁参照）は、民間団体としての特質を生かした人
権教育・啓発活動を総合的に行うナショナルセンターとしての役割を果たすため、法務
省、地方公共団体等からの委託事業のほか、情報誌「アイユ」の刊行、ホームページに
よる情報提供、各種人権啓発パンフレットの作成、地方公共団体・企業等を対象とした
研修の受託業務等の独自の事業を行っている。同センター主催の研修として、令和６年
度は、人権講座を６回開催したほか、各種セミナーを開催した。

また、地方公共団体、各種研究団体等で制作した書籍・図画・ビデオ等を収集・購入
し、同センター内に設置した人権ライブラリーにおいて、これら書籍・図画・ビデオ等
の貸出し等を行っている。

さらに、国及び地方公共団体等から提供された人権教育・啓発に関する各種情報・資
料等を収集・整理し、利用者が検索・利用できるよう、人権ライブラリーのホームペー
ジ（https://www.jinken-library.jp/）を通じて情報提供を行っている。

５　マスメディアの活用及びインターネット等 I T 関連技術の活用等

テレビ、ラジオ、新聞等のマスメディアやインターネットといった様々な媒体を活用
し、女性に対する暴力やAV出演被害問題等の女性の人権問題、児童虐待やいじめ等の
こどもの人権問題等のほか、SNSなどインターネット上での誹謗中傷対策等について広
報を行った。また、「女性の人権ホットライン」、「こどもの人権110番」、「法テラス」等、
各種人権相談窓口についても広く周知した。

６　民間のアイディアの活用

法務省では、人権教育啓発推進センター（９～10頁参照）に対し、人権啓発活動の推
進に効果的な啓発教材の作成、啓発動画の制作、人権シンポジウムの開催等、各種の人
権啓発活動事業を委託するとともに、ポスター等の作成に当たっては、民間の制作会社
の意見を取り入れるなどしている。

また、地方公共団体等を対象とする人権啓発指導者養成研修会や法務局・地方法務局
の人権担当者に対する研修等において、民間から各人権課題に関する専門家等を講師と
して招き、講義等を行っている。

さらに、「人種・障害の有無などの違いを理解し、自然に受け入れ、互いに認め合う
共生社会」、いわゆる「ユニバーサル社会」を実現するため、民間企業や学校、障害者
団体等と連携した人権啓発活動である「人権ユニバーサル事業」を地方公共団体へ委託
し、実施している。
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障害者基本法第３条は、全ての国民が、障害の有無によって分け隔てられることなく、
相互に人格と個性を尊重し合いながら共生する社会の実現は、全ての障害者が、障害者で
ない者と等しく、基本的人権を享有する個人としてその尊厳が重んぜられ、その尊厳にふ
さわしい生活を保障される権利を有することを前提とする旨を規定している。政府は、こ
れまでも、同法や同法に基づき策定された障害者基本計画、障害者差別解消法等に基づき、
政府一体となり、様々な取組を進めてきた（令和６年度における人権教育・啓発に関する
取組については、「第２章　４　障害のある人」（44～53頁）のとおり。）。

他方、令和６年７月３日、旧優生保護法を憲法違反とする最高裁判決が言い渡され、政
府において様々な対応や取組が行われた。

ここでは、旧優生保護法をめぐる経緯や同判決を踏まえた令和６年度における政府の動
向と同年12月27日に「障害者に対する偏見や差別のない共生社会の実現に向けた対策推進
本部」において決定した「障害者に対する偏見や差別のない共生社会の実現に向けた行動
計画」について取り上げる。

１　旧優生保護法をめぐる経緯
昭和23年に制定され、平成８年に廃止された旧優生保護法に基づき、多くの方々が、

特定の疾病や障害を有すること等を理由として、生殖を不能にする手術又は放射線の照
射を強いられ、心身に多大な苦痛を受けてきたことに対し、平成31年４月24日に、議員
立法により一時金支給法が成立し、公布・施行された。

また、同日、内閣総理大臣談話及び厚生労働大臣談話において、多くの方々が生殖を
不能にする手術等を受けることを強いられ、心身に多大な苦痛を受けてきたことに対し、
政府としての深い反省とおわびが示された。

こうした中、令和６年７月３日、「旧優生保護法国家賠償請求訴訟」に関し、最高裁
判所において、旧優生保護法の優生手術に関する規定を憲法違反とした上で、当該規定
に係る国会議員の立法行為は、「国家賠償法」（昭和22年法律第125号）第１条第１項の
適用上違法であり、国の損害賠償責任を認めるとする判決が言い渡された。同判決を受
け、同月17日には岸田内閣総理大臣が旧優生保護法国家賠償請求訴訟の原告団の方々と
面会し、政府を代表して心からの謝罪を申し上げるとともに、訴訟についても早急な解
決に向けた取組を進めることを表明した。同年９月13日には、加藤内閣府特命担当大臣

（こども政策　少子化対策　若者活躍　男女共同参画）と優生保護法被害全国原告団及
び優生保護法被害全国弁護団との間で、「係属訴訟の和解等のための合意書」が締結さ
れた。同合意書に基づき、旧優生保護法国家賠償請求訴訟の原告団の方々と和解手続を
進め、同年11月15日、関連する訴訟の全件が終局した。
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岸田内閣総理大臣と原告団等との面会の様子
出典：首相官邸ホームページ

（https://www.kantei.go.jp/jp/101_kishida/
actions/202407/17menkai.html）

また、同年９月30日、加藤内閣府特命担当大臣（こども政策　少子化対策　若者活躍　
男女共同参画）と優生保護法被害全国原告団、優生保護法被害全国弁護団及び優生保護
法問題の全面解決をめざす全国連絡会との間で、「基本合意書」が締結された。この基
本合意書に基づき、優生保護法問題の全面的な解決に向けた施策等の検討、実施に当たっ
て、優生保護法被害全国原告団等と関係府省庁との協議の場を設置し、継続的・定期的
な協議を行うこととされ、令和７年３月27日に「第１回旧優生保護法問題の全面解決に
向けた協議」が開催された。

基本合意書の概要

趣旨

〇 令和６年９月13日の「係属訴訟の和解等のための合意書」、令和６年９月20日に開催した「障害者に対する
偏見や差別のない共生社会の実現に向けた対策推進本部」における総理指示に基づき、旧優生保護法によ
る被害者の被害回復、優生思想及び障害者に対する偏見差別の根絶等、優生保護法問題の全面的な解決
を目指し、令和６年９月30日、原告団・弁護団・優生保護法問題の全面解決をめざす全国連絡会（優生連）・
国の間で「基本合意書」を締結。

〇 今後、この合意書をもとに、恒久対策等の施策の具体化などのため、継続的・定期的な協議の場を開催し、
被害者の被害の回復や優生思想及び障害者に対する偏見差別の根絶に向け、全力を尽くす。

〇 令和６年９月13日の「係属訴訟の和解等のための合意書」、令和６年９月20日に開催した「障害者に対する
偏見や差別のない共生社会の実現に向けた対策推進本部」における総理指示に基づき、旧優生保護法によ
る被害者の被害回復、優生思想及び障害者に対する偏見差別の根絶等、優生保護法問題の全面的な解決
を目指し、令和６年９月30日、原告団・弁護団・優生保護法問題の全面解決をめざす全国連絡会（優生連）・
国の間で「基本合意書」を締結。

〇 今後、この合意書をもとに、恒久対策等の施策の具体化などのため、継続的・定期的な協議の場を開催し、
被害者の被害の回復や優生思想及び障害者に対する偏見差別の根絶に向け、全力を尽くす。

合意書の内容

〇 国の責任と謝罪

〇 超党派の議員連盟で検討中の新たな補償の仕組みに関する法律案に基づき、全ての優生保護法被害者
に対する補償の実現を目指し、相談窓口の整備、情報保障、広報及び周知などに取り組む。

〇 優生保護法被害者の被害の回復に向けた施策、真相究明・再発防止のための調査・検証、偏見差別の根
絶に向けた施策の推進等に取り組む。

○ 優生保護法問題の全面的な解決に向けた施策等の検討、実施に当たって、優生保護法被害全国原告団、
優生保護法被害全国弁護団及び優生連と関係府省庁との協議の場を設置し、継続的・定期的な協議を行う。

〇 国の責任と謝罪

〇 超党派の議員連盟で検討中の新たな補償の仕組みに関する法律案に基づき、全ての優生保護法被害者
に対する補償の実現を目指し、相談窓口の整備、情報保障、広報及び周知などに取り組む。

〇 優生保護法被害者の被害の回復に向けた施策、真相究明・再発防止のための調査・検証、偏見差別の根
絶に向けた施策の推進等に取り組む。

○ 優生保護法問題の全面的な解決に向けた施策等の検討、実施に当たって、優生保護法被害全国原告団、
優生保護法被害全国弁護団及び優生連と関係府省庁との協議の場を設置し、継続的・定期的な協議を行う。

令和６年９月３０日 原告団・弁護団・
優生連・国との間で締結

1

基本合意書の概要

訴訟を起こしていない方々も含めた幅広い方々を対象とする新たな補償については、
最高裁判決を踏まえ、一時金支給法の全部を改正し、旧優生保護法に基づく優生手術等
や人工妊娠中絶等を受けた者等に対する補償金等の支給等を定めた補償金等支給法が令
和６年10月８日に議員立法により全会一致で可決・成立し、同月17日に公布、令和７年
１月17日に施行された。補償金等支給法の前文では、国会及び政府は、最高裁判決を真
摯に受け止め、憲法に違反する規定に係る立法行為を行い及びこれを執行するとともに、
優生上の見地からの誤った目的に係る施策を推進してきたことについて、悔悟と反省の
念を込めて深刻にその責任を認めるとともに、心から深く謝罪する旨規定されている。

補償金等支給法の施行に併せて、石破内閣総理大臣が旧優生保護法国家賠償請求訴訟
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の原告団の方々と面会し、原告団の方々から、これまでの経験や思いなどを伺い、補償
金等支給法に基づく新たな補償が被害者の方々に届くよう力を尽くしていくことを表明
した。

こども家庭庁では、補償金等支給法に基づき補償金等の支給対象者が確実に請求を行
うことができるよう、手話・字幕付きの動画や点字版リーフレット、特設サイト、新聞
広告等による周知広報を実施するとともに、都道府県及び関係団体に対して積極的な周
知広報を依頼する等、制度の周知に取り組んでいる。

旧優生保護法に基づく優生手術等を受けた者等に対する補償金等の支給等に関する法律 （概要）

○昭和23年に議員立法により成立した優生保護法※に基づき、平成８年までに約２万５千件の優生手術を実施
※優生上の見地から不良な子孫の出生を防止すること等を目的として、遺伝性疾患等を理由とした強制的な不妊手術である優生手術の実施等について規定

○平成30年以降、旧優生保護法に基づく優生手術に関する訴訟が各地で提起されたこと等を背景に、平成31年に議員立法により「一時金支給法」※を制定
※一時金支給法：優生手術等を受けた本人を慰謝するため一時金320万円を支給するものであり、国の損害賠償責任を前提とはしていない

○令和６年７月３日 最高裁判所大法廷判決
◆旧優生保護法の優生手術に関する規定は、憲法13条（自己の意思に反して身体への侵襲を受けない自由を保障）及び14条１項（法の下の平等）に違反
◆旧優生保護法の優生手術に関する規定に係る国会議員の立法行為は、国賠法の適用上違法

国会及び政府は、最高裁大法廷判決を真摯に受け止め、特定疾病等に係る方々を差別し、生殖を不能にする手術を強制してきたことに関し、日本国憲
法に違反する立法行為を行い及びこれを執行し優生上の見地からの誤った目的に係る施策を推進してきたことについて、深刻にその責任を認め深く謝罪
する。また、これらの方々が人工妊娠中絶を強いられたことについても、深く謝罪する

対 象：旧優生保護法に基づく優生手術等を受けた本人又は特定配偶者（本人又は特定配偶者が死亡している場合はその遺族(配偶者、子、父母、孫等））

支給額：本人 1500万円 特定配偶者 500万円
※特定配偶者とは、本人の手術日から本法公布日の前日までに婚姻(事実婚含む)していた方等

国は、優生手術等及び人工妊娠中絶に関する調査を行い、
これらが行われた原因及び再発防止措置について検証を行う

背景・趣旨

概 要

７．調査検証７．調査検証

対 象：旧優生保護法に基づく優生手術等を受けた本人で生存している方

支給額：320万円

対 象：旧優生保護法に基づく人工妊娠中絶等を受けた本人で生存している方
旧優生保護法規定の優生上の要件（遺伝性疾患、精神病等）に該当する者
上記と同様の事情にある者として内閣府令で定めるもの

支給額：200万円 ※人工妊娠中絶の回数や子どもの有無にかかわらず一律に支給する

※３の優生手術等一時金を受給した場合には支給しない

１．前 文

２．補償金の支給

３．優生手術等一時金の支給

４．人工妊娠中絶一時金の支給

５．請求期限５．請求期限

施行日：公布日から３月を経過した日

２～４のいずれも施行日から起算して５年（期限に関する
検討条項あり）

６．請求手続６．請求手続

請求により、認定審査会の審査を経て、内閣総理大臣が認定

※現行の一時金支給法の内容を本法に規定する

1

旧優生保護法に基づく優生手術等を受けた者等に
対する補償金等の支給に関する法律（概要）

○ 補償金等の支給対象の方を一人でも多く相談、請求、受給に結びつけるべく、以下の周知広報の
実施
【謝罪広告（新聞）】
・ 憲法に違反する立法行為を行い及びこれを執行したことに対する国会及び政府の謝罪について、全国紙及び全国の
地方紙に掲載

【特設サイトによる周知】
・ 旧優生保護法補償金等支給法における補償金や人工妊娠中絶一時金等に係る情報を掲載した特設サイトをこども家
庭庁のホームページに開設

【障害特性に配慮した広報物の作成】
・ 聴覚障害：手話・字幕付き動画（特設サイトに掲載）
・ 視覚障害：点字版リーフレット（各都道府県に配布、特設サイトに点字データを掲載）
・ 知的障害：分かりやすいリーフレット（各都道府県に配布、特設サイトに掲載）

【都道府県及び障害者関係団体と連携した周知・広報等】
・ リーフレットやポスターを作成
・ 都道府県及び障害者関係団体と連携し、リーフレットの配布等による相談・請求を支援する施設職員や家族にも周知
・ 医療機関、障害者施設等における旧優生保護法に関連した資料の保全通知の再通知

【テレビ広告、ラジオ広告、ＷＥＢ広告、交通広告】
・ 全国放送のテレビ広告にて、制度の周知を実施
・ 全国放送のラジオ広告にて、制度の周知を実施
・ インターネット上でバナー広告を実施
・ 全国主要都市で交通広告を実施

旧優生保護法補償金等支給法に係る周知広報等

1

旧優生保護法補償金等支給法に係る周知広報等

石破内閣総理大臣と原告団等との面会の様子
出典：首相官邸ホームページ

（https://www.kantei.go.jp/jp/103/
actions/202501/17menkai.html）

旧優生保護法補償金等
リーフレット

２　障害者に対する偏見や差別のない共生社会の実現に向けた行動計画
令和６年７月17日の旧優生保護法国家賠償請求訴訟の原告団の方々との面会の場にお

いて、岸田内閣総理大臣は、優生思想及び障害者に対する偏見差別の根絶に向けて、こ
れまでの取組を点検し、教育・啓発等を含めて取組を強化するため、全府省庁による新
たな体制を構築することを表明した。

これを受け政府は、内閣総理大臣を本部長とし、全ての府省庁の閣僚を構成員とする
「障害者に対する偏見や差別のない共生社会の実現に向けた対策推進本部」を設置した。
同本部は、全省庁におけるこれまでの取組を点検し、障害のある人に対する偏見や差別
の根絶に向け、教育・啓発等を含めた取組を強化するため、人権や障害分野の有識者の
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参画の下、旧優生保護法の被害者や障害当事者からの意見聴取を重ねつつ検討を進め、
障害のある人に対する偏見や差別のない共生社会の実現に向け政府全体で取り組むべき
事項を取りまとめた障害者に対する偏見や差別のない共生社会の実現に向けた行動計画

（以下「行動計画」という。）を同年12月27日に策定した。
行動計画では、「これまで障害のある人が受けてきた差別、隔離、暴力、特別視はあっ

てはならないものである。」とし、「障害の社会モデル」の考え方を踏まえ、「わが国は、
特定の疾病や障害を有する者に対する優生上の見地からの偏見や差別をはじめ、障害の
ない人を基準とし障害のある人を劣っているとみなす態度や行動と決別しなければなら
ない。」とした。その上で、「子育て等の希望する生活の実現に向けた支援の取組の推進」、

「公務員の意識改革に向けた取組の強化」、「ユニバーサルデザイン2020行動計画で提唱
された『心のバリアフリー』の取組の強化」等を柱として、取り組むべき事項を整理し
た。今後は、速やかに施策を実行に移すとともに、障害者政策委員会における報告や意
見聴取を経て、次期障害者基本計画などにも反映させていくこととし、外部有識者や障
害当事者の参画の下で実施状況を監視する体制を強化していくこととしている。

法務省の人権擁護機関では、行動計画に基づき、令和６年度中に全国の法務局・地方
法務局に対し、旧優生保護法に関する研修用DVDを配布し、人権相談や調査救済事務
に従事する職員及び人権擁護委員を対象とする研修を実施した。また、公務員の意識改
革に向けた取組の強化として、令和７年度に実施する国家公務員や地方公務員に対する
研修において、旧優生保護法の歴史的経緯や被害当事者の声を取り入れることによる公
務員に対する人権啓発の実施、ユニバーサルデザイン2020行動計画で提唱された「心の
バリアフリー」の取組の強化として、社会福祉協議会等と連携して、障害当事者の参画
を得つつ、障害者スポーツ体験や文化芸術活動等と、人権擁護委員による人権教室とを
組み合わせるなどした人権啓発活動の実施をすることとしている。さらに、人権相談窓
口において、人権相談等を通じて障害のある人に関する人権侵害の疑いのある事案を認
知した場合は、人権侵犯事件として調査を行い、事案に応じた適切な措置を講じ、その
際、人権侵犯性の有無にかかわらず、事案に応じて障害者差別解消法の趣旨を踏まえた
より望ましい対応を提示するなど、積極的に啓発を行っていくこととしている。

文部科学省では、行動計画に基づき、学校教育において障害に対する理解を深め、障
害のある児童生徒と障害のない児童生徒が共に学ぶ環境の整備や、障害のある児童生徒
等を支える取組を進めるとともに、障害のある人とない人が共にスポーツや文化・芸術
活動を行う取組等を引き続き進めていくこととしている。

また、結婚、出産、子育てを含め、障害のある人がどのような暮らしを送るかは本人
が決めることを前提として、障害のある人の意思決定の支援に配慮しつつ、希望する生
活の実現に向けた支援を行うことが必要であるところ、障害のある人の地域生活の支援
と併せて、障害福祉や母子保健・児童福祉の関係機関・事業所が連携し、必要なサービ
スの活用や見守り等の支援体制を構築していくことが不可欠である。
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このため、厚生労働省では、令和６年６月５日に、「障害者の希望を踏まえた結婚、出
産、子育てに係る支援の推進について」（厚生労働省・こども家庭庁連名通知）を各都道
府県・市区町村宛てに発出し、障害福祉部局と母子保健・児童福祉部局による連携した
支援体制の構築を求めるとともに、結婚・出産・子育て支援取組事例集の周知を行った。

また、更なる周知を図るため、本通知の内容について自治体や事業者、支援者が理解
し、障害当事者の方への適切な支援を行うことができるような解説動画の作成、取組事
例集について当事者の方にも理解ができるようなイラストや伝わりやすい文章に編集し
た内容のリーフレットの作成を行っているところであり、今後公表を予定している。

障害者に対する偏見や差別のない共生社会に向けた行動計画について
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参考資料１

人権教育及び人権啓発の推進に関する法律
（平成12年法律第147号）
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参考資料２

人権教育・啓発に関する基本計画
（平成14年３月15日閣議決定）
（平成23年４月１日一部変更）

※第４章２に⑿追加
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参考資料３

令和６年における「⼈権侵犯事件」の状況について（概要）
～法務省の⼈権擁護機関の取組～

法務省の人権擁護機関（以下「人権擁護機関」という。）は、⼈権侵犯事件調査処理規
程（平成16年法務省訓令第２号）に基づき、⼈権を侵害されたという⽅からの申告等を端
緒に、その被害の救済及び予防に努めている。

令和６年（暦年）における取組状況は、以下のとおりである。

【令和６年の主な特徴】
①�　令和６年において、新規に救済⼿続を開始した⼈権侵犯事件の数は、8,947件、

処理した⼈権侵犯事件の数は、8,983件であった。
②�　学校におけるいじめについて、新規に救済⼿続を開始した⼈権侵犯事件の数は、

1,202件であり、全体に占める割合は、13.4％であった。
③�　インターネット上の⼈権侵害情報について、新規に救済⼿続を開始した⼈権侵

犯事件の数は、1,707件であり、⾼⽔準で推移している。

１　人権侵犯事件数の動向
　⑴　新規救済手続開始件数

人権侵犯事件の新規救済手続開始件数の推移
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　⑵　処理件数

人権侵犯事件の処理件数の推移

　⑶　新規救済⼿続開始件数の動向・分析
⼈権侵犯事件の新規救済⼿続開始件数は、前年と同⽔準であった。
令和２年以降、「プライバシー関係」の事案が最も多い状況が続いていたが、令和

６年はパワーハラスメントなど「労働権関係」の事案が増加し、最多となった。
学校におけるいじめに関する⼈権侵犯事件数と、その新規救済⼿続開始件数全体

に占める割合は、いずれも前年から増加した。
また、インターネット上の⼈権侵害情報に関する⼈権侵犯事件数が依然として⾼

⽔準であることは、前年と同様に特徴的である。
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２　人権侵犯事件の種類別構成比の比較（新規救済手続開始件数）

労働権関係
1,663
18.6%

プライバシー
関係
1,437
16.1%

学校における
いじめ
1,202
13.4%

暴行・虐待
1,025
11.5%

差別待遇
907
10.1%

強制・強要
843
9.4%

その他
1,870
20.9%

令和６年
新規開始件数
8,947件

令和６年

プライバシー
関係
1,554
17.3%

労働権関係
1,487
16.6%

学校における
いじめ
1,185
13.2%

暴行・虐待
1,115
12.4%

強制・強要
948
10.6%

差別待遇
825
9.2%

その他
1,848
20.6%

令和５年
新規開始件数
8,962件

令和５年

　　⼈権相談件数及び主な類型
令和６年の⼈権相談件数　17万4,292件
⼈権相談における件数上位の類型は次のとおり。

類　　型 相談件数 全体に占める割合

住居・⽣活の安全関係 16,339 9.4％

労働権関係 10,736 6.2％

プライバシー侵害 10,457 6.0％

強制・強要   7,785 4.5％

学校におけるいじめ   6,944 4.0％

暴⾏・虐待   6,502 3.7％

３　インターネット上の人権侵害情報に関する人権侵犯事件について
⑴　人権擁護機関の取組について

人権擁護機関では、全国の法務局において人権相談に応じており、人権相談等を
通じて人権侵害の疑いのある事案を認知した場合には、人権侵犯事件として調査を
行い、事案に応じた適切な措置を講じている。

インターネット上の誹謗中傷等の被害を受けた方等からの相談を受けた場合には、
相談者の意向に応じて、当該誹謗中傷等の書き込みの削除依頼の方法等を助言した
り、あるいは、人権擁護機関において違法性を判断した上で、プロバイダ事業者等
に対して書き込みの削除要請をするなどしている。

人権擁護機関に被害の相談があった場合の具体的な対応については、下図のとお
りである。
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⑵　令和６年における人権侵犯事件の動向について
　　ア　新規救済手続開始件数

令和６年において、新規に救済手続を開始したインターネット上の人権侵害情報
に関する人権侵犯事件の数は、1,707件で、前年から117件減少した。

このうち、プライバシー侵害事案が635件、識別情報の摘示事案が475件、名誉毀
損事案が329件となっており、これらの事案で全体の84％を占めている。

なお、人権侵犯事件数はプロバイダ事業者等への削除要請件数ベースで集計して
おり、人権侵害情報の書き込み数ではない（例えば、１つのプロバイダ事業者等に
対し、100の書き込みの削除を１回で要請した場合、１件として計上している。）。

インターネット上の人権侵害情報に関する人権侵犯事件（新規開始）
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　　イ　処理件数
令和６年において、処理したインターネット上の人権侵害情報に関する人権侵犯

事件の数は、1,910件となり、前年から256件増加した。
当該事件の処理のうち、被害者に対しインターネット上の人権侵害情報を削除依

頼する方法を教示するなどの「援助」は約４割を占めており、人権擁護機関が違法
性を判断した上で、プロバイダ等に対し人権侵害情報の削除を求める「要請」を行っ
た件数は628件で、約３割となっている。

インターネット上の人権侵害情報に関する人権侵犯事件（処理）

　　ウ　プロバイダ等に対する削除要請件数と削除対応率
令和４年１月から令和６年12月までの３年間に、人権擁護機関がプロバイダ等に

対して人権侵害情報の削除を求める「要請」をした人権侵犯事件（1,610件）のうち、
因果関係は定かではないものの、当該情報の全部又は一部が削除された件数は1,028
件で、その割合は63.85％であった。

　　  人権擁護機関による削除要請件数と削除対応率（令和４年～令和６年）

要請件数
○＋△＋×
＝□（件）

　削除合計 ○＋△（件）
削除せず
×（件）

全部削除率
○／□（率）

削除対応率
（○＋△）
／□（率）

全部削除
○（件）

一部削除
△（件）

1,610 1,028 940 88 582 58.39% 63.85%

※　対象期間は令和４年１月から令和６年12月まで。
※　�人権侵犯事件の処理については、要請のほか、援助、侵犯事実不明確又は打切り（調査中に対象情報

が削除され、申告が取り下げられる）等により終了する場合がある。
※　人権擁護機関による削除要請と削除との条件関係は、厳密に特定できるものではない。

　　エ　令和６年中に人権擁護機関が救済措置を講じた人権侵犯事件の例
　・インターネット上の名誉毀損
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被害者から、インターネット上に、被害者の氏名や所属とともに、勤務先から懲
戒処分を受けたなどの投稿がされているとして、相談があった事案である。

法務局が調査した結果、投稿されたいずれの事実も真実ではなく、当該投稿は、
名誉毀損に当たると認められた。

法務局から、サイト管理者に対し、当該投稿の削除要請を行ったところ、当該投
稿が削除されるに至った。
� （措置：「要請」）

　・インターネット上のプライバシー侵害
被害者から、インターネット上に、被害者の氏名、住所及び電話番号などが掲載

されているとして、相談があった事案である。
法務局が調査した結果、当該投稿は、プライバシー権を侵害するものであると認

められた。
法務局から、サイト管理者に対し、当該投稿の削除要請を行ったところ、当該投

稿が削除されるに至った。
� （措置：「要請」）

　・インターネット上における同和地区の摘示
インターネット上に、特定の地域を散策しながら、歴史などに触れつつ、当該地

域が同和地区であると指摘する動画が掲載されているとして、法務局に情報が提供
された事案である。

法務局が調査した結果、当該動画は、学術・研究等の正当な目的で公開している
とは認められず、人権擁護上問題があると認められた。

法務局から、サイト管理者に対し、当該動画の削除要請を行ったところ、当該動
画が削除されるに至った。
� （措置：「要請」）

⑶　その他
インターネット上の人権侵害情報に関する相談や被害申告等に対応するため、法務

局での面談による相談窓口のほか、電話（みんなの人権110番：0570-003-110）、インター
ネット（インターネット人権相談受付窓口：https://www.jinken.go.jp/）、LINEなど
でも相談に応じている。

また、インターネット上の人権侵害による被害を未然に防ぐため、「インターネッ
ト上の人権侵害をなくそう」を強調事項の一つとして掲げ、各種人権啓発活動を実施
しており、啓発動画「インターネットはヒトを傷つけるモノじゃない。」や、啓発冊
子「あなたは、大丈夫？考えよう！インターネットと人権」等の啓発資料を法務省ホー
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ムページ（https://www.moj.go.jp/JINKEN/jinken88.html）等で公開している。
さらに、青少年を中心に深刻化するインターネット上の人権侵害への取組として、

中学生などを対象に携帯電話会社と連携・協力し、スマートフォン等の安全な利用に
ついて学ぶための人権教室を実施するなどの人権啓発活動に取り組んでいる。

2
公益財団法人人権教育啓発推進センター

考えよう！
インターネットと

あなたは、大丈夫

〈 四訂版 〉

インターネット上の人権侵害情報に関する人権侵犯事件の処理について

人権侵犯事件として立件
プロバイダ等への削除依頼等の
具体的方法に関する助言等

相談者ご自身で削除依頼をすることが困難である場合 又は 相談者ご自身で削除依頼をしたが応じてもらえなかった場合

法務局において、当該情報の違法性を判断した上で、
プロバイダ等への削除要請を検討

人権相談等

※援助：2,270件人権侵犯事件
※処理：5,164件

削除要請を実施 削除要請を実施しない

※対象期間は、令和4年1月から令和6年12月まで。
人権侵犯事件の処理については、記載の要請等のほか、打切り（調査中に対象情報が削除され、申告が取り下げられる。）等により終了する場合がある。

※要請：1,610件 (a) ※侵犯事実不明確：880件

人権相談
※2万2,215件

⇒ 削除：1,028件 (b) 【63.85% (b/a) 】

令和７年３月 法務省人権擁護局
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※上記機関以外に、一般的な情報セキュリティ（主にウイルスや不正アクセス）に関する技術的な相談に対して
　アドバイスを提供する窓口としてIPA「情報セキュリティ安心相談窓口」があります。
※上記のほか、学校や地方公共団体にある相談窓口も活用してください。

インターネット上の書き込みなどに関する相談・通報窓口のご案内インターネット上の書き込みなどに関する相談・通報窓口のご案内

インターネット上の誹謗中傷やプライバシー侵害等のトラブルにあった

解決策について相談したい

どうしたらよいか
分からない

ネット上の
書き込み・画像を
削除したい

書き込んだ相手に
損害賠償を
求めたい

身の危険を感じている／
脅迫されている・犯人の捜査、

処罰を求めたい

www.mhlw.go.jp/mamorouyokokoro

悩みや不安について話をしたい 違法薬物の販売情報、
違法なわいせつ画像、

児童ポルノ、
爆発物・銃砲等の製造、
殺人や強盗等の犯罪行為の

請負・仲介・誘引、
自殺の誘引・勧誘などを

通報したい

インターネット上の違法・
有害情報を見つけた

まもろうよこころ（厚生労働省）まもろうよこころ（厚生労働省）

生きるのがつらいほどの悩みや不安を抱えている方に
対して、気軽に相談できる窓口を紹介しています。

心のSOS

www.npa.go.jp/cyber/
soudan.html

警察または居住地の
サイバー犯罪相談窓口
警察または居住地の
サイバー犯罪相談窓口

弁護士弁護士
サイバー犯罪の情報提供、相談窓口

www.houterasu.or.jp0570-078374

法テラス法テラス法的トラブル解決のための「総合案内所」

問合せ内容に応じて解決に役立つ法制度や相談窓
口に関する情報を案内します。経済的に余裕のな
い方を対象に無料の法律相
談や弁護士費用等を立て替
える制度があります
(要件確認あり)。

www.ihaho.jp

違法・有害情報
相談センター
(総務省)

違法・有害情報
相談センター
(総務省)

迅速な助言

相談者自身で行う削除依頼
の方法などを迅速にアドバイ
スします。インターネットに関
する技術や制度等の専門知
識や経験を有する相談員が、
人権侵害に限らず、様々な事
案に対して幅広にアドバイス
します。

またはまたは

www.jinken.go.jp
0570-003-110

人権相談
（法務省）
人権相談
（法務省）

削除要請・助言

相談者自身で行う削除依頼の
方法などの助言に加え、法務局
が事案に応じてプロバイダ等に
対する削除要請(※)を行います。
※削除要請は専門的な知見を有する
法務局が違法性を
判断した上で行う
ものでありこの判
断には時間を要す
る場合があります。

www.saferinternet.or.jp/
bullying/

誹謗中傷
ホットライン
誹謗中傷
ホットライン

プロバイダへの連絡

インターネット上の誹謗中傷
について連絡を受け付け、一
定の基準に該当すると判断し
たものについては、国内外の
プロバイダに各社の利用規約
等に沿った対応を促す連絡を
行います。

www.safe-line.jp

セーフラインセーフライン

迅速な削除の要請

インターネット上の違法情報や
有害情報の通報を受け付け、
国内外のサイトへの削除の要
請や、警察等への通報を行い
ます。リベンジポルノの被害に
遭われた方、いじめの動画像
の通報も受け付けています。

www.internethotline.jp

インターネット・
ホットライン

センター(警察庁)

インターネット・
ホットライン

センター(警察庁)

サイトへの削除依頼

インターネット上の違法情報
及び重要犯罪密接関連情報、
自殺誘引等情報の通報を受
け付け、ガイドラインに基づ
いて該当性の判断を行い、警
察への情報提供とサイトへの
削除依頼をします。

人権イメージキャラクター
人KENまもる君

セーファー
インターネット

協会

ネットトラブルの
専門家に
相談したい

人権問題の専門機関に
相談したい

プロバイダ等に削除を
促してほしい（民間機関）

有害情報も
通報したい
（民間機関）

左記マーク以外は各機関のWebフォームから相談対面 電話 メール チャット SNS
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４　令和６年中に人権擁護機関が救済措置を講じた具体的事例
【こども関係】
（いじめ）
事例1　小学校におけるいじめ

小学生の児童が、同級生から、体を後ろから押されたりするなどのいじめを受け、不
登校となったにもかかわらず、学校が十分な対応を行っていないとして、当該児童の保
護者から相談があった事案である。

法務局が調査した結果、学校は、本件いじめについての調査や、当該児童が再び登校
できるよう配慮することとしていたものの、保護者には学校の対応が十分に伝わってい
ない可能性が認められた。

そこで、法務局の仲介によって学校と保護者の話し合いを行い、保護者の要望を整理
して学校に伝え、学校からもいじめ事案には学校全体として対応し、今後も当該児童の
不登校の解消に向けて対応を継続していくことが伝えられた結果、保護者が学校の対応
に一定の理解を示し、当事者間の関係改善が図られた。

� （措置：「調整」）
（虐待）
事例2　中学生に対する虐待

中学生の生徒が、親から、無理やり性的行為をされるなどの虐待を受けているが誰に
も相談できないとして、「こどもの人権SOSミニレター」による相談があった事案である。

法務局は、直ちに当該生徒が在籍する学校に連絡するとともに、児童相談所に通告し、
今後の対応について調整を行った。

その結果、児童相談所が速やかに当該生徒を保護するに至り、当該生徒の心身の安全
が図られた。

� （措置：「援助」）

事例3　高校生に対する虐待
高校生の生徒が、不登校となっていることについて親に相談したところ、親から、蹴

られて家を追い出されたとして、「LINEじんけん相談」による相談があった事案である。
当該生徒は、自殺を企図するかのような言葉も述べていたため、法務局は、当該生徒

に現在地を確認した上で、直ちに最寄りに所在する法務局から職員が当該生徒の下へ向
かい、当該生徒を保護するとともに、児童相談所への通報を行った。

その結果、学校と児童相談所が連携して当該生徒を見守る体制が構築され、それ以降、
親からの暴力はなく、当該生徒の不登校も解消された。

� （措置：「援助」）
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（不適切指導）
事例4　小学校における不適切指導

小学校低学年の児童が、担任教諭から、大声で叱責されるとともに、当該児童の机等
を廊下に出されるなどして教室から閉め出されたことにより不登校になったとして、当
該児童の親から相談があった事案である。

法務局が調査した結果、当該教諭が、当該児童を指導する際に、十分な配慮をせず、
当該言動をとったことが認められた。

法務局は、当該教諭に対し、当該言動は教育上の必要が認められない不適切な指導で
あるとして、基本的人権尊重の理念について正しい理解を深め、今後、同様の行為を行
うことのないよう説示するとともに、学校長に対し、児童の人権について教員の理解を
深めさせ、監督・指導を徹底するなど、再発防止に向けた適切な措置を講じるよう要請
した。

� （措置：「説示」「要請」）

【強制・強要関係】
事例5　本人の意に反した病院への搬送

成人女性である相談者が、相談者を病院へ搬送するよう相談者の夫に依頼された民間
事業者スタッフから、相談者が搬送に同意していないのに、腕をつかむ、体を押さえつ
けるなどの暴力行為を受けながら病院に搬送されたとして、相談があった事案である。

法務局が調査した結果、当該スタッフは、被害者の有効な同意を得ることを怠ったま
ま、本件搬送を行ったことが認められた。

法務局は、当該スタッフに対し、本件搬送は被害者の身体・行動の自由を奪い、精神
的苦痛を与える重大な権利侵害であって、人権擁護上看過できないとして、その行為の
違法性を認識し、今後、同様の行為を行うことのないよう説示し、当該事業者には今後
同様のことを起こさないよう啓発を行った。

� （措置：「説示」「啓発」）

【差別待遇関係】
事例6　精神障害のある人に対する差別的対応

精神障害のある人が、不動産会社から、精神障害の疾患があることを理由に賃貸物件
の仲介を拒否されたとして、相談があった事案である。

法務局が調査した結果、当該会社の従業員は、物件のオーナーへの意向確認等を行う
こともなく、精神障害の疾患があることのみを理由として物件の仲介を拒否していたこ
とが認められた。

法務局は、当該従業員に対し、精神障害の疾患があることのみを理由に物件の仲介を
拒否した行為は、精神障害のある人に対する不当な差別的取扱いに当たる行為であり、
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人権擁護上看過できないとして、今後、同様の行為を行うことのないよう説示した。
� （措置：「説示」）

事例7　身体障害のある人に対する差別的対応
身体障害のある人が、採用が内定していた会社の役員から、障害に関して差別的な発

言をされたとして、相談があった事案である。
法務局が調査した結果、当該会社の代表者から、被害者に対して謝罪したい旨の意向

が示されるとともに、解決に向けて法務局の関与を求められた。法務局の仲介により、
代表者から被害者に対する謝罪が行われ、被害者もこれを受け入れて、当事者間の関係
改善が図られた。

� （措置：「調整」）

事例8　障害のある人に対する不適切な対応
地方公共団体に勤務する障害のある人が、年末調整の手続を行う際に、障害者手帳の

写しを提出するよう強制されたとして、相談があった事案である。
法務局が調査した結果、年末調整の正確性の観点から、任意で障害者手帳の写しの提

出を受けることは推奨されているものの、当該地方公共団体においては、これを任意で
はなく提出義務があるものと誤認していたことが認められた。当該地方公共団体は、今
後は障害者手帳の写しの提出がなくとも年末調整を実施することとし、取扱いの改善が
図られた。

� （措置：「調整」）

事例9　障害のある人に対する差別的対応
障害のある人らが、参拝するために訪れた神社の役員から、参拝を拒否されたとして、

相談があった事案である。
法務局が調査した結果、当該役員は、過去にトラブルがあったことを背景に、正当な

理由なく、障害のある人の参拝を一律に拒否していたが、その行為の違法性を認識して
いないことが認められた。

法務局は、当該役員に対し、正当な理由なく障害があることを理由として参拝を拒否
する行為は、障害のある人に対する不当な差別的取扱いであり、人権擁護上看過できな
いとして、その行為の不当性を認識して自戒するとともに、基本的人権尊重の理念につ
いて正しい理解を深め、今後、同様の行為を行うことのないよう説示した。

� （措置：「説示」）
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事例10　部落差別（同和問題）に関する差別的発言
相談者から、結婚を予定していた相手の両親から、自身を同和地区出身者であると指

摘され、当該結婚に反対されたほか、差別的な発言を受けたとして、相談があった事案
である。

法務局が調査した結果、当該両親が、部落差別（同和問題）に関する差別意識に基づ
き、当該発言を行ったことが認められた。

法務局は、当該両親に対し、当該発言は他人の人権や尊厳を傷つけるものであって、
人権擁護上看過できないとして、その行為の不当性を強く認識して自戒するとともに、
部落差別（同和問題）に対する正しい理解を深め、同様の言動を繰り返すことのないよ
う説示した。

� （措置：「説示」）

事例11　性的マイノリティに関する差別的対応
高校生の生徒から、ジェンダーアイデンティティを理由に体育の実技に参加できず見

学となることを学校に伝えていたのに、当該生徒の事情に配慮した代替措置がとられず、
卒業に必要な単位が不足していると言われ困っているとして、相談があった事案である。

法務局が調査した結果、当該生徒のジェンダーアイデンティティに関する情報が教諭
間で十分に共有されておらず、当該生徒に対する代替措置がとられていなかったことが
認められた。

法務局の仲介により、学校は、教諭間の情報共有等について改善に努めるとともに、
体育の追試についても、ジェンダーアイデンティティに配慮し、他の生徒がいない状況
で実施することとし、その結果、当該生徒は追試に合格して卒業することができ、問題
の解決が図られた。

� （措置：「調整」）

【インターネット上の人権侵害情報関係】
事例12　インターネット上の名誉毀損

被害者から、インターネット上に、被害者の氏名や所属とともに、勤務先から懲戒処
分を受けたなどの投稿がされているとして、相談があった事案である。

法務局が調査した結果、投稿されたいずれの事実も真実ではなく、当該投稿は、名誉
毀損に当たると認められた。

法務局から、サイト管理者に対し、当該投稿の削除要請を行ったところ、当該投稿が
削除されるに至った。

� （措置：「要請」）
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事例13　インターネット上の名誉感情侵害
電子掲示板上で、特定の地域に住む外国人住民に対して、当該地域社会からの排斥を

扇動する投稿がされたとして、法務局が調査を開始した事案である。
法務局が調査した結果、当該地域に住む外国人住民は日本から出て行けなどとする投

稿がなされていたことから、当該投稿は、当該外国人住民の名誉感情を侵害するもので
あると認められた。

法務局から、サイト管理者に対し、当該投稿の削除要請を行ったところ、当該投稿が
削除されるに至った。

� （措置：「要請」）

事例14　インターネット上のプライバシー侵害
被害者から、インターネット上に、被害者の氏名、住所及び電話番号などが掲載され

ているとして、相談があった事案である。
法務局が調査した結果、当該投稿は、プライバシー権を侵害するものであると認めら

れた。
法務局から、サイト管理者に対し、当該投稿の削除要請を行ったところ、当該投稿が

削除されるに至った。
� （措置：「要請」）

事例15　インターネット上における同和地区の摘示
インターネット上に、特定の地域を散策しながら、歴史などに触れつつ、当該地域が

同和地区であると指摘する動画が掲載されているとして、法務局に情報が提供された事
案である。

法務局が調査した結果、当該動画は、学術・研究等の正当な目的で公開しているとは
認められず、人権擁護上問題があると認められた。

法務局から、サイト管理者に対し、当該動画の削除要請を行ったところ、当該動画が
削除されるに至った。

� （措置：「要請」）
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５　「人権侵犯事件」統計資料（令和６年）５ 「人権侵犯事件」統計資料（令和６年） 

 

中止 移送 啓発

総　合　計 10,296 1,349 8,947 5,605 2,774 1 452 62 53 8,983 6,982 42 633 54 - - - 13 66 993 119 29 55 72 1,313

公 務 員 等 の 職 務 執 行 に 伴 う 侵 犯 事 件

2,315 174 2,141 1,348 783 1 - 2 7 2,074 1,758 8 4 5 - - - 9 26 230 14 14 9 11 241

特別公務員に関するもの

警察官に関するもの 101 16 85 65 20 - - - - 72 40 - - - - - - - 7 23 - 2 - - 29

その他の特別公務員に関するもの 11 1 10 9 1 - - - - 8 5 - - - - - - - - 3 - - - - 3

教育職員関係

体罰 88 9 79 47 32 - - - - 78 62 - 3 2 - - - 1 - 10 - 2 - 1 10

その他 489 26 463 308 154 - - 1 - 449 392 3 1 1 - - - 4 - 42 4 3 - 6 40

学校におけるいじめ 1,228 26 1,202 665 536 1 - - - 1,201 1,165 3 - 2 - - - - - 23 5 3 - 3 27

刑務職員関係 146 36 110 102 8 - - - - 64 14 - - - - - - 1 1 45 2 1 - - 82

その他の公務員に関するもの

国家公務員に関するもの 40 9 31 24 - - - - 7 28 2 - - - - - - - 11 6 - - 9 - 12

地方公務員に関するもの 197 49 148 116 31 - - 1 - 165 73 2 - - - - - 3 7 74 3 3 - 1 32

その他 15 2 13 12 1 - - - - 9 5 - - - - - - - - 4 - - - - 6

私　人　間　の　侵　犯　事　件

7,981 1,175 6,806 4,257 1,991 - 452 60 46 6,909 5,224 34 629 49 - - - 4 40 763 105 15 46 61 1,072

人身売買 4 - 4 - - - 4 - - - - - - - - - - - - - - - - - 4

売春関係

児童ポルノ 3 - 3 3 - - - - - 3 3 - - - - - - - - - - - - - -

暴行・虐待

家族間におけるもの

夫の妻に対するもの 300 1 299 146 153 - - - - 300 298 - - - - - - - - 2 - - - 1 -

妻の夫に対するもの 32 - 32 20 12 - - - - 31 30 - - - - - - - - 1 - - - - 1

親の子に対するもの 334 13 321 211 108 - 1 1 - 332 331 - - - - - - - - 1 - - - - 2

子の親に対するもの 62 - 62 24 38 - - - - 62 62 - - - - - - - - - - - - - -

その他 117 1 116 56 60 - - - - 114 113 - - - - - - - - 1 - - - - 3

家族間以外のもの 202 7 195 113 82 - - - - 194 178 - - 3 - - - - - 12 1 - - 1 8

私的制裁 3 - 3 2 1 - - - - 3 2 - - - - - - - - 1 - - - - -

医療関係 130 12 118 79 38 - 1 - - 120 77 1 - - - - - - 5 30 6 1 - - 10

人身の自由関係

60 8 52 48 4 - - - - 55 43 - - - - - - - 1 11 - - - 2 5

その他 2 - 2 2 - - - - - 2 2 - - - - - - - - - - - - - -

社会福祉施設関係

施設職員によるもの 69 9 60 45 14 - - 1 - 56 47 - - - - - - - - 5 4 - - - 13

その他 17 1 16 8 8 - - - - 16 13 - - - - - - - - - 3 - - - 1

村八分 8 3 5 2 3 - - - - 8 3 - - - - - - - - 2 3 - - - -

差別待遇

女性 14 - 14 9 5 - - - - 14 14 - - - - - - - - - - - - - -

高齢者 12 1 11 7 4 - - - - 11 9 - - - - - - - 1 1 - - - - 1

障害者 217 46 171 139 28 - 3 1 - 170 83 14 - 2 - - - - 5 61 5 - - 6 47

同和問題 863 364 499 12 5 - 390 53 39 499 9 - 241 38 - - - - - 170 2 - 39 15 364

アイヌの人々 1 - 1 1 - - - - - 1 - - - - - - - - - 1 - - - - -

外国人 117 19 98 38 11 - 47 2 - 84 32 1 1 - - - - 1 - 44 4 - - 19 33

疾病患者 16 5 11 9 2 - - - - 15 8 - - 1 - - - - - 6 - - - - 1

刑を終えた人々 7 - 7 6 1 - - - - 3 2 - - - - - - - - - 1 - - - 4

ホームレス - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -

性的指向 11 6 5 3 - - 2 - - 8 3 - - - - - - - - 5 - - - 2 3

性自認 11 5 6 6 - - - - - 2 1 1 - - - - - - - - - - - - 9

その他 96 12 84 62 22 - - - - 79 46 2 - - - - - - 2 24 1 4 - - 17

参政権関係

プライバシー関係

報道機関 6 1 5 5 - - - - - 5 3 - - - - - - - - - - 2 - - 1

インターネット 1,376 321 1,055 902 149 - 4 - - 1,149 693 2 239 2 - - - - - 177 36 1 - 5 227

私事性的画像記録 300 220 80 73 7 - - - - 207 46 - 147 - - - - - - 14 - - - - 93

相隣間 58 5 53 31 22 - - - - 56 45 3 - - - - - - - 6 2 - - - 2

その他 278 34 244 194 49 - - 1 - 186 132 1 - 2 - - - - 3 41 4 2 - 2 92

集会，結社及び表現の自由関係 2 - 2 2 - - - - - 2 2 - - - - - - - - - - - - - -

信教の自由関係 14 1 13 10 3 - - - - 13 12 - - - - - - - - - 1 - - - 1

教育を受ける権利関係 1 - 1 1 - - - - - 1 1 - - - - - - - - - - - - - -

労働権関係

不当労働行為 11 - 11 7 4 - - - - 8 8 - - - - - - - - - - - - - 3

労働基準法違反 47 1 46 33 13 - - - - 46 45 - - - - - - - - 1 - - - - 1

その他 1,646 40 1,606 1,101 498 - - - 7 1,583 1,461 3 - - - - - - 15 74 21 2 7 4 63

住居・生活の安全関係

自力執行 3 - 3 2 1 - - - - 3 3 - - - - - - - - - - - - - -

相隣間

小公害 83 3 80 31 48 - - 1 - 83 79 - - - - - - - 1 1 2 - - - -

その他 267 6 261 121 140 - - - - 261 239 2 - - - - - - - 16 4 - - 1 6

公害 4 - 4 2 2 - - - - 4 3 - - - - - - - - 1 - - - - -

不動産 80 - 80 42 38 - - - - 80 79 - - - - - - - - - 1 - - - -

その他 139 6 133 78 55 - - - - 133 106 - - - - - - 1 - 23 - 3 - 1 6

強制・強要

家族間におけるもの

夫の妻に対するもの 105 - 105 54 51 - - - - 105 105 - - - - - - - - - - - - - -

妻の夫に対するもの 13 - 13 8 5 - - - - 12 12 - - - - - - - - - - - - - 1

親の子に対するもの 60 - 60 36 24 - - - - 60 60 - - - - - - - - - - - - - -

子の親に対するもの 26 - 26 10 16 - - - - 26 25 - - - - - - - - 1 - - - - -

その他 54 2 52 29 23 - - - - 54 50 - - - - - - - - 4 - - - - -

セクシュアル・ハラスメント 285 7 278 175 103 - - - - 284 274 - 1 1 - - - 2 - 7 - - - 1 1

ストーカー 101 - 101 57 44 - - - - 101 101 - - - - - - - - - - - - - -

ホームレスに対するもの

性的指向に対するもの 1 - 1 1 - - - - - 1 1 - - - - - - - - - - - - - -

性自認に対するもの

その他 216 9 207 140 67 - - - - 169 147 3 - - - - - - 4 12 3 - - - 47

組織又は多衆の威力関係 4 - 4 3 1 - - - - 3 1 - - - - - - - 2 - - - - - 1

交通事故

犯罪被害者 6 - 6 5 1 - - - - 6 6 - - - - - - - - - - - - - -

その他 87 6 81 53 28 - - - - 86 76 1 - - - - - - 1 7 1 - - 1 1

総　計

通告

件　　　　　　　名

告発
計

北朝鮮当局によって拉致された被害者等

に対するもの

精神保健及び精神障害者福祉に関する法

律関係

総数 旧受
申 告

職員受

未済関係行
政機関
の通報

情報 移送
措置
猶予

計

  措             置

新　受

説示援助

打切
り

侵犯
事実
不存
在

要請

人権擁
護委員
の通報

処　理

総　計

侵犯
事実
不明
確

勧告委員受 調整
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６　障害のある人の人権をめぐる取組状況について
　⑴　令和６年の動向

昭和23年から平成８年までのおよそ48年間に、旧優生保護法に基づく施策により、
約２万5,000人もの方々が、特定の症病や障害を有すること等を理由として、不妊手
術という重大な被害を受けるに至った。令和６年７月３日、最高裁判所は、旧優生
保護法の優生手術に関する規定は憲法違反であったとして、国の損害賠償責任を認
める判決をした。

同判決を受けて、政府は、全閣僚が参加した「障害者に対する偏見や差別のない
共生社会の実現に向けた対策推進本部」を設置し、同年12月27日、「障害者に対する
偏見や差別のない共生社会の実現に向けた行動計画」を策定した。

人権擁護機関においても、障害を理由とする偏見や差別を解消するための人権擁
護活動を行っている。

　⑵　人権擁護機関の取組
　ア　啓発・広報

人権擁護機関においては、「障害を理由とする偏見や差別をなくそう」を強調事
項の一つとして掲げ、各種の人権啓発活動を実施している（https://www.moj.
go.jp/JINKEN/jinken04_00131.html）。

啓発動画
「『誰か』のこと　じゃない。」障害のある人編

啓発動画
「『誰か』のこと　じゃない。

-支え合う共生社会の実現に向けて-」

　イ　人権相談
人権擁護機関においては、障害のある人からの人権相談も幅広く受け付けており、

全国の法務局等に以下の相談窓口を設置し、相談対応を行っている。
・全国の法務局等の本局・支局の窓口（対面による相談）
・みんなの人権110番（電話による相談）
・インターネット人権相談受付窓口（インターネットメールによる相談）

　ウ　調査救済
人権相談等を通じて、人権侵害の疑いのある事案を認知した場合には、人権侵犯

事件として調査救済手続を開始し、被害の救済に取り組んでいる。
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令和６年に新規に救済手続を開始した事件のうち、障害のある人に関するものの
件数は、差別待遇事案が171件、人身の自由に関する事案が52件、社会福祉施設等
の職員による人権侵害の申告があった事案が40件であり、事例としては次のような
ものがあった。

・精神障害のある人に対する差別的対応
精神障害のある人が、不動産会社から、精神障害の疾患があることを理由に賃貸

物件の仲介を拒否されたとして、相談があった事案である。
法務局が調査した結果、当該会社の従業員は、物件のオーナーへの意向確認等を

行うこともなく、精神障害の疾患があることのみを理由として物件の仲介を拒否し
ていたことが認められた。

法務局は、当該従業員に対し、精神障害の疾患があることのみを理由に物件の仲
介を拒否した行為は、精神障害のある人に対する不当な差別的取扱いに当たる行為
であり、人権擁護上看過できないとして、今後、同様の行為を行うことのないよう
説示した。

� （措置：「説示」）

・身体障害のある人に対する差別的対応
身体障害のある人が、採用が内定していた会社の役員から、障害に関して差別的

な発言をされたとして、相談があった事案である。
法務局が調査した結果、当該会社の代表者から、被害者に対して謝罪したい旨の

意向が示されるとともに、解決に向けて法務局の関与を求められた。法務局の仲介
により、代表者から被害者に対する謝罪が行われ、被害者もこれを受け入れて、当
事者間の関係改善が図られた。

� （措置：「調整」）

・障害のある人に対する不適切な対応
地方公共団体に勤務する障害のある人が、年末調整の手続を行う際に、障害者手

帳の写しを提出するよう強制されたとして、相談があった事案である。
法務局が調査した結果、年末調整の正確性の観点から、任意で障害者手帳の写し

の提出を受けることは推奨されているものの、当該地方公共団体においては、これ
を任意ではなく提出義務があるものと誤認していたことが認められた。当該地方公
共団体は、今後は障害者手帳の写しの提出がなくとも年末調整を実施することとし、
取扱いの改善が図られた。

� （措置：「調整」）
・障害のある人に対する差別的対応
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障害のある人らが、参拝するために訪れた神社の役員から、参拝を拒否されたと
して、相談があった事案である。

法務局が調査した結果、当該役員は、過去にトラブルがあったことを背景に、正
当な理由なく、障害のある人の参拝を一律に拒否していたが、その行為の違法性を
認識していないことが認められた。

法務局は、当該役員に対し、正当な理由なく障害があることを理由として参拝を
拒否する行為は、障害のある人に対する不当な差別的取扱いであり、人権擁護上看
過できないとして、その行為の不当性を認識して自戒するとともに、基本的人権尊
重の理念について正しい理解を深め、今後、同様の行為を行うことのないよう説示
した。

� （措置：「説示」）
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参考資料掲載アドレス一覧（令和７年４月現在）

参考資料 アドレス

人権教育・啓発に関する基本計画
（平成14年３月15日閣議決定（策定）、平成23年４月１日閣議決定
（一部変更））

https：//www.moj.go.jp/JINKEN/
JINKEN83/jinken83.html

「人権教育のための国連10年」に関する国内行動計画
（平成９年７月４日人権教育のための国連10年推進本部）

https：//www.mext.go.jp/b_menu/
shingi/chousa/shotou/024/report/
attach/1370664.htm

世界人権宣言
（昭和23年12月10日第３回国際連合総会採択）

https：//www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/
udhr/

「人権尊重の理念に関する国民相互の理解を深めるための教育及び啓
発に関する施策の総合的な推進に関する基本的事項について」

（平成11年７月29日人権擁護推進審議会答申）

https：//www.moj.go.jp/shingi１/
shingi_990729-2.html

（公財）人権教育啓発推進センター http：//www.jinken.or.jp/

都道府県人権擁護委員連合会一覧表 https：//www.moj.go.jp/JINKEN/
jinken125.html

人権擁護委員協議会一覧表 https：//www.moj.go.jp/JINKEN/
jinken126.html

常設人権相談所（みんなの人権110番）
0570-003-110

https：//www.moj.go.jp/JINKEN/
jinken20.html

女性の人権ホットライン
0570-070-810

https：//www.moj.go.jp/JINKEN/
jinken108.html

配偶者暴力相談支援センター
（全国共通番号　♯8008（はれれば））

https：//www.gender.go.jp/policy/
no_violence/e-vaw/soudankikan/01.
html

DV相談プラス https：//soudanplus.jp/

性犯罪・性暴力被害者のためのワンストップ支援センター
（全国共通番号　♯8891（はやくワンストップ）、
性暴力被害者のための夜間休日コールセンター）

https：//www.gender.go.jp/policy/
no_violence/seibouryoku/consult.html

性暴力に関するSNS相談Cure time（キュアタイム） https：//curetime.jp/

都道府県労働局所在地一覧
https：//www.mhlw.go.jp/
kouseiroudoushou/shozaiannai/
roudoukyoku/index.html

こどもの人権110番
0120-007-110

https：//www.moj.go.jp/JINKEN/
jinken112.html

全国児童相談所一覧 https：//www.cfa.go.jp/policies/ 
jidougyakutai/jisou-ichiran

外国人のための人権相談
0570-090911

https：//www.moj.go.jp/JINKEN/
jinken21.html

インターネット人権相談受付窓口 https：//www.jinken.go.jp/

LINEじんけん相談（チャット人権相談） https：//www.moj.go.jp/JINKEN/ 
jinken03_00034.html

令和６年における「人権侵犯事件」の状況について（概要） https：//www.moj.go.jp/JINKEN/
jinken03_00252.html
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えせ同和行為���������� 56, 57

オレンジリボン�����������29

外国語インターネット人権相談受付窓口�

������������������68

外国語人権相談ダイヤル�������68

外国人雇用啓発月間���������62

外国人材の受入れ・共生のための総合的対

応策����������������66

外国人児童生徒������� 61, 64, 65

外国人との共生社会の実現に向けたロード

マップ���������������66

外国人の技能実習の適正な実施及び技能実

習生の保護に関する法律�������65

外国人のための人権相談所������67

外国人労働者問題啓発月間������96

学校教育法����������� 30, 64

学校設置者等及び民間教育保育等事業者に

よる児童対象性暴力等の防止等のための

措置に関する法律����������31

学校における人権教育の在り方等に関する

調査研究�������������� 2

学校部活動及び新たな地域クラブ活動の在

り方等に関する総合的なガイドライン�

������������������30

肝炎������������ 69, 70, 72

危機的な状況にある言語・方言サミット�

������������������58

北朝鮮人権状況決議���������91

北朝鮮人権侵害問題啓発週間� 88, 89, 91
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老人週間��������������40
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等に関する法律）�������� 19, 33

Cure time（キュアタイム）� �����19

DV（ドメスティックバイオレンス）�
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